


ご あ い さ つ

東温市は、 愛媛県の県都・ 松山市に隣接する都市近郊型の田園都市で、

北部に源を 発する重信川が市の中央を 流れ、 南部の皿ヶ 嶺連峰県立自然

公園があるなど、 豊かな自然と 渓谷美に恵まれた街です。

本市では、 2011 年に市内全事業所の全数訪問調査を 実施し 、 その結

果から 2013 年 3 月に、 愛媛県内の市町で初と なる 「 東温市中小零細企

業振興基本条例」 を 制定する と と も に、 条例に基づき 、 市、 事業者、 経

済団体、 学校、 金融機関、 市民が地域を 挙げて中小零細企業振興に積極

的に取り 組むこ と と し ており ます。

3 回目の実施と なり ます今回は、 前回調査を 実施し た 2016 年以降、 新

型コ ロ ナウイ ルス感染症の感染拡大や原油、 物価高騰等による 社会情勢

の変化によっ て、 大変厳し い状況を 強いら れている市内中小零細企業者

の皆様に対し て、 今後の事業継続及び反転攻勢に向けた効果的な支援を

展開し ていく ために、 市内中小零細企業の現状を 把握するこ と が喫緊の

課題と なっ ていたこ と から 、 前回調査時に制度設計から ク ロ ス集計･ 分

析まで関わっ ていただいた立教大学社会情報教育研究センタ ーに継続し

てご協力を 賜り 、 本市に即し た詳細な調査を 実施するこ と ができ まし た。

また、 今回の調査では、 総務省統計局の事業所母集団情報を 活用し て

おり 、 より 迅速かつ精度の高い事業者情報に基づいて調査を 実施し たこ

と で、 こ れまで以上に、 全国的に例のない中身の濃い報告書と し て、 今

後の支援施策の検討にも 大いに活用でき る と 自負し ており ます。

さ ら に、 本市と いたし まし ては、 立教大学社会情報教育研究センタ ー

に作成し ていただき まし たこ の調査票を 、 本市だけが定期的に利用する

のでなく 、 他の自治体におかれまし ても 積極的に活用し ていただき たい

と 考えており ます。

そう するこ と で、 本市と 他の自治体を 比較・ 分析する こ と も 可能にな

り ます。 利用する自治体が多ければ多いほど、 それぞれの自治体の強み・

弱みなども 分析でき るため、 自治体毎に特色のある産業振興施策を 実施

するこ と も 可能になると 思っ ており ます。

最後になり ますが、 今回の現状把握調査にご協力いただき まし た市内

事業所の皆様をはじ め関係機関の皆様、 そし て、「 東温市中小零細企業振

興基本条例」 の主旨を 理解し 、 ご多忙の中、 精力的に集計・ 分析を 行っ

てく ださ いまし た立教大学菊地名誉教授、 経済学部櫻本准教授ほか、 報

告書作成に携わっ ていただき まし たすべての皆様に心よ り お礼申し 上げ、

発刊のあいさ つと いたし ます。

2023 年 2 月吉日

東温市長  加藤 章
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はじ めに

本報告書は、2022 年度に実施さ れた「 2022 年東温市中小零細企業現状把握調査」 の結果分

析の一部である。 同調査は次のよう な趣旨のも と に実施さ れた。

（ 調査票に添付さ れた調査趣旨）

「 東温市では、 市内事業所の皆様がより 事業を営み易く 、 こ のまちで働く こ と を誇り に思え

るよう なまちづく り 、のちの世代にも こ のまちで事業をずっ と 続けて欲し いと 心から 思えるよ

う なまちづく り のため、 平成 25 年に『 東温市中小零細企業振興基本条例』 を制定し 、 支援の

取り 組みを進めて参り まし た。

こ の度新型コ ロナウイ ルス感染症の影響などにより 、 社会情勢が大き く 変化する中で、 条例

に基づく 振興施策を更に推進するために平成 28 年度以来 6 年ぶり に本調査を実施するこ と に

なり まし た。」

調査趣旨でも 触れら れているよう に、 愛媛県東温市では、 2011 年度に中小企業等現状把握

調査（ 市内全事業所訪問調査） を実施し 、 調査結果を踏まえ、 市内中小零細企業の振興施策充

実のため、 2013 年３ 月に愛媛県の市町で初と なる『 東温市中小零細企業振興基本条例』 を 制

定し た。 また、 条例制定に併せ『 東温市中小零細企業振興円卓会議』 も 設置し 、 市内中小零細

企業振興のため施策検討を行い、 毎年見直し ながら 中小零細企業振興支援策を講じ てき た。

そし て、2011 年調査から ５ 年が経過し た 2016 年に改めて「 中小企業等現状把握調査」 を実

施し 、 施策の効果等の検証を行っ た。 こ の時の報告書で触れたよう に、 施策の効果は順調に上

がっ てきていた。 し かし 、その後、2020 年の春より 新型コ ロナウイ ルス感染症拡大の影響に見

舞われ、 その影響は東温市にも 及び、 2021 年に実施を予定し ていた「 中小零細企業現状把握

調査」 については延期を余儀なく さ れ、2022 年に改めて訪問調査と し て実施するこ と になっ た。

当初、 順調に実査が進むかと 思われたが、 調査期間の 2022 年 6 月～ 7 月に東温市内でも 再

び感染の拡大が進み、 第 7 波に入る中での調査と なっ た。 そのため、 対面で事業が行われる小

売業などでは訪問がかなわず、 回答そのも のが得ら れないと いう 状況が生まれ、 回答数と し て

は 2011 年調査、 2016 年調査に比べ大き く 後退すると こ ろ と なっ た。

と はいえ、 こ の困難期を経て今後の東温市経済を考えると き 、 本調査結果が十分踏まえら れ

なければなら ない。

そう し た模索を込めて本調査の結果をと ら えていただきたい。

報告書の構成は以下のと おり である。 今回の調査の回答状況、 市内事業所の経営、 施策の利

用状況、 事業力・ 経営力の強化の課題、 人材育成力の強化の課題、 将来見通し と 課題状況、 市

内事業所の企業連携、 社会連携、 東温市への施策の希望と 事業者の声、 調査の状況と 調査票で

ある。 また、 巻末に単純集計結果を収録し た。
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第 1 節／コ ロナ禍で回答事業所数が大幅に減少

新型コ ロナウイルス感染症の拡大で、東温市内の事業所も 大きく 影響を受けた。 それは何より

も 、 2016 年の調査に比べ、 回答数が大きく 減少し たと こ ろに表れている。 その原因は、 売上減

少事業所が大きく 増えたこ と による。 利益の減少は売上高より も 大きく 回答数に影響し ている。

表 1 -1 　 現状把握調査の回答率

2011年調査 2016年調査 2022年調査
⺟集団名簿 1,164 1,233 1,429
有効回答数 858 964 759
回答率％ 73.7 78.2 53.1

出所：「 東温市中小零細企業現状把握調査」 を事業所母集団データ ベースで補完し 、 独自集計し た。 
以降の調査結果に基づく 集計表はすべて同出所に基づく ため、 表記を省く 。

図 1 -1 　 現状把握調査における回答事業所数
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事業所数（ 民営） については、 時点を決めれば、 存続事業所、 新規把握事業所、 休業事業所、

廃業事業所、 移転事業所に分けら れる。 国の事業所母集団データ ベースでは、 事業所名簿につ

いて毎年更新情報を作っ ているが、 休業事業所、 廃業事業所、 移転事業所はなかなか把握でき

　 本章では、 2 0 2 2 年調査で明ら かになっ た回答事業所の置かれた状況につ

いて展望する。 支援施策と の関連で大事なのは、 どのよう なケースで回答数

が大幅に減っ たのかを見ておく こ と である。

｜ 第 1 章 ｜　 　 東温市事業所の回答状況
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ないのが実情である。 表 1-1 にある通り 、 市内事業所の母集団名簿数が増えてき ているが、 こ

れは国の経済センサス調査の精度が高まっ たこ と による。 今回大き く 回答率が落ちたのは、 コ

ロナ禍で回答に応じ ら れないと いう ケースが少なく なかっ た点が大き い。 2011 年の第 1 回調

査から 第 2 回調査にかけて回答数が大き く 伸びていたが、 今回はコ ロナ禍で大き く く じ かれた

形になっ た。

図 1 -2 　 3  年前比売上高変化（ 2 0 1 6  年調査、 2 0 2 2  年調査）
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図 1-2 は、 2016 年調査時点の回答と 比較し たと きの売上高変化（ 3 年前比） の回答割合であ

る。 こ れをさ ら に業種別にみるには、DI 値を使う か帯グラ フ を使う 以外ない。 こ こ では前者に触

れておきたい。

図 1-2 の売上高変化について、「 大幅に増加」「 やや増加」 の回答割合の合計から、「 やや減

少」「 減少」 の回答割合を引いた割合％をと る。 こ れを売上高 DI と 呼ぶ。 図 1-2 のグラ フ と 図

1-3 のグラ フ の売上高部分を比較し ていただきたい。 マイ ナスの数値が大き いほど「 やや減少」

「 減少」 の事業所割合が多く 、 売上高の状況と し て厳し く なっ てく るこ と を意味し ている。

こ れは決し て特殊な指標ではなく 、日本銀行の『 短期経済観測』（ いわゆる短観） でおなじ み

の指標である。 図 1-3 では、利益 DI、業況 DI についても 取っ てある。 2016 年に比べ 2022 年

はいずれの指標も 大き く 落ち込んだ。

図 1 -3 　 3 年前比売上高変化（ 2 0 1 6  年調査、 2 0 2 2  年調査）
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第２ 節／多く の地区で回答事業所数が大幅に減少

東温市では市内の各地域に事業所が分布し ている。 こ れを、 小学校区を参考にし ながら 、 5

つの地区に分けて事業所数を比較し てみた（ 図 1-4）。 地区の細かいく く り については、 図 1-5

を参照し ていただき たい。 拝志・ 上林以外は、 回答数が大き く 減っ ている。 特定の地区だけの

減少と いう こ と ではないが、 減少顕著な北吉井、 南吉井、 川上、 東谷・ 西谷においても 、 そこ

での地区全体が減少と いう こ と ではなく 、 一部地区での減少と なっ ている。

図 1 -4 　 地区別回答事業所数（ 2 0 1 6 年調査、 2 0 2 2 年調査）
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北吉井でと り わけ顕著に減少し ているのは横河原である。 南吉井では見奈良、 川上では南方、

松瀬川である。 また、 東谷・ 西谷では、 則之内乙である。 立地的な特徴がはっ き り と 表われて

いるよう に思われる。

図 1 -5 　 地区別回答事業所数（ 2 0 1 6 年調査、 2 0 2 2 年調査）
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本所・ 本店の所在地について、 2022 年調査では「 回答事業所と 同じ 」 が 474 で、 回答割合

は 62.5％（ 前回にほぼ近い） であっ た。 本所・ 支所の回答の不明分の多く は本所と 考えら れる。

図 1 -6 　 本所・ 本店の所在地（ 2 0 1 6 年調査、 2 0 2 2 年調査）
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図 1 -7 　 市内事業所の本所・ 本店の所在地（ 2 0 2 2 年調査）
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第 3 節／流通・ 商業、 サービス業で回答数が大き く 減少

図 1-8 は、 現状把握調査における回答事業所数を 2011 年、 2016 年、 2022 年で比較し たも

のである。 全体にコ ロナ禍の影響を受けたが、 特に影響が大きかっ た産業は流通・ 商業、 次い

で、 建設業、 サービス業である。 政府の景気刺激策により 2011 年から 2016 年にかけて、 流

通・ 商業の活動が活発になり 、 調査への回答事業所数が大き く 伸びたが、 今回は元に戻っ てい

る。 建設業、 サービス業は、 継続的に減少し てき ている。

図 1 -8 　 現状把握調査における業種別回答事業所数（ 2 0 1 1 年調査、 2 0 1 6 年調査、 2 0 2 2 年調査）
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図 1-9 は、 2016 年と 2022 年の売上高 DI（ 3 年前比） を 業種別に比較し たも のである 。 全

業種で大きく 低下し ている。 数値的に特に大き いのは、 製造業、 サービス業である。 流通・ 商

業は DI 値の低下幅は業種の中で最も 小さ い。 にも かかわら ず、 回答数が激減し たのは、 こ う

し た非常時には調査に応じ ら れなく なる事業所が多いと いう こ と である 。 そこ で、 図 1-10 に

おいて、回答事業所数の変化をも う 少し 細かく 分け 20 業種別にみてみた。 やはり 、小売業、宿

泊・ 飲食、 対個人サービスと いっ た、 消費者対応の事業所が回答できなく なっ てきているこ と

がわかる。 早期に正常な営業に戻れるこ と を願いたい。

図 1 -9 　 業種別売上高 D I の比較（ 2 0 1 6 年調査、 2 0 2 2 年調査）
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図 1 -1 0 　 2 0 業種別回答事業所数（ 2 0 1 6 年調査、 2 0 2 2 年調査）
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第 4 節／小規模で回答数減、 売上高 DI は全規模で低下

図１ -11 は、 正社員規模別にみた回答事業所数である。 一目瞭然なのは、 正社員 1 名規模で

の回答数の減少である。 こ こ には 1 人事業所も 含まれているが、 調査に対応でき なかっ たこ と

がよく わかる。 2 人、 5 ～ 9 人での減少も 目立つ。 また、 図 1-12 で、 同じ く 正社員規模別に売

上高 DI を と っ た。 どの規模も 売上高 DI は低下し たが、 5 人以下の小企業では、 2016 年調査

でマイ ナス側に沈んでいたが、 そこ から さ ら に落ち込むと こ ろと なっ ている。

図 1 -1 1 　 正社員規模別回答事業所数（ 2 0 1 6 年調査、 2 0 2 2 年調査）
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図 1 -1 2 　 正社員規模別売上高 D I（ 2 0 1 6 年調査、 2 0 2 2 年調査）
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第 5 節／個人企業で回答数が大幅に減少

企業形態別に回答事業所数を 比較し たも のが図 1-13 である。 法人化し ていない個人企業は、

小規模企業である場合が多く 、 コ ロナ禍で回答ができ なかっ たケースが多かっ た。 法人企業に

対し て個人企業の回答数が大きく 落ち込んだこ と から も その点はわかる。

図 1 -1 3 　 企業形態別回答事業所数（ 2 0 2 2 年調査）
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図 1 -1 4 　 企業形態別売上高 D I（ 3 年前比）（ 2 0 1 6 年調査、 2 0 2 2 年調査）
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課税売上高が 1,000 万円以下の事業者は、消費税の納税義務が免除さ れる。 そこ で、図 1-15

では、 免税業者であるか課税業者であるかを聞き 、 こ れを企業形態別に見てみた。 個人企業と

法人企業で、 課税、 免税の割合が大きく 逆転し ているこ と がわかる。

図 1 -1 5 　 個人、 法人別にみた課税・ 免税業者の割合（ 2 0 2 2 年調査）
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2023 年 10 月より 導入さ れる「 適格請求書（ イ ンボイ ス）」（ 売手が買手に対し て、正確な適

用税率や消費税額等を明記し た請求書） は国税庁への登録がないと 発行でき ない。 2029 年に

かけて「 適格請求書」 を用いる制度に段階的に移行するこ と が発表さ れている。 一般消費者へ

の販売や免税業者と の取引が中心であれば、 影響は軽微であろう が、 そう でない場合、 取引か

ら 除外さ れる可能性がある。 自社の取引状況を踏まえ、 どのよう に考えるべき か研究し ておく

必要がある。 図 1-16 で、「 わから ない・ 未定」 の回答が多いため、 事業者のイ ンボイ ス番号の

取得に必要な知識の習得についても 支援施策の中で講じ ら れるべき であろ う 。

図 1 -1 6 　 課税、 免税業者別イ ンボイ スへの対応
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■調査より 浮かび上がっ てき た課題

コ ロナ禍の影響で回答事業所数が大幅に減少

・  2016 年調査の回答数 964 に対し て、 2022 年調査の回答数は 759 と 大き く 減少し た。

2019 年の経済センサスと 今回の事業者の母数は大き く 変わっ ていない。 まさ に回答で

きないケースが続出し たのである。

・  調査期間は 2022 年 6 月～ 7 月であり 、 東温市においても 新型コ ロナウイ ルス感染症拡

大の第 7 波にちょ う ど見舞われた時期であっ た。 対面での業務が必要と なる正社員 2 名

以下の事業所、 小売業、 個人企業が大きく 影響を受け、 回答数が減少し た。

変わら ぬ小規模零細性

・  市内事業所を正社員規模で捉えると 、 その小規模零細性は 6 年前と 変わら ない。 引き続

き条例制定の原点に立ち返っ て、 市内事業所の現状把握に努める必要がある。

・  今後にどのよう な展望を抱く こ と ができ ているかが問題である。

本社・ 本店の位置

・  全体では 32.0％、 法人企業では約 41％が市外に本社・ 本店を 構える事業所である。 そ

し て、 法人企業の 17.6％が県外に本社・ 本店を 構えている。 市外・ 県外に本社・ 本店

のある事業所は、 本社・ 本店の意向に左右さ れがちの面があるが、 市内展開の事業所と

し て引き続き 市内経済への貢献が望まれる。

・  市内に本社・ 本店がある事業所は、 地域に根をはる中核事業所と し て市内経済への貢献

が期待さ れ、 中小零細企業振興においてはと り わけサポート の目が向けら れなければな

ら ない。 その意味で本社・ 本店の位置で分けた分析も 求めら れる。

定期的な中小零細企業調査の必要性

・  市で行う 調査の場合、 調査事業者への委託の方法をと ら ざるを得ない。 そう すると 、 ど

う し ても 調査拒否が生まれ、 回答率が低く なる。 一方、 調査拒否が減少するかどう かは、 

中小零細振興の取り 組みが市内事業者の心にどれだけ届く かにも かかっ てく る。 その意

味で、 こ の調査結果から 得ら れる数値自体が目標指標にも なり う る。

イ ンボイ ス制度への対応

・  事業者が消費税の申告の際に仕入れを 控除する 場合、 2023 年から 2029 年まで段階的

に売手が税務署に登録し た「 適格請求書（ イ ンボイ ス）」 を用いる制度に移行する。

・  売上先が一般消費者、 非課税業者のみであればほと んど影響がないかも し れない。 し か

し 、 売上先が現在非課税業者であると し ても、 その非課税業者が今後と も 非課税業者で

あると は限ら ない。

・  こ う し て、 2029 年まで経過措置がある と はいえ、 予断は許さ れない。 非課税業者、 課

税業者と も 、登録すべき か「 わから ない」 の割合が大変高いこ と が、強い懸念材料である。

何ら かの支援施策が求めら れると こ ろ と なっ ている。
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第 1 節／市内事業所の売上高、 利益、 業況

本節では、 市内事業所の売上、 利益、 業況について業種別（ 4 業種）、 正社員数規模別（ 4 区

分） に分析する。 またコ ロナ禍での状況を知るために、 前回調査（ 2016 年） の結果も 併せて

掲載し 比較する。

図 2 -1 　 東温市内事業所の業種、 正社員規模別売上高の変化
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図 2-1 は、 業種および正社員規模別に、 3 年前（ コ ロナ前） から の売上の変化を まと めたも

のである。 2016 年と 2022 年の「 全体」 を比較すると 、 2022 年には「 やや増加」 の割合が減

少する一方、「 やや減少」、「 大幅に減少」 の割合が増加し 、 前回調査と 比較し て全体的に売上が

　 本章では市内事業所の経営状態について整理する。 売上高や利益、 資金繰

り の状況等について、 新型コ ロナウイ ルス感染症の拡大前後の比較を通じ て、

コ ロナ禍での市内事業所の経営状態なら びに市内事業所の抱える経営上の問

題点を把握する。

感染症拡大に影響さ れた
市内事業所の経営

｜ 第 2 章 ｜
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減少し ている。 業種別に見ると 、 特に「 サービス業」 で厳し い結果と なっ ている。 図 2-1 には

掲載し ていないが、 新型コ ロナウイ ルス感染症拡大の影響が大き いと 考えら れる「 宿泊、 飲食

業」 では「 大幅に減少」 の割合が 54.4% 、「 生活関連サービス、 娯楽業」 では 47.6% であっ た。

正社員規模別では、規模の拡大に伴っ て「 やや増加」 の割合が高く なり 、「 大幅に減少」 の割合

が低下する傾向にある。

図 2 -2 　 東温市内事業所の業種、 正社員規模別利益の変化
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図 2-2 は、 図 2-1 と 同様の集計を「 利益」 について、 図 2-3 は「 業況」 について行っ たも の

である。

利益の状況は売上と 比較し てより 厳し い状況にある。 業種別、 正社員規模別のいずれにおい

ても 、 利益の「 大幅に増加」 および「 やや増加」 の割合は売上のそれより も 小さ く 、 利益の変

化は、売上の変化以上に厳し い状況にある。 こ の傾向は 2016 年調査でも 同様に確認さ れる。 売

上と 利益の変化の関係については、 後掲の表 2-2 でより 詳細に分析し ている。

業況は、 利益の変化より も さ ら に厳し い状況にある 。 業況が「 良い」 あるいは「 やや良い」

と 回答し た事業所は全体で 10% に満たず、「 やや悪い」 あるいは「 悪い」 と 回答し た事業所は

50% を超える。 2016 年では、 前者はおよそ 15% 、 後者は 40% 弱であっ たこ と から 、 2016 年

と 比較し た 2022 年の業況判断は明ら かに悪化し ている。「 サービス業」 や正社員数「 2 人以下」

の小規模な事業所で特に業況判断の悪い状態が見ら れる。



0 1 7

第
１
章

第
２
章

東
温
市
事
業
所
の
回
答
状
況

感
染
症
拡
大
に
影
響
さ
れ

た
市
内
事
業
所
の
経
営

第
３
章

コ
ロ
ナ
禍
の
支
援
施
策
の

利
用
状
況

第
4
章

事
業
力
・
経
営
力
の
強
化

第
5
章

人
材
育
成
力
の
強
化

図 2 -3 　 東温市内事業所の業種、 正社員規模別の業況
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表 2 -1 　 売上、 利益、 業況の前回調査（ 2 0 1 6 年） から の変化

大幅に増加 やや増加 横ばい やや減少 大幅に減少 新設
2016年 3.3 20.3 29.2 25.3 18.5 3.3
2022年 1.8 13.4 24.8 31.7 27 1.3
2022→2016変化 ▲ 1.5 ▲ 6.9 ▲ 4.4 6.4 8.5 ▲ 2.0
2016年 2.5 18.5 28.1 26.9 20.7 3.3
2022年 1.2 11.3 25.4 30.1 30.6 1.3
2022→2016変化 ▲ 1.3 ▲ 7.2 ▲ 2.7 3.2 9.9 ▲ 2.0

良い やや良い 普通 やや悪い 悪い
2016年 6.1 9.4 45.7 23.6 15.2
2022年 2.2 6.7 38.7 32.9 19.6
2022→2016変化 ▲ 3.9 ▲ 2.7 ▲ 7.0 9.3 4.4

売上

利益

業況

表 2-1 は、 売上、 利益、 業況の回答割合について、 2022 年と 2016 年を比較し たも のである。

売上や利益の増加、 あるいは業況が良いと の回答割合が低下するだけでなく 、 横ばい、 あるい

は普通と の回答割合も 低下し 、 減少あるいは悪いと の回答割合が上昇し ている。
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表 2 -2 　 売上高変化と 利益変化の関係

大幅に増加 やや増加 横ばい やや減少 大幅に減少 新設
大幅に増加 61.5 23.1 7.7 7.7 0 0
やや増加 0 64.1 18.5 15.2 2.2 0
横ばい 0 3.1 85.3 8.6 3.1 0

やや減少 0 3.3 5.1 76.2 15.4 0
大幅に減少 0 1.1 1.1 5.1 92.7 0

新設 0 0 0 0 0 100

利 益

売
上

表 2-2 は、 3 年前と 比較し た売上の変化と 利益の変化について、 その組合せを 一覧にし たも

のである。 対角線上は売上と 利益の変化が同様の傾向にあっ た事業所の割合である。 対角線の

右上は、 売上の変化に対し て利益の変化の状況が悪いこ と を、 対角線の左下は売上の変化に対

し て利益の変化の状況が良いこ と をそれぞれ表し ている。

売上の変化より も 利益の変化の状況が悪い事業所（ 対角線の右上） は、 その反対（ 対角線の

左下） の事業所より 多い。 売上と 比較し て、 利益の状況がより 深刻な状況にあるこ と が確認で

き る。

第 2 節／得意先・ 仕入先の状況

本節では、 市内事業所の得意先と 仕入先の状況から 市内事業所の地域間の取引状況を見る。

図 2 -4 　 得意先・ 仕入先の状況（ 1 位）

48.5

12.1

35.3

55.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

得意先・販売先第1位

仕入先・外注先第1位

東温市 松山市 近隣市町 その他の県内市町 県外 海外

図 2-4 は、 市内事業所の「 得意先・ 販売先」 と 「 仕入先・ 外注先」 の第 1 位の割合を示し て

いる。 得意先・ 販売先は東温市が最も 多く 、 松山市と 合わせて 80% を超える。 仕入先・ 外注先

では、 得意先・ 販売先と 比較し て東温市の割合が低下し 、 松山市と 県外の割合が高く なっ てい

る。 松山市を中心と し た東温市外から の仕入れ、 東温市内での販売を行う と いう 取引関係が確

認でき る。 取引における単価等のデータ はないも のの、 東温市と いう 単位で資金の流れを考え

ると 、 流出超過と なっ ていると 考えら れる。
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図 2 -5 　 業種別得意先・ 仕入先（ 1 位）
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図 2-5 は、 得意先・ 販売先と 仕入先・ 外注先を業種別に集計し たも ので、 業種による違いが

見ら れる。 建設業では仕入先・ 外注先でも 、 東温市と 松山市で 80％を超えている。 サービス業

では特に、 得意先・ 販売先が東温市、 仕入先・ 外注先が東温市外と いう 傾向が強い。

図 2 -6 　 正社員規模別得意先・ 仕入先の状況（ 1 位）
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図 2-6 は、 得意先・ 販売先と 仕入先・ 外注先を正社員規模別に集計し たも のである。 正社員

規模別では、 仕入先・ 外注先にそれほど大きな違いは見ら れないが、 得意先・ 販売先では規模

の大き い事業所ほど東温市の割合が低下し 、県外の割合が高く なる傾向がみら れる。 51 人以上

の事業所では得意先・ 販売先、 仕入先・ 外注先と も に県外の割合が高く なる。
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図 2 -7 　 売上変化別得意先・ 仕入先の状況（ 1 位）
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図 2-7 は、 得意先・ 販売先と 仕入先・ 外注先を売上高の変化別に集計し たも のである。 売上

高の変化が好調な事業所ほど、 得意先・ 販売先では東温市の割合が低下し 、 仕入先・ 外注先で

は県外の割合が高く なる傾向がみら れる。 第 1 節に示し たよう に、 規模の大き なと こ ろ ほど売

上高の状況が良い傾向にある点に留意する必要があるが、 県外から の仕入れと 東温市内での販

売と いう 取引形態は、 売上高の状況にかかわら ず、 広く 浸透し ているよう である。 なお、「 大幅

に増加」 と 「 新設」 は事業所数が少ない（ 大幅に増加は 13（ 得意先回答）、または 12（ 仕入先

回答） 事業所、 新設は 7 事業所） 点に留意が必要である。 本所、 支所で区別し た場合も ほと ん

ど差は見ら れなかっ た。



0 2 1

第
１
章

第
２
章

東
温
市
事
業
所
の
回
答
状
況

感
染
症
拡
大
に
影
響
さ
れ

た
市
内
事
業
所
の
経
営

第
３
章

コ
ロ
ナ
禍
の
支
援
施
策
の

利
用
状
況

第
4
章

事
業
力
・
経
営
力
の
強
化

第
5
章

人
材
育
成
力
の
強
化

第 3 節／資金繰り 、 人手の過不足

本節では、 新型コ ロナウイ ルス感染症拡大前後の比較を中心に、 市内事業所の資金繰り と 人

手の過不足についてまと める。

図 2 -8 　 2 0 1 6 年調査、 および感染症拡大前後の資金繰り の比較
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図 2-8 は、 2016 年、および 2022 年における感染症拡大前後の資金繰り の状況を示し ている。

2022 年の感染症拡大前は 2016 年と 比較し て「 順調」 と 回答し た事業所の割合は低下し ている

が、 他方で「 窮屈」 と 回答し た事業所の割合も 低下し 、「 どちら と も いえない」 の割合が高く

なっ ている。 感染症拡大前の時点では、 2016 年と 比較し て全体的な資金繰り の悪化は見ら れ

ない。

感染症拡大後には、 2016 年および感染症拡大前と 比較し て、「 順調」 と 「 やや順調」 の割合

が低下し 、「 やや窮屈」 と 「 窮屈」 の割合が高く なっ ている。 特に、「 窮屈」 の割合の増加率が

大きい。

表 2 -3 　 感染症拡大前後資金繰り の比較（ 拡大後－拡大前）

順調 やや順調 どちらともいえない やや窮屈 窮屈
製造業（農林業含む） ▲ 6.1 ▲ 8.0 ▲ 5.3 9.8 9.7
建設業 ▲ 1.4 ▲ 6.9 ▲ 6.9 8.3 6.9
流通・商業 ▲ 2.4 ▲ 5.2 ▲ 8.4 3.7 12.3
サービス業 ▲ 5.2 ▲ 10.5 ▲ 5.0 6.4 14.3
2人以下 ▲ 2.8 ▲ 11.6 ▲ 8.0 7.4 15.1
3-10人 ▲ 5.3 ▲ 3.5 ▲ 7.1 4.8 11.1
11-50人 ▲ 3.0 ▲ 7.1 1.0 4.0 5.1
51人- ▲ 13.3 ▲ 10.0 0.0 20.0 3.3

業種別

正社員規
模別
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表 2-3 は、資金繰り の状況について感染症拡大前後の回答割合の差（ 感染症拡大後－拡大前）

を取るこ と で、 感染症拡大による資金繰り への影響を業種別、 正社員規模別に一覧にし たも の

である。 感染症拡大による資金繰り の悪化が確認でき る。

図 2 -9 　 2 0 1 6 年調査、 および感染症拡大前後の人手過不足の比較
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感染症拡大後

過剰 やや過剰 適正 やや不足 不足

図 2-9 は、 2016 年、および 2022 年における感染症拡大前後の人手過不足の状況を示し てい

る。 3 つの時点の比較から は人手過不足の状況に大き な変化は見ら れないも のの、 いずれの時

点でも 40% 弱が「 やや不足」 または「 不足」 と 回答し ている。「 適正」 が最も 多いも のの、 慢

性的な人手不足にあるこ と が確認でき る。

表 2 -4 　 感染症拡大前後の人手過不足の比較（ 拡大後－拡大前）

過剰 やや過剰 適正 やや不足 不足
製造業（農林業含む） 2.2 2.2 ▲ 7.5 ▲ 3.2 6.5
建設業 0.0 0.0 4.3 ▲ 15.9 11.6
流通・商業 0.0 2.3 ▲ 8.2 2.6 3.3
サービス業 0.3 3.6 ▲ 9.2 0.3 4.9
2人以下 0.7 1.7 ▲ 5.9 ▲ 0.3 3.7
3-10人 0.4 3.8 ▲ 7.3 ▲ 2.0 5.1
11-50人 0.0 1.9 ▲ 9.7 ▲ 2.9 10.7
51人- 0.0 10.0 ▲ 6.7 ▲ 10.0 6.7

正社員規
模別

業種別

表 2-4 は、 感染症拡大前後の人手の過不足について感染症拡大前後の回答割合の差（ 感染症

拡大後－拡大前） を取るこ と で、 感染症拡大による資金繰り への影響を業種別、 正社員規模別

に比較し て一覧にし たも のである。 感染症拡大による影響はやや二極化し ている様子が見ら れ

る。「 適正」 や「 やや不足」 の割合が低下し ている一方で、「 やや過剰」 の割合が若干高く なり 、

「 不足」 の割合が大き く 上昇し ている。
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表 2 -5 　 売上高変化別の感染症拡大前後の資金繰り の比較（ 拡大後－拡大前）

順調 やや順調 どちらとも
いえない

やや窮屈 窮屈

大幅に増加 7.7 7.7 ▲ 15.4 0 0
やや増加 ▲ 1.1 ▲ 2.1 ▲ 2.1 4.3 1.1
横ばい ▲ 0.8 ▲ 2.7 ▲ 2.1 3.2 2.5
やや減少 ▲ 7.2 ▲ 4.5 ▲ 4.1 10.3 5.6
大幅に減少 ▲ 6.0 ▲ 21.9 ▲ 14.0 4.4 37.6
カッコ内は実数 （▲11） （▲40） （▲26） （7） （67）
新設 0 0 ▲ 11.1 11.1 0

表 2-5 は、 感染症拡大前後の差を取るこ と で， 感染症拡大前後の資金繰り について売上高変

化別に比較し たも のである。 売上高が「 大幅に減少」 と 回答し た事業所では、 資金繰り が「 窮

屈」 であると の回答が急増し ている。

第 4 節／経営上の問題点

本節では、 市内事業所の抱える経営上の問題点についてまと める。 回答割合が高かっ た項目

から 、 各分類別に特徴的な変化があっ たも のを抽出し て分析する。

図 2 -1 0 　 経営上の問題点（ 上位 8 項目）
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図 2-10 は経営上の問題点について、 回答割合が高い順に、 回答割合が 20% 超のも のを 8 つ

掲載し ている。「 原材料・ 仕入れ単価の上昇」 は 50% を超えている。
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図 2 -1 1 　 業種別経営上の問題点
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図 2 -1 2 　 正社員規模別経営上の問題点
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図 2-11、 図 2-12 はそれぞれ業種別、 正社員規模別に経営上の問題点と し て特徴的な傾向が

見ら れる項目をまと めたも のである。

業種別に見ると 、「 製造業」 や「 建設業」 では、「 原材料・ 仕入単価の上昇」 や「 熟練技術者・

専門知識を持つ人材の確保難」 の割合が相対的に高い。「 設備の老朽化」 は特に「 製造業」 での

回答割合が高く 、「 販売量の減少」 は、「 流通・ 商業」 や「 サービス業」 における回答割合が高

い。

正社員規模別にみると 、 小規模な事業所ほど「 販売量の減少」 を選択する割合が高く 、 大規

模な事業所では「 従業員の不足」 や「 人件費の増加」 が大き な問題と し て認識さ れている。

図 2 -1 3 　 売上高変化別経営上の問題点
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図 2-13 は、 売上高の変化別に経営上の問題点を比較し たも のである。 売上高が「 やや減少」

あるいは「 大幅に減少」 と 回答し た事業所では、「 需要の停滞・ 減少、 市場規模の縮小」 や「 販

売量の減少」 の回答割合が高い。「 同業他社と の競争激化」 は、売上高の状況が良い事業所の回

答割合の方が高く 、「 人件費の増加」 は売上高の状況が悪く なるほど回答割合が低く なっ ている。
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図 2 -1 4 　 資金繰り の状況別に見た経営上の問題点（ 感染症拡大前後の比較）
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図 2-14 は、 資金繰り の状況別に経営上の問題点をまと め、 こ れを 感染症拡大前後で比較し

たも のである。 資金繰り の状況は、 感染症拡大前後の回答でそれぞれ分類し ている。 感染症拡

大前後を比較すると 、 拡大前では資金繰り の状況によっ て経営上の問題点に違いが見ら れたが、

拡大後はこ う し た違いが縮小する傾向が見ら れる。 感染症の拡大が、 ある意味で経営上の問題

点を共通化さ せた、 あるいは共通の大き な問題をも たら し たと みるこ と ができ る。

資金繰り が「 窮屈」 と 回答し た事業所は、「 原材料・ 仕入単価の上昇」 や「 販売量の減少」 の

回答割合が高く なっ ている。「 販売量の減少」 は、感染症拡大前の方が資金繰り の状況による差

が大き かっ たため、「 販売量の減少」 は、資金繰り の状況が比較的順調であっ た事業所にも 大き

な問題と し て影響を与えたと 考えら れる。
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■調査より 浮かび上がっ てき た課題

新型コ ロナウイ ルス感染症拡大による影響

・  売上高、 利益、 業況の状況は前回調査と 比較し ていずれも 悪化し ている。 また、 売上高

→利益→業況の順に状況は悪化し ており 、 売上高の変化以上に利益の変化が厳し く 、 利

益の変化以上に経営者の業況判断が厳し く なっ ている。 業種別では、 感染症拡大の影響

が大きかっ たと 言われる「 宿泊、飲食業」 や「 生活関連サービス、娯楽業」 を含む「 サー

ビス業」 で特に厳し い状況が見ら れた。 正社員規模別では、 規模の小さ い事業所ほど厳

し い状況にある。

・  人手の過不足については、 2016 年調査、 感染症拡大前後を 比較し ても 、 慢性的な人手

不足の状態にあるこ と が確認さ れた。「 適正」 と の回答が最も 多いも のの、「 適正」 以外

では「 過剰」 や「 やや過剰」 の回答はほと んど見ら れず、多く は「 やや不足」 あるいは「 不

足」 と 回答し ている。 感染症の拡大は、基本的には「 不足」 と の回答を増加さ せたが、「 や

や過剰」 と の回答も 多少増加さ せると いう 、 人手の過不足状況の二極化をも たら し た。

・  資金繰り は、 感染症の拡大によっ て全体的に悪化し た。「 順調」 や「 やや順調」 の割合

が低下し 、「 やや窮屈」 や「 窮屈」 の割合が上昇し た。 こ う し た傾向は、 業種や正社員

規模による違いがあまり 見ら れず、 概ね共通し ている。

事業所の地域的な取引関係

・  「 得意先・ 販売先」 および「 仕入先・ 外注先」 によ っ て市内事業所の地域的な取引関係

を 見ると 、「 得意先・ 販売先」 では「 東温市」 の割合が最も 高く 、「 松山市」 と 合わせて

80% 以上を 占める。「 仕入先・ 外注先」 では、「 得意先・ 販売先」 と 比較し て「 東温市」

の割合が低下し 「 松山市」 や「 県外」 の割合が高く なる。 東温市外から 仕入れ、 市内で

販売すると いう 取引関係が広く 浸透し ているこ と が分かる。 調査の結果から は、 得意先

も 仕入先も 市外の割合が大き い事業所の方が、 相対的に若干経営状況の良い傾向が見ら

れるが、 その差は大き く ない。

事業所の抱える経営上の問題点

・  経営上の問題点には、 業種別、 規模別、 感染症拡大前後で違いが見ら れる。 業種別に経

営上の問題点を見ると 、「 製造業」 や「 建設業」 では「 原材料・ 仕入単価の上昇」 や「 熟

練技術者・ 専門知識を 持つ人材の確保難」 が、「 サービス業」 では「 販売量の減少」 が

問題点と し て認識さ れている。 正社員規模別では、小規模な事業所では「 販売量の減少」

が、 規模が大き く なると 「 従業員の不足」 や「 人件費の増加」 が問題点と し て認識さ れ

ている。 売上高の状況が悪い事業所では「 販売量の減少」 が特に大き な問題と し て認識

さ れている。 資金繰り の状況別に感染症拡大前後の問題点を比較すると、 感染症拡大後

では資金繰り の状況による問題点の認識の違いが縮小し、 資金繰り に比較的余裕のある

事業所でも 「 需要の停滞・ 減少、市場規模の縮小」 や「 販売量の減少」 の割合が高く なっ

ている。
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第 1 節／振興基本条例の認知度

2013 年 4 月 1 日より 、 東温市中小零細企業振興基本条例（ 以下、「 振興基本条例」 と いう ）

が施行さ れた。 振興基本条例は、 中小零細企業を地域経済活性化の原動力と 位置づけ、 中小零

細企業振興の推進は、 ①国、 県、 事業者、 経済団体、 学校、 金融機関及び市民と の連携・ 協力

の推進、 ②中小零細企業による地域の経済活動の活性化、 ③中小零細企業者の自主的な努力及

び創意工夫を尊重、 ④市内の頑張る中小零細企業者の支援、 ⑤地域社会と 共生し 続ける存在と

し ての中小企業と いう 認識の向上の５ つに基づく こ と を基本理念と し て定めている。 事業者は、

振興基本条例の理念及び事業者と し ての役割をよく 理解し 、市や経済団体、学校、金融機関、市

民による協力及び支援の中で成長し ていく こ と が求めら れる。

2016 年東温市中小零細企業現状把握調査の結果を受け、『 東温市中小零細企業振興「 行動指

針」』（ 以下、「 行動指針」 と いう 。） が制定さ れた。 同指針では、 振興基本条例の条文を読んだ

事業所の割合を 5％から 20％まで上昇さ せるこ と が目標と さ れた。 図 3-1 は、振興基本条例の

認知度について 2022 年と 2016 年の結果を比較し たも のである。「 条文を読んでおり 知っ てい

る」 と 回答し た事業所の割合は 2016 年の 5.2％から 6.6％に上昇し たも のの、目標と する 20％

には及ばず、 引き 続き振興条例の認知の向上は重要な課題である。

図 3 -1 　 2 0 2 2 年と 2 0 1 6 年の振興基本条例の認知
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　 第 1 節では、「 東温市中小零細企業振興基本条例」 の認知について、 現状

と その課題を分析し 、 認知度向上には何が必要かを考えていく 。 第 2 節及び

第 3 節では、 東温市の支援施策の利用状況と その認識媒体について分析し 、

新型コ ロナウイ ルス感染症拡大下における役割を考える。 第 4 節及び第 5 節

では国・ 県の支援施策の利用状況と その認識媒体を分析し 、 市の支援施策と

の関係を分析する。 最後に今後の課題についてまと める。

｜ 第 3 章 ｜　 コ ロナ禍の支援施策の利用状況
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市内の事業所には振興基本条例の内容を理解し 、 事業者と し ての役割を担う こ と が求めら れ

るが、 どのよう な事業所が振興基本条例を認知し ていないのだろ う か。 正社員の規模別に振興

基本条例の認知度をみると 、 規模の小さ い事業所ほど「 知ら ない」 と 回答し た割合が多い（ 図

3-2）。 個人と 法人の別にみると 、 個人企業で「 知ら ない」 と 回答し た事業所が多い（ 図 3-3）。

振興基本条例は中小零細企業を重要な存在と し て位置づけているが、 今回の調査結果から 、 比

較的に小規模な事業所の認知が進んでいないこ と がわかっ た。

図 3 -2 　 正社員規模別の振興基本条例の認知度
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図 3 -3 　 個人・ 法人別の振興基本条例の認知度
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次に、 行動指針の目標と し て掲げら れる、「 3 年前と 比べた利益変化」、「 経営指針・ 経営計

画」、及び「 人材育成」 について、 振興基本条例の関係をみる。 表 3-1 は、 振興基本条例の認知

別にみた利益変化の割合を示し たも のである。 また、「 大幅に増加」「 やや増加」 の回答割合か

ら 、「 やや減少」「 減少」 の回答割合を引き 、 DI 値を算出し た。「 条文を知っ ている」 と 回答し

た事業所の DI 値が -39.9％ pt と なり 、「 知ら ない」 と 回答し た事業所の -44.9％ pt に対し て改

善がみら れた。 こ の結果から 、 振興基本条例を認知し ている事業所は、 コ ロナ禍においても 利

益を大き く 減少さ せず事業を継続し ているこ と がわかる。

表 3 -1 　 振興基本条例の認知別の 3 年前と 比べた利益の変化と D I 

大幅に増加 やや増加 横ばい やや減少 大幅に減少
知っている         183 0.5% 12.6% 23.0% 25.1% 27.9% -39.9%pt
知らない         512 1.2% 9.8% 23.8% 29.1% 26.8% -44.9%pt

振興基本条
例の認識

DI値事業所数 3年前と比べた利益変化
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図 3-4 は振興基本条例の認知別にみた、 経営指針・ 経営計画を持つ事業所の割合である。 振

興基本条例を認知し ている事業所は、 経営理念を外部に発信し 、 中長期の経営計画、 毎年の経

営計画等を作成し ている割合が高い。 図 3-5 は、 振興基本条例の認知別にみた、 人材育成の仕

組み・ マニュ アルを持つ事業所の割合、 及び研修を実施する事業所の割合である。 振興基本条

例を認知し ている事業所は、 人材育成の仕組みを持ち、 研修等を実施し ている割合が高い。 上

記の結果より 、 振興基本条例の認知と 、 行動指針の数値目標に掲げら れた「 経営理念の外部発

信」、「 中長期の経営方針」、「 経営計画の作成」 及び「 人材育成のマニュ アルや仕組み」、「 研修

の実施」 には関係があるこ と がわかる。 こ の結果は、 振興基本条例の周知の重要性を再度示唆

し ている。

図 3 -4 　 振興基本条例の認知と 経営指針・ 経営計画の有無
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①経営理念の外部公開を
行っているか

②中⻑期経営⽅針を持って
いるか

③上記計画のコロナによる
変更・修正を行ったか

④毎年の経営計画を作成し
ているか

⑤経営の勉強会参加を希望
するか

（ 注） 振興基本条例の認知別の経営指針・ 経営計画の有無の割合。 例えば、 振興基本条例を 知っ ている（「 条文を 読んでお

り 知っ ている 」 または「 条文は読んでいないが制定さ れたこ と は知っ ている 」） と 回答し た事業所のう ち、 39％は「 経

営理念の外部公開を行っ ている 」 と 回答し た。

図 3 -5 　 振興基本条例の認知と 人材育成の仕組み・ マニュ アル及び研修の有無
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第 1 節の最後に、 振興基本条例の認知の向上には何が必要かを考える。 図 3-6 は、 小学校区

を参考に地域区分ごと に、振興基本条例の認知をみたも のである。 振興基本条例を「 知ら ない」

と 回答し た事業所は、 南吉井小学校区でも っ と も 多く 、 200 事業所であっ た。 同地域には、 事

業所が集積し ており 、 振興基本条例を認知し ていない事業所が多く 存在する。 南吉井小学校区

は、 振興基本条例の認知向上に向けた重点地域と なるこ と が予想さ れる。

図 3-7 は商工会や法人会などの、「 他企業や異業種と の連携を図るための会やグループ」 に参

加し ている事業所別にみた、 振興基本条例の認知割合である。 社会連携を図るグループに参加

し ている事業所は、「 条文を読んでおり 知っ ている」 と 回答し た事業所が 15％であり 、 参加し

ていない事業所の 3％に比べ高く 、 また、「 知ら ない」 と 回答し た事業所も 55％であり 、 参加

し ていない事業所の 82％に比べ低い結果と なっ た。 社会連携を 図る グループに参加し、 他企

業・ 異業種と ネッ ト ワーク を形成する事業所は、 振興基本条例を認知し ている傾向がある。 中

小零細企業には社会連携を図るグループに積極的に参加し 、 情報交換、 異業種交流などのネッ

ト ワーク を形成する取り 組みが求めら れる。 行政には中小零細企業が孤立し ないよう な体制づ

く り が求めら れる。

図 3 -6 　 地域区分ごと の振興基本条例の認知（ 事業所数）

14 17 9 629 58 10 30 10
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129

43
0

50

100

150

200

250

北吉井 南吉井 拝志・上林 川上 東⾕・⻄⾕

条文を読んでおり知っている 条文は読んでいないが制定されたことは知っている 知らない

図 3 -7 　 他企業・ 異業種間と の連携を図るグループへの参加と 振興基本条例の認知
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第 2 節／市の支援施策の利用状況

市の中小零細企業支援施策の利用状況は図 3-8 のと おり である。「 ②中小企業振興資金融資・

利子補給」 を利用し た事業所が最も 多く 19％、次いで「 ③中小企業金融制度資金利子補給」 を

利用し た事業所が 16％であっ た。「 知ら ない」 と 回答し た事業所が、 どの施策についても 過半

数を占めており 、 施策の認知が進んでいないと いう 状況が伺える。

図 3 -8 　 市の支援施策の利用状況

9%

19%

16%

3%

2%

30%

25%

26%

26%

20%

61%

57%

58%

71%

78%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①まるごと応援補助金
②中小企業振興資金融資・利子補給

③中小企業金融制度資金利子補給
④雇用対策支援

⑤SAKURA select 創出事業

利用した 知っているが利用していない 知らない

表 3-2 は、 図 3-8 の市の支援施策について、 事業所を「 少なく と も １ つは受けた」、「 いずれ

も 受けていない」、「 いずれも 知ら ない」 にそれぞれ整理し たも のである。 また、 本所・ 本店の

住所別に市の施策の利用状況をみている。「 全体」 でみると 、市の支援施策を「 少なく と も １ つ

受けた」 事業所は 173、「 いずれも 受けていない」 事業所は 186、「 いずれも 知ら ない」 事業所

は 291 存在する。 それら の多く が、 本社・ 本店の住所が回答事業所と 同じ である。 図 3-9 は、

表 3-2 を割合でみたも のである 。 市の各施策を 「 少なく と も １ つ受けた」 事業所は 27％、「 い

ずれも 受けていない」 事業所は 29％であるが、「 いずれも 知ら ない」 と 回答し た事業所は 45％

であっ た。 集計を「 本社・ 本店の住所が回答事業所と 同じ 」 に限定すると 、「 少なく と も １ つ受

けた」 事業所は 34％、「 いずれも 受けていない」 事業所は 26％であるが、「 知ら ない」 と 回答

し た事業所は 39％と 、施策の認知及び利用が増加するも のの、市の施策を認知し ていない事業

所が一定割合存在するこ と がわかる。

表 3 -2 　 市の支援施策の利用状況（ 本社・ 本店の住所別）

全体 ①少なくとも一つ受けた ②いずれも受けていない ③いずれも知らない

全体 650                          173 186 291
回答事業所と同じ（本社・本店の住所） 443                          152 117 174
回答事業所と異なる（本社・本店の住所） 207 21 69 117

市の施策利用状況

（ 注）「 ①少なく と も 一つ受けた」 と は、 図 3-8 施策のう ち、 少なく と も 一つは「 利用し た」 と 回答し た事業所。「 ②いず

れも 受けていない」 と は、同図 3-8 施策のう ち少なく と も 一つは「 知っ ているが利用し ていない」 と 回答し た事業所（ ①

は除く ）。「 ③いずれも 知ら ない」と は、同図 3-8 施策のう ち少なく と も 一つは「 知ら ない」と 回答し た事業所（ ①、②除く ）。
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図 3 -9 　 市の支援施策の利用状況（ 本社・ 本店の住所別）
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①少なくとも一つ受けた ②いずれも受けていない ③いずれも知らない

図 3-10 は、「 3 年前と 比べた利益変化」 と 市の支援施策の利用状況の関係についてみたも の

である。 利益が減少し ている事業所ほど、 市の支援施策を利用する傾向がみら れる。 こ の結果

から 、 コ ロナ禍において売上または利益が減少し た事業所が、 市の支援施策を利用するこ と に

より 存続し た可能性を示し ている 。 し かし 、 利益が「 やや減少」 し た事業所では 45％（ 88 事

業所） が市の支援施策を「 いずれも 知ら ない」、 利益が「 大幅減少」 し た事業所では 35％（ 63

事業所） が市の支援施策を「 いずれも 知ら ない」 と 回答し ている。

図 3 -1 0 　 3 年前と 比べた利益の変化と 市の支援施策の利用状況

20%
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28%

36%

30%

30%
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45%

35%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

大幅に増加・やや増加
横ばい

やや減少
大幅に減少

①少なくとも一つ受けた ②いずれも受けていない ③いずれも知らない

図 3-11 は、 正社員規模別に市の施策の利用状況をみたも のである 。 3-10 人事業所で最も 利

用割合が高く 、 0-2 人事業所で最も 利用割合が低いも のの、 正社員規模と 市の施策の利用に明

確な関係はみら れなかっ た。

図 3 -1 1 　 正社員規模別の市の支援施策の利用状況
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①少なくとも一つ受けた ②いずれも受けていない ③いずれも知らない
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図 3-12 は、業種別に市の施策の利用状況をみたも のである。「 製造業（ 農林業含む）」 と 「 建

設業」 では利用割合が高く 、「 流通・ 商業」 と 「 サービス業」 では利用割合が低い。 また、「 流

通・ 商業」 と 「 サービス業」 では、 市の支援施策を「 いずれも 知ら ない」 と 回答し た事業所の

割合がそれぞれ 54％、 46％と なり 、 その他の業種に比べ高い割合であっ た。

図 3 -1 2 　 業種別の市の支援施策の利用状況
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①少なくとも一つ受けた ②いずれも受けていない ③いずれも知らない

第 3 節／市の支援施策の利用に関する認識媒体

表 3-3 は、事業所がどのよう 媒体で支援施策を認知し たかを示す。 事業所の回答のう ち、「 広

報誌」 が最も 多く （ 152 事業所）、次いで「 支援機関」 が多かっ た（ 101 事業所）。「 その他」 の

自由記述欄で、「 商工会」 と 回答し た事業所も 約 20 程度みら れた。

表 3 -3 　 市の施策の何で知っ たか （ 回答事業所数）

広報誌 会報誌 新聞 広告 HP SNS 支援機関 友人・知人等 その他
152 62 7 21 28 3 101 26 112

図 3-13 によると 、 商工会や法人会などの、 社会連携を 図るグループに参加し ている事業所

は、市の支援施策を「 少なく と も 一つ受けた」 と 回答し た割合が 41％と なり 、参加し ていない

事業所の 21％より も 高い結果と なっ た。 また、社会連携を図るグループに参加し ている事業所

は、「 いずれも 知ら ない」 と 回答し た割合が 29％と なり 、参加し ていない事業所の 52％より も

低い結果と なっ た。 こ の結果より 、 他企業・ 異業種と ネッ ト ワーク を形成する事業所は、 市の

支援施策を認知し 、 積極的に利用し ているこ と がわかる。

図 3 -1 3 　 他企業・ 異業種間と の連携を図るグループへの参加と 市の施策の利用
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第 4 節／国・ 県の施策の利用

国・ 県の中小零細企業支援施策の利用状況は図 3-14 のと おり と なっ た。「 ①持続化給付金」

を利用し た事業所が最も 多く 38％、 次いで「 ⑤新型コ ロナウイ ルス感染症対策金融支援事業」

を利用し た事業所が 25％と なっ ている。 市の支援施策と 比較すると 、「 知ら ない」 と 回答し た

事業所は少数であるも のの、「 受けていない」 と 回答し た事業所が多数存在する。

図 3 -1 4 　 各種の国・ 県の支援施策の利用状況
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表 3-4 は、 図 3-14 の国・ 県の施策について、 事業所を 「 少なく と も １ つは受けた」、「 いず

れも 受けていない」、「 いずれも 知ら ない」 にそれぞれ整理し たも のである。 また、 本所・ 本店

の住所別に国・ 県の施策の利用状況をみている。 全体でみると 、 国・ 県の支援施策を「 少なく

と も １ つ受けた」 事業所は 347、「 いずれも 受けていない」 事業所は 259、「 いずれも 知ら ない」

事業所は 44 存在する。 それら の多く が、本社・ 本店の住所が回答事業所と 同じ である。 図 3-15

は、 表 3-4 を 割合でみたも のである。 国・ 県の各施策を「 少なく と も １ つ受けた」 事業所は

53％、「 いずれも 受けていない」 事業所は 40％であるが、「 いずれも 知ら ない」 と 回答し た事

業所は 7％であっ た。 集計を「 本社・ 本店の住所が回答事業所と 同じ 」 に限定すると 、「 少なく

と も １ つ受けた」 事業所は 62％、「 いずれも 受けていない」 事業所は 33％であるが、「 知ら な

い」 と 回答し た事業所は 4％である。 こ れら の結果から 、 市の支援施策と 比較し て、 国・ 県の

支援施策の認知が進んでいるこ と がわかる。

表 3 -4 　 国・ 県の支援施策の利用状況（ 本社・ 本店の住所別）

全体 ①少なくとも一つ受けた ②いずれも受けていない ③いずれも知らない

全体 650                   347 259 44
回答事業所と同じ（本社・本店の住所） 446                   278 148 20
回答事業所と異なる（本社・本店の住所） 204 69 111 24

国・県の施策利用状況



0 3 6

図 3 -1 5 　 国・ 県の支援施策の利用状況（ 本社・ 本店の住所別）
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（ 注）「 ①少なく と も 一つ受けた」 と は、 図 3-14 施策のう ち 少なく と も 一つは「 受けた」 と 回答し た事業所。「 ②いずれも

受けていない」 と は、 同図 3-14 施策のう ち 少なく と も 一つは「 受けてない」 と 回答し た事業所（ ①は除く ）。「 ③いず

れも 知ら ない」 と は、 同図 3-14 施策のう ち 少なく と も 一つは「 知ら ない」 と 回答し た事業所（ ①、 ②除く ）。

また、「 3 年前と 比べた利益変化」 と 国・ 県の支援施策の利用状況の関係についてみると 、 利

益が大幅に減少し た事業所ほど国・ 県の施策を利用し ており 、 コ ロナ禍において、 売上または

利益が圧迫さ れた企業ほど施策を利用し た（ 図 3-16）。 し かし 、利益が「 やや減少」 または「 大

幅に減少」 し た事業所においても 、 支援施策を「 いずれも 受けていない」 事業所が一定割合存

在する。

 図 3 -1 6 　 利益の変化別の国・ 県の施策の利用の有無
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表 3-5 は、 表 3-2 の市の支援施策の利用状況と 表 3-4 の国・ 県の支援施策の利用状況をク ロ

ス集計し 、 市、 国・ 県の施策の利用状況の関係について示し たも のである。 こ れにより 、 国・

県の施策と 市の施策の両方を利用し た事業所、 または国・ 県の施策を利用せず市の施策を利用

し た事業所などを把握でき 、 行政の支援施策の重なり がみら れる。 表 3-5 によると 、 国・ 県の

施策と 市の施策の両方を受けた事業所は 155 存在する。 表には示し ていないが、こ の 155 の事

業所の中には、 市の施策を複数利用するなど、 積極的に施策の申請及び利用を行う 事業所が存

在する。 一方、 国・ 県の施策を受けていないも のの、 市の施策を受けた事業所は 22 存在する。

国・ 県の施策を 受けたも のの、 市の施策を利用し ていない事業所は 87 存在する。 国・ 県・ 市

の施策をいずれも 「 知ら ない」 事業所であり 42 存在する。 国・ 県・ 市の施策をいずれも 知ら

ない事業所の割合は 6％にと どまり 、 こ の中には、 利益が減少し ていない事業所、 または本社・

本店が東温市外にある事業所も 含まれる。 こ の結果から 、 国・ 県の施策の認知度が高く 、 国・

県・ 市の施策をどれも 知ら ない事業所は一定割合にと どまるこ と がわかる。
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表 3 -5 　 国・ 県の支援施策の利用状況と 市の支援施策の利用状況（ 回答事業所数）

①少なくとも一つ受け
た

②いずれも受けていな
い

③いずれも知らない 合計

①少なくとも一つ受けた 155                          22                            -                                177      

②いずれも受けていない 87                            96                            5                              188

③いずれも知らない 107                          149                          42                            298
合計 349                          267 47 663

国・県の施策利用状況

市の施策
利用状況

正社員規模別に国・ 県の施策の利用状況をみると 、 市の施策と 同様、 明確な関係は見ら れな

かっ た（ 図 3-17）。 業種別にみると 、「 製造業（ 農林業含む）」 と 「 建設業」 で利用割合が高く 、

「 流通・ 商業」 と 「 サービス業」 で利用割合が低い（ 図 3-18）。

図 3 -1 7 　 総正社員規模別の国・ 県の施策の利用の有無

55%

56%

44%

39%

37%

47%

7%

6%

9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0-2人
3-10人

11人以上
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図 3 -1 8 　 業種別の国・ 県の施策の利用の有無
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第 5 節／国・ 県の施策に関する認識媒体

表 3-6 は、 事業所が国・ 県の支援施策を認識し た媒体を示す。「 支援機関」 と 回答し た事業所

が最も 多く （ 165 事業所）、 次いで「 広報誌」 と 回答し た事業所が多かっ た（ 150 事業所）。 市

の支援施策に関する認識媒体（ 表 3-3） に比べ、「 新聞」 や「 SN S」 と 回答する事業所が多い。

表 3 -6 　 市の施策を何で知っ たか （ 回答事業所数）

広報誌 会報誌 新聞 広告 HP SNS 支援機関 友人・知
人等 その他

150 65 131 50 108 46 165 84 90

社会連携を図るグループに参加し ている事業所は、 支援施策を「 少なく と も 一つ受けた」 と

回答し た割合が 66％と なり 、 参加し ていない事業所の 48％より も 高い。 また、 社会連携を図

るグループに参加し ている事業所は、「 いずれも 受けてない」 と 回答し た割合が 31％と なり 、参

加し ていない事業所の 43％より も 低い（ 図 3-19）。 他企業・ 異業種と ネッ ト ワーク を形成する

事業所ほど国・ 県の支援施策を積極的に活用し ている。

図 3 -1 9 　 他企業・ 異業種間と の連携を図るグループへの参加と 国・ 県の施策の利用の有無
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■調査より 浮かび上がっ てき た課題

振興基本条例の認知向上は重要

・  東温市中小零細企業振興基本条例の市内事業所における認知度は、 前回 2016 年調査か

ら わずかに改善さ れたも のの、 依然と し て低い。 特に小規模事業所、 個人企業において

認知が低い状況が明ら かと なっ た。

・  し かし 、 振興基本条例を 認知し ている 事業者は、 認知し ていない事業所に比べ、「 3 年

前と 比べた利益変化」 の DI 値が高く 、 コ ロナ禍においても 利益を 大き く 減少さ せず事

業を継続し ている結果が得ら れた。 また、 同条例を認知し ている事業所は、「 経営指針・

経営計画」、「 人材育成マニュ アル」 を持ち、 研修を 実施する傾向がある。 そのため、 振

興基本条例の内容の周知は引き 続き重要である。

コ ロナ禍で利益が減少し た事業所が国・ 県・ 市の支援施策を利用

・  「 3 年前と 比べた利益」 が減少し た事業所ほど 、 国・ 県・ 市の支援施策を 利用する 傾向

がみら れた。 支援施策はコ ロナ禍の影響を緩和し たこ と が示唆さ れる。

・  市の支援施策の認知度は、 ほと んどの施策で 50％以下であり 、 利益が減少し た事業所

においても 、一定割合「 知ら ない」 事業所が存在する。 特に「 流通・ 商業」、「 サービス業」

において、 市の支援施策認知度が低いこ と が明ら かと なっ た。 市の支援施策の認知向上

は課題である。

・  し かし 、 国・ 県の支援施策の認知度は高く 、 そのため、 国・ 県・ 市の支援施策をどれも

知ら ない事業所は全体の約 6％にと どまる。

・  国・ 県の支援施策の認識媒体は「 支援機関」、「 広報誌」、「 新聞」 または「 SNS」 である

こ と が多く 、 市の支援施策の認識媒体は「 広報誌」、「 支援機関」 であるこ と が多い。「 広

報誌」 または「 支援機関」 を媒体と し て支援施策を認知し ているこ と が明ら かと なっ た。

中小零細企業が孤立し ないよう な体制づく り が求めら れる。

・  商工会や法人会などの、「 他企業や異業種と の連携を 図るための会やグループ」 に参加

し ている事業所は、 振興条例の認知が高く 、 国・ 県・ 市の支援施策を認知し 積極的に利

用する傾向がある。

・  中小零細企業は、 社会連携を図るグループに積極的に参加し 、 情報交換、 異業種交流な

どのネッ ト ワーク を 形成する取り 組みが求めら れる。 一方、 市には、 中小零細企業が孤

立し ないよう な体制づく り が求めら れる。行動指針③に記載さ れる、「『 中小零細企業』は、

東温市商工会などの連携を目的と し た会やグループに参加し、 情報交換、 異業種交流や

人脈・ ネッ ト ワーク 形成などに取り 組むと と も に、 統一ブラ ンド などにも 積極的に参加

し 、 中小零細企業間の相互協力に取り 組みます」 の重要性が高まっ ている。
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第 1 節／新型コ ロナウイ ルス感染症拡大への対応

　 新型コ ロナウイ ルス感染症の拡大に際し どのよう な対策を実施し たのか、 対応状況を一覧

し たも のが図 4-1、 図 4-2、 および図 4-3 である。

図 4-1 をみると 、 事業所全体では「 消毒液の設置、 定期的な消毒」、「 定期的な換気」 と いっ

た比較的簡便な対策への対応状況が最も 高く 、 図 4-2 の個人企業・ 法人企業の経営組織別にみ

ても それほどの差異は見受けら れない。 一方で、「 アク リ ル板やビニールク ロスの設置」 と いっ

た、 現状の物理的な変更をと も なう 対応策については、 法人企業のほう が個人企業に比べ対応

状況が高かっ た。

新型コ ロナウイ ルス感染症対策への対応状況を正社員数規模別にみると 、 前述の「 アク リ ル

板やビニールク ロスの設置」 と いっ た現状の物理的な変更をと も なう 対応策については、 正社

員 51 人以上の規模において最も 高く 、規模が小さ く なるほど対応状況も 低下し ている（ 図 4-3）。

　 本章では、 経営指針・ 経営計画の策定状況や、 事業所の現在の強み、 今後

伸ばし たいと こ ろ 、 イ ンタ ーネッ ト ・ キャ ッ シュ レ ス決済対応などのICT 活

用の状況について取り 上げる。 企業の経営力を高めるには、 目的意識を持っ

た計画的経営が必要である。 そし て、 事業所の強みは何か、 課題は何かを考

えていく こ と が望まし い。 また、 新型コ ロナウイ ルス感染症拡大への対策に

ついては、 迅速な対応や業務変更・ 修正が必要であっ た。 こ こ では、 そう し

た点に関する回答を見てみる。

｜ 第 4 章 ｜　 　 事業力・ 経営力の強化



0 4 1

第
１
章

第
２
章

東
温
市
事
業
所
の
回
答
状
況

感
染
症
拡
大
に
影
響
さ
れ

た
市
内
事
業
所
の
経
営

第
３
章

コ
ロ
ナ
禍
の
支
援
施
策
の

利
用
状
況

第
4
章

事
業
力
・
経
営
力
の
強
化

第
5
章

人
材
育
成
力
の
強
化

図 4 -1 　 新型コ ロナウイ ルス感染症拡大への対策（ 全事業所）
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また「 テレ ワーク の推進」 についても 、 正社員 51 人以上の事業所と それ未満の事業所と の

間に大き な差異が見受けら れる。 小規模事業所ほど余剰人員が少なく 、 例えば輪番で出勤日数

を減ら し テレワーク を推進するよう な勤務体制には移行し づら かっ たこ と が要因であると 推測

さ れる。

図 4 -2 　 新型コ ロナウイ ルス感染症拡大への対策（ 経営組織別）
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図 4  -3 　 新型コ ロナウイ ルス感染症拡大への対策（ 正社員規模別・ 抜粋）
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前述の新型コ ロナウイ ルス感染症拡大への対策項目から 、 テレワーク やオンラ イ ン化と いっ

た非対面業務への移行に関連する項目について、 コ ロナ禍前と の利益・ 収支状況の変化を比較

し たも のが図 4-4 である。 全体回答の傾向と 比較し て、「 営業活動のオンラ イ ン化」 は営業コ ス

ト 削減に貢献し 、利益収支の「 減少・ 大幅減少」 を「 横ばい」 に留めた効果が見受けら れる。 ま

た、「 テレワーク の推進」 は、 利益・ 収支の「 増加～横ばい」 割合を高めるよう 効果があっ たと

推測さ れる。

図 4 -4 　 新型コ ロナウイ ルス感染症拡大対策への対応別利益・ 収支の変化
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やや減少 26.2 30.4 32.1 22.7

大幅に減少 29.5 19.1 17.0 34.1

新設 1.6 1.7 0.0 2.3
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第 2 節／経営指針・ 経営計画の策定

「 経営理念の外部発信を行っ ているか」 など経営指針の作成状況について 、 前回調査（ 2016

年） と 今回調査（ 2022 年） の結果を一覧し たも のが、 図 4-5 である。

「 中長期経営方針をも つ」 事業所の割合が前回調査より も 増加し ているが、そのほかの数値は

総じ て減少傾向にある。 特に「 経営に関する勉強会があれば参加し たい」 と いう 質問に「 はい」

と 回答し た割合が最も 大き く 低下し ている。 個人企業・ 法人企業別にみると 、 個人企業ではそ

の割合は 17.8％と さ ら に低く なる傾向であるこ と が示さ れた。

前回と の違いの大き な要因と し ては、 やはり 「 コ ロナ禍の現状において勉強会への参加にま

で余裕が持てない」 と いう 考えが影響し ていると 考える。 し たがっ て、 コ ロナ禍が去り 事業経

営が平常に戻っ た際には、 こ れまで以上に積極的に勉強会への参加意思が高まるよう な取り 組

みが必要だと 思われる。

図 4 -5 　 経営指針の作成等に「 はい」 と 答えた割合
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表 4-1 は、 前述の「 経営指針等の作成状況」 のう ち、「 経営理念の外部発信」「 中長期計画の

作成」「 毎年の経営計画」 の有無による売上・ 利益変化（ 3 年前比） について、 2016 年結果と

比較し ながら 一覧し た表である。 また、 それら の DI 値をグラ フ にし たも のが、 図 4-6 である。

DI 値と は、増加割合から 減少割合を引いた割合％で示さ れる値で、こ の数値が大き いほど設

問に対し 増加（「 大幅に増加」 または「 やや増加」） と 回答し た事業所の割合が高い、 すなわち

好調企業が多いと いう こ と を意味し ている。
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表 4 -1 　 経営指針作成の有無別に見た売上・ 利益変化と D I 値

図 4 -6 　 経営指針作成の有無別に見た売上・ 利益変化 D I 値（ 抜粋）
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表 4-1 から は、 すべての項目において売上（ 3 年前比） が「 増加」 と 答えた割合が低下し て

おり 、DI 値も 大きく 落ち込んでいるこ と が分かる。 新型コ ロナウイ ルス感染症拡大の影響によ

る業績悪化が顕著に表れている。

2016 年調査の結果と 比較し ても 、すべての項目で DI 値が大き く 後退し ているこ と が見て取

れる。 ただし 、 2016 年調査時点で示さ れた「 経営理念の外部発信等を行っ ている事業所の DI

値がそれら を行っ ていない事業所に比べ高い」 と いう 特徴点は、 DI 値が大幅に低下し た 2022

年調査においても 傾向が示さ れている。 こ のこ と から も 、 経営指針の作成等を適正に行う こ と

は事業所の売上や業況にプラ スに作用し ていると いう 傾向が再確認でき る。
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第 3 節／事業所の強み・ 今後伸ばし たいと こ ろ

以下の表 4-2、 表 4-3 は、 事業所の現在の強みなら びに今後伸ばし たいと こ ろ について、 全

事業所の回答割合のう ち上位 4 項目を一覧にし たも のである。

表 4 -2 　 事業所の現在の強み（ 上位 4 項目）

事業所の現在の強み

事業所の現在の強みについては、「 細やかな対応・ サービス」 について回答し た割合が最も 高

く 、 以下「 技術 ･ 精度 ･ 品質の高さ 」、「 迅速さ ･ 納期 ･ スピード 」、「 知名度 ･ ブラ ンド 」 と 続

いている。

正社員規模別にみると 、「 細やかな対応・ サービス」 については 2 人以下・ 3 ～ 10 人規模の

小規模事業所において強みと 認識さ れる特徴である一方、 それ以上の規模の事業所では、 現在

の強みと 回答し た割合は若干下がっ ており 、 やはり 細やかな対応やサービスに注力でき る事業

所は、 正社員数の規模に反比例し ていると 判断できる。 同じ く 「 迅速さ ･ 納期 ･ スピード 」 に

ついても 、 規模が小さ い事業所のほう が得意分野であるこ と がう かがえる。

一方で、「 技術 ･ 精度 ･ 品質の高さ 」 は正社員 51 人以上の規模と それ未満の規模で、「 知名

度 ･ ブラ ンド 」 については 11 人以上の規模と それ未満の規模の事業所で、 明ら かに回答割合

に差異が生じ ている。 こ のこ と から 、 上記の項目は比較的に規模の大き な事業所の強みの傾向

であるこ と がう かがえる。

次に、 今後伸ばし たいと こ ろ についてみると 、「 人材」「 市場開拓 ･ 販路開拓」「 細やかな対

応・ サービス」「 業務効率 ･ 作業効率」 がほぼ同程度で回答さ れている。「 細やかな対応・ サー

ビス」 については、 現在の強みに関する上位項目にも 登場し ているが、 今後伸ばし たいと こ ろ

（ ＝自社の弱み） と 考えている事業所も 多いこ と を示し ており 、企業経営にと っ て非常に重要度

の高く 、 事業者の関心の高い要素であるこ と がう かがえる（ 表 4-3）。
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表 4 -3 　 今後伸ばし たいと こ ろ （ 経営上の弱み）（ 上位 4 項目）

正社員 51 人以上の中規模事業所においては「 細やかな対応・ サービス」 が他の事業所に比

べ圧倒的に低く 、 現状の水準で十分であると 考えているこ と が推察さ れる。 また、 それら 中規

模事業所では「 業務効率 ･ 作業効率」 への関心のほう が相対的に高く 、 事業所規模に比例し て

回答割合が上昇する、 すなわち規模に起因する経営上の課題であるこ と が読み取れる。

表 4-4、 および図 4-7 は、 事業所の現在の強みから 今後伸ばし たいと こ ろ の割合を 引いた数

値の下位 4 項目を一覧し たも のである。 今後伸ばし たいと こ ろ と はすなわち「 現状における課

題」 であるこ と を考えると 、 事業所の現在の強みから 今後伸ばし たいと こ ろの割合を引いた値

が低い下位項目は、事業所における課題の切迫度を表すと 判断するこ と ができ る。 さ ら には、正

社員規模で比較するこ と で中小零細企業支援で考慮に入れるべき 判断材料と なる。

全事業所についての事務所の現在の強みマイナス今後伸ばし たいと こ ろの数値を表4-4 から み

ると 、「 市場開拓 ･ 販路開拓」 が最も 低く （ マイナスが大きく ）、 ほぼ同水準で「 人材」 が続いて

いる。 し たがっ て、 こ れら 2 項目は事業所全体における最優先課題であるこ と がう かがえる。

表 4 -4 　 事業所の現在の強みマイ ナス今後伸ばし たいと こ ろ （ 下位 4 項目）

市場開拓･
販路開拓

人材
業務効率･
作業効率

教育･訓練

全事業所 -15.1 -14.4 -10.1 -9.2
2人以下 -13.2 -12.4 -8.1 -7.7
3〜10人 -16.4 -19.0 -7.2 -9.3
11〜50人 -18.2 -4.7 -12.5 -4.8
51人以上 -10.3 -31.0 -41.4 -37.9

事業所の現在の強みマイナス今後伸ばしたいところ（下位項目）

一方、事業所の現在の強みマイ ナス今後伸ばし たいと こ ろ の数値を正社員規模別にみると 、若

干異なっ た傾向が示さ れている。 市場開拓 ･ 販路開拓は 11 人～ 50 人未満の小規模事業所で割

合が高い一方、51 人以上の中規模事業所ではその数値は明ら かに低く 、優先度合いが低下し て

いるこ と が分かる。 逆に、 51 人以上規模の事業所では、「 業務効率・ 作業効率」 に対する必要

性が高まっ ており 、 同じ く 教育・ 訓練に対する数値も 全体、 および小規模事業所に比べ圧倒的

に低い。 すなわち、 比較的に規模の大き な事業所にと っ ての主要課題がこ れら 効率性の問題で
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あるこ と が明ら かと なっ た。

図 4 -7 　 事業所の現在の強みマイ ナス今後伸ばし たいと こ ろ （ 下位 4 項目）

市場開拓・
販路開拓

人材
業務効率・
作業効率

教育・訓練

全事業所 -15.1 -14.4 -10.1 -9.2

2人以下 -13.2 -12.4 -8.1 -7.7

3〜10人 -16.4 -19.0 -7.2 -9.3

11〜50人 -18.2 -4.7 -12.5 -4.8

51人以上 -10.3 -31.0 -41.4 -37.9

-45.0
-40.0
-35.0
-30.0
-25.0
-20.0
-15.0
-10.0

-5.0
0.0

回
答
割
合
％

全事業所 2人以下 3〜10人 11〜50人 51人以上

表 4 -5 　 事業所の現在の強みマイ ナス今後伸ばし たいと こ ろ の上位・ 下位項目比較（ 2 0 1 6 年・ 2 0 2 2 年）

細やかな対応・
サービス

技術･精度･
品質の高さ

迅速さ･納期･
スピード

知名度･
ブランド

28.4 19.3 14.3 3.8

細やかな対応・
サービス

技術･精度･
品質の高さ

迅速さ･納期･
スピード

製品･サービス
開発･独自性

30.0 12.1 11.8 4.7

市場開拓･
販路開拓

人材 教育･訓練 後継者の存在

-22.8 -18.4 -12.9 -7.5

市場開拓･
販路開拓

人材
業務効率･
作業効率

教育･訓練

-15.1 -14.4 -10.1 -9.2

上位項目

下位項目

2016年

2022年

2022年

2016年

表 4-5 は、 事業所の現在の強みマイ ナス今後伸ばし たいと こ ろ について、 上位・ 下位 4 項目

を、 前回調査の 2016 年結果と と も に比較し たも のである 。 上位項目については 3 位まで、 下

位項目についても 2 項目まで、 その順位に変動がなく 、 数値的傾向も さ ほど変化はない。 こ れ

ら 項目は、 現状においても 強み・ 要強化のポイ ント であり 、 市内事業所の継続的な課題と 認識

さ れているこ と は間違いない。
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第 4 節／ ICT の活用状況と 課題

図 4-8 は、 イ ンタ ーネッ ト サービス等 ICT の利活用、 なら びにキャ ッ シュ レス決済の利活用

の状況について一覧し たも のである。

イ ンタ ーネッ ト の利活用状況については、「 ネッ ト 検索による情報収集」 の回答割合が大き く

上昇し 、 他の回答割合を 上回る結果と なっ た。 情報収集は企業経営に欠かせないものであるが、

その手段が従来の方法から ICT ツールを利用し た情報収集にシフト し てきていること が分かる。

ホームページ・ SN S 等を利用し た情報発信については、 若干の伸びはあっ たがそれほどの変

化は見ら れなかっ た。 現状では全事業所のおよそ 4 割強が何ら かの情報発信をし ているこ と が

示さ れている。 その一方で、前回 2016 年結果と 比較すると 、「 いずれも 使っ ていない」 と 答え

た割合が半減し 、 全体割合ではおよそ 26% 程度まで低下し てきたこ と が明ら かと なっ た。

図 4 -8 　 各種イ ンタ ーネッ ト サービス、 キャ ッ シュ レ ス決済の利活用状況
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回答割合％

キャ ッ シュ レス決済については、 2022 年調査から 新たに設定し た調査項目である。

回答状況を見ると 、 ク レジッ ト カ ード 決済の導入割合が最も 高く およそ 3 割の事業者が対応

し ており 、ついで PayPay などのバーコ ード 決済がおよそ 20% の事業者で対応し ている状況で

ある。 PayPay は個人経営店のよう な小規模事業所を タ ーゲッ ト に加盟料無料キャ ンペーンで

導入事業者を大量に募っ たり 、 キャ ッ シュ バッ ク キャ ンペーンを継続的に行う こ と で利用者を

大幅に増やし てきているこ と で知ら れており 、 こ のこ と が結果に反映さ れていると 見て取れる。

ク レジッ ト 決済やバーコ ード 決済と いっ たキャ ッ シュ レス決済は利用者割合が高く 、 非常に
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ニーズの高い支払い手段でも あるので、 今後も こ れら 支払い手段に対応し ていく 事業所が増え

てく るこ と が予想さ れる 。 その一方で「 いずれも 導入し ていない」 と 答えた事業者がおよそ 6

割と 半数を超えており 、 非常に高かっ たこ と は注目すべき点である。

イ ン タ ーネッ ト サービ スの利用状況と 売上高変化（ 3 年前比） およ び DI 値、 同様にキャ ッ

シュ レスサービスの導入状況と DI 値を計算し たも のが表 4-6、 表 4-7 である。 本調査時期の売

上高 DI 値は、 コ ロナ禍の影響で大きく 低下し ている。

全体の数値ではおよそ 40％ポイ ント 以上を示し ているが、表 4-6 を見ると 「 ネッ ト 検索で情

報収集」 をし た事業所の DI 値、「 ネッ ト ショ ッ プ、 ネッ ト 注文サイ ト の開設」 を行っ た事業所

の DI 値が他に比し てわずかながら 高めの水準であるこ と が分かる。 コ ロナ禍の影響で多く の

事業所が経営状況にダメ ージを受けたが、 ネッ ト によっ て情報を収集し ネッ ト 販売対応にシフ

ト し ていっ た事業所がわずかながら ダメ ージを軽減でき たこ と が見て取れる。

一方、「 いずれも 使っ ていない」 と 答えた事業所の売上高変化 DI 値は全体平均を大き く 下回

り 、マイ ナス 65% ポイ ント を超えている。 イ ンタ ーネッ ト 対応の遅れが、コ ロナ禍の経営不振

に直結し てし まっ たこ と は容易に想像でき る。

表 4 -6 　 イ ンタ ーネッ ト サービスの利活用と 売上高 D I 値

大幅に増加 やや増加 横ばい やや減少 大幅に減少 DI値

全体 2.0 14.2 25.0 32.4 25.1 -41.3
ネット検索で情報収集 3.2 17.8 27.0 29.5 20.3 -28.9
ホームページ・ブログ・SNSなどで情報発信 1.4 18.7 24.0 31.1 22.6 -33.6
メールマガジンの発信 0.0 21.1 21.1 36.8 21.1 -36.8
ネットショップ、ネット注文サイトの開設 2.7 23.3 21.9 31.5 19.2 -24.7
いずれも使っていない 1.1 5.7 20.1 36.2 36.8 -66.1

　 表 4 -7 　 キャ ッ シュ レスサービスの利活用と 売上高 D I 値

大幅に増加 やや増加 横ばい やや減少 大幅に減少 DI値

全体 0.4 12.8 22.7 32.8 29.7 -49.3
クレジットカード 0.7 16.7 16.7 34.8 29.0 -46.4
デビットカード 0.0 15.4 11.5 53.8 19.2 -57.7
共通電子マネー(ICOCA、WAONなど) 0.0 17.8 20.0 31.1 28.9 -42.2
バーコード・QRコード決済(PayPayなど) 1.9 16.2 15.2 35.2 27.6 -44.8
いずれも導入していない 0.0 10.5 27.0 32.6 29.2 -51.3

表 4-7 を見ると 、 キャ ッ シュ レ スサービスへの対応が売上高変化およびその DI 値に与えた

影響は限定的であっ たと いえる。 結果から は、 電子マネーやバーコ ード 決済型の支払い手段を

採用し ている事業所で、 売上高 DI 値の落ち込みが若干緩和さ れているこ と が示さ れている。

一方、イ ンタ ーネッ ト サービスのケースと 同様、「 いずれも 使っ ていない」 と 答えた事業所の

売上高変化 DI 値は全体平均を わずかながら 下回り 、 他の事業所と 比べて相対的に売上高変化

に影響を受けてし まっ たこ と が読み取れる。

今後は、 イ ンタ ーネッ ト サービスの積極的活用と 、 可能な限り 複数の形態でのキャ ッ シュ レ

ス決済サービスの導入が、 売上高回復と 経営健全化の鍵と なると 思われる。
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■調査より 浮かび上がっ てき た課題

各種業務のオンラ イ ン化やテレワーク の推進が利益・ 収支の減少を食い止めている

・  新型コ ロナウイ ルス感染症拡大への対応策については、 比較的簡便な対策（ 消毒や換気

など） 以外のいわゆる物理的変更をと も なう 対応策について、 個人企業の対応度合いが

やや劣っ ている。 また、 正社員数規模別にみても 、 規模が小さ く なるほど対応状況が低

下し ている。

・  感染拡大対策に十分コ スト をかけて対応するこ と は、 多く の個人事業所、 小規模・ 零細

事業所にと っ て現実的に難し い側面も あるが、 従業者の健康を 守るために、 十分注力し

てほし い点である。

・  営業活動のオンラ イ ン化が営業コ スト を削減し 利益収支の減少を食い止め、 テレワーク

の推進が利益・ 収支の増加割合を高めている。 こ の点に注目し 、 コ ロナ禍であるから こ

その業務改善・ オンラ イ ン化への見直し を検討すべきである。

経営理念・ 経営計画等の適正な整備は、 業況判断 DI 値の低下を抑えている

・  経営理念の外部発信・ 毎年の経営計画策定の有無などについて「 はい」 と 答えた割合が

前回 2016 年調査時よ り 低く なっ ている。 特に、「 経営に関する 勉強会があれば参加し

たい」 と いう 割合が大き く 低下し 、 個人企業・ 法人企業別にみると 、 個人企業ではその

割合はさ ら に低い。 今後も 引き 続き 、特に個人事業主を中心に啓発し ていく べき である。

・  経営理念・ 経営計画等の整備は、 業況判断 DI 値の低下を わずかながら 食い止めている

こ と が示さ れた。 こ の点を 特に個人企業に認識し ても ら い経営計画・ 事業運営の改善に

繋げても ら いたい。

市内事業所では「 市場開拓 ･ 販路開拓」・「 人材」 が切迫する最優先課題

・  多く の小規模事業所にと っ て「 細やかな対応・ サービ ス」「 迅速さ ･ 納期 ･ スピ ード 」

が自社の強みと 認識さ れているが、 今後伸ばし たいと こ ろ についても 同項目を 掲げる事

業所が多い。 小規模事業所においてはこ の強みを自認し 獲得でき るかどう かが鍵である

と みる。

・  事業所の現在の強みから 今後伸ばし たいと こ ろ の割合を 引いた数値を 課題の「 切迫度」

と 想定する と 、「 市場開拓 ･ 販路開拓」・「 人材」 が最優先課題であるこ と がわかる 。 特

に小規模事業所においては、 こ れら 課題の達成・ 克服が急務である。

イ ンタ ーネッ ト サービス活用・ キャ ッ シュ レス決済サービス導入が、 事業好転の鍵

・  企業活動のための情報収集が ICT ツ ールを 利用し たも のにシフ ト し てき ており 、 前回

2016 年結果と 比較する と 、 ICT ツ ールを「 いずれも 使っ ていない」 と 答えた割合は

大き く 改善さ れた。           

一方、 キャ ッ シュ レス決済については「 いずれも 導入し ていない」 と 答えた事業者がお

よそ 6 割と いまだに半数を超えている。
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・  ICT ツールの活用やキャ ッ シュ レスサービスへの対応は、売上高変化の DI 値の低下をわ

ずかながら 食い止めており 、それら を活用し ていない事業所の売上高変化の DI 値は大き

く 低下し ている。            

またコ ロナ禍においてはそれら 対応への遅れが経営不振を増幅さ せたと 推察さ れる。

・  今後はより 一層のイ ン タ ーネッ ト サービ ス活用・ キャ ッ シュ レ ス決済サービ ス導入が、

事業好転・ 安定化の鍵と なると 考える。
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第 1 節／従業員の増減と 採用予定

市内事業所における従業員の増減に関し て 、 前回の 2016 年調査と 比較し て、 従業員が減少

し ている事業所の割合に大き な変化はない。 一方、増加し ている事業所の割合はやや減少し 、横

ばいの事業所の割合がやや増加し ている。 全体的には、 従業員数は横ばいが増加し たこ と にな

る。 コ ロナ禍であっ たこ と を考慮すると 、 従業員の雇用を維持し た状況であっ たと 思われる。

従業員規模別にみると 、 規模の大き な事業所ほど従業員を増加さ せている割合が大きく なっ

ている。 し かし 、 従業員の減少し ている事業所割合はそれほど単純な傾向ではない。 むし ろ 従

業員が横ばいの事業所割合は規模が小さ く なるについて大きく なっ ている。 比較的に小規模事

業所において雇用維持し ていたと 見るこ と ができ るだろ う 。

図 5 -1 　 従業員規模別従業員増減（ ％）
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　 本章では、 東温市事業所の人材育成力の現状を概説する。 はじ めに従業員

の増減と 採用予定から 市内事業所の雇用状況を把握する。 また、 働き 方改革

関連法の対応から 就業規則保有状況の変化を確認する。 さ ら に、 人材育成力

の強化と し て、 人材育成マニュ アルや仕組みの状況、 研修の実施について整

理するこ と でその実態と 課題を検討する。

｜ 第 5 章 ｜　 　 人材育成力の強化
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こ の変化が DI 値（ 増加－減少） にも 顕著に表れている。 2016 年調査と 比較し て、小規模事

業所は DI 値のマイ ナスが小さ く 、 大規模事業所ではプラ ス幅が小さ く なっ ている 。 小規模事

業所での雇用維持、大規模事業所での従業員増加の減少が明ら かである。 ただし 、3 ～ 20 人の

規模の事業所はマイ ナスが大きく なっ ており 、 増加事業所の減少がマイ ナス幅を大き く し てい

ると 思われる。 コ ロナ禍における従業員の維持の厳し さ が見てと れる。

図 5 -2 　 従業員規模別従業員増減 D I
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採用予定は正社員規模において明確に特徴が表れている。 規模が大き く になるにつれて採用

予定は増加の割合が大きく なり 、 規模が小さ いほど採用予定を減少と 回答し ている事業所割合

が増加する。 小規模事業所では、 雇用を維持し ているこ と から 採用を抑制せざるをえない状況

であり 、 逆に、 大規模事業所では従業者数の増加を抑制さ せていたこ と から 採用の増加傾向に

あると 考えら れる。

図 5 -3 　 正社員規模別採用予定（ ％）
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第 2 節／働き 方改革関連法対応

次に働き方改革関連法の対応における事業所の状況をみていく 。 図 5-4 は「 一人事業所であ

り 対応の必要はない」 の事業所を除いて割合を示し たも のである。 全体では「 ほぼ対応でき て

いる」 が 46.3％、「 対応できていないと こ ろ が残っ ている」 が 29.0％と なっ ており 、 およそ 7

割を超える事業所が働き方改革に関し て何ら かの対応をし ている状況である。「 今後検討する」

（ 19.0％） を含めると 、 およそ 95％程度と なり 、 多く の事業所が働き方改革についての意識を

持っ ている。 正社員規模別に見ると 、 小規模事業所ほど「 内容が理解でき ていない」 の割合が

増加し ており 、「 ほぼ対応できている」 の割合が小さ く なっ ている。

図 5 -4 　 働き方改革関連法対応状況（ ％）
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働き 方改革関連法に関連し て、 就業規則の有無については、 前回の調査と 比較し て、 就業規

則があると 回答し た事業所の割合が 2.2％ポイ ント 増加し ている。 さ ら に、 対応の必要がない

事業所を除いて、 働き 方改革関連法に際し 就業規則を改定し たかの割合を示し た。 改定をし て

いない事業所が半数を上回っ ているが、 こ れは改定なく 対応でき ているのかあるいは改定が遅

れているのかは明ら かではない。 し かし 、 図 5-4 から は「 ほぼ対応でき ている」 と 回答し てい

る事業所割合が大き いため改定せずに対応可能であっ たと も 考えら れる。
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図 5 -5  就業規則の有無と 働き 方改革関連法による改定（ ％）
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第 3 節／人材育成

人材育成のマニュ アルや仕組みの有無について 2016 年調査時と 比較し て 2.3％ポイ ント 上

昇し ている。 し かし 、 その割合は 37.4％にと どまり 、 目標と し ていた 40％には至ら なかっ た。

準備中がやや低下し ているおり 、 人材育成マニュ アルや仕組みの準備状況はそれほど進んでい

ないよう に思われる。

図 5 -6 　 人材育成マニュ アルの有無（ ％）
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その要因を考える上で、売上状況ごと に人材育成マニュ アルの有無を見る。売上の状況によっ

て人材育成マニュ アルの有無の状況は異なっ ている。 売上増加事業所や売上横ばい事業所では

人材マニュ アルがあると 回答し た事業所が 40％を上回っ た。 売上減少事業所も 40％には至っ

ていないが 8.6％ポイ ント 上昇し ている。

こ の中で、 売上増加事業所の伸びが小さ いが、 それはコ ロナ禍であっ たこ と が要因と し て考

えら れる。 売上が増加し ている事業所は業種別に見ると 「 流通・ 商業」、「 サービス業」 が多い。

コ ロナ禍の影響を受けやすい業種であり 、 その影響が人材育成マニュ アルや仕組みの作成を行

う 余裕がなかっ たのではないかと 思われる。

人材マニュ アルや仕組みの保有割合を事業所の 40％を上回るためには、まず売上減少事業所

において保有割合がその水準を超えるこ と が必要である。 し かし 、 売上減少事業所においても

保有割合が大き く 伸びているこ と から その重要性を認識し ていると 思われ、 人材育成のマニュ

アルや仕組みを導入できるよう に支援が必要であるかも し れない。

図 5 -7 　 売上状況別人材育成マニュ アルや仕組みの保有（ ％）
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次に人材育成マニュ アルの改定状況について図 5-8 で見ていく 。 調査時はコ ロナ禍であっ た

が、 その中でコ ロナ禍における人材育成マニュ アルの改定は22.0％の事業所で行われていた。

業種別に状況を見ると 、「 流通・ 商業」 では 26.4％、「 サービス業」 で 22.3％である一方、「 製

造業」 17.6％、「 建設業」 14.1％であっ た。 業種によっ て人材マニュ アルの改定は異なっ てお

り 、 コ ロナ禍での影響の違いが表れていると 思われる。 流通・ 商業やサービス業と いっ た新型

コ ロナウイ ルス感染症の影響の大きかっ た業種において対応が必要であっ たと 思われる。
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図 5 -8 　 業種別人材マニュ アルの改定（ ％）
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第 4 節／研修の実施・ 成果

研修の実施状況は、前回調査と 比較すると 、2.6％ポイ ント 低下し ている。 研修の実施に関し

ては「 実施し ている」 の割合が小さ く なっ てし まっ ている。 こ れはコ ロナ禍における影響が大

き いと 考えら れる。「 実施し ている」 が小さ く なっ ている一方で、「 今後は行う 予定がある」 が

4.0％ポイ ント 上昇し ているこ と から も コ ロナ禍において研修の実施が難し い状況にあっ たの

ではないかと 推測さ れる。

図 5 -9 　 研修の実施状況（ ％）
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売上状況ごと に研修の実施状況を見ると 、 売上増加事業所では研修を「 実施し ている」 が減

少し 、「 今後は行う 予定がある」 が増加し ている。 売上横ばい事業所では研修の実施はそれほど

伸びてはいない。 一方、 売上減少事業所は順調に実施が伸びている。 前述のよう に、 売上増加

事業所は新型コ ロナウイ ルスの影響を大きく 受けた業種が多い。 そのよう な環境下で研修を行

う 余裕がなかっ たと 推測さ れる。

図 5 -1 0 　 売上状況別研修の実施状況（ ％）
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研修の成果と し ては、「 従業員の意識向上」 の割合が 66.9％と も っ と も 大き く 、 次いで「 業

務の効率化」（ 11.4％）、「 顧客サービスの充実」（ 9.5％） が続く 。 多く の事業所が従業員の意

識向上を成果と し てと ら えている結果と なっ た。

図 5 -1 1 　 研修の成果（ ％）
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売上状況別に研修の成果を見ると 、「 大き な成果は感じ ら れない」 の割合が、売上好調な事業

所では小さ く なっ ている。 売上好調な事業所ほど研修の成果と し て売上と いう 結果につなげら

れているためであると 考えら れる。 その一方で、 売上減少事業所では研修の成果をう まく 業績

につなげら れていない可能性がある。 研修内容の改善や目的に合っ た実施など成果につながる

研修の在り 方を考えていかなければなら ないだろ う 。

 図 5 -1 2 　 売上状況と 研修成果（ ％）
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大きな成果は感じられない その他

図 5-13 は研修で求めら れる 知識・ 経験である。 も っ と も 求めら れている のは「 商品知識」

（ 33.7％） と なっ ている。「 接遇」 が 27.6％、「 営業」 が 22.4％と 続いている。 コ ロナ禍におけ

る対応と し て「 感染症に関する知識」 は 12.2％にと どまっ ている。

図 5 -1 3 　 研修で求めら れる知識・ 経験（ ％）
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し かし 、 業種によっ て求めら れている知識・ 経験の傾向は異なっ ている。 すべての業種にお

いて商品知識の割合が大き いが、 製造業では労務と ICT 活用・ パソ コ ン、 建設業では労務と 営

業、 流通・ 商業では営業と 接遇、 サービス業では接遇と 感染症に関する知識の割合が特徴的で

ある。 こ のよう に業種によっ て研修で求めら れる能力は異なっ ており 、 それぞれの業種の事業

内容に応じ てふさ わし い研修を考えていく べき だろ う 。

図 5 -1 4 　 業種別にみた求めら れる知識・ 経験（ ％）
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研修を 実施し ている 事業所の割合が前回調査時よ り も 減少し てし まっ ていた。 コ ロ ナ禍で

あっ たこ と も 要因と し て考えら れるが、今後、研修の実施をいっ そう 伸ばし ていく ためには、そ

の成果が経営に直結し ていると いう 実感が伴う よう に研修の内容やその在り 方を検討し 改善し

ていく 必要があるかも し れない。
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■調査より 浮かび上がっ てき た課題

コ ロナ禍における従業員増減と 今後の採用

・  前回調査と 比較し て全体的に従業員数を 減少さ せている事業所割合は変わら ないが、 増

加さ せている事業所割合が小さ く なっ ており 、 横ばい事業所の割合が増加し ている。

・  従業員規模別に DI 値をみると 、 小規模事業所のマイ ナスが見ら れ、 特に 6-20 人規模の

事業所ではマイ ナスに転じ ていると こ ろ も ある。 大規模事業所でのプラ スも 小さ く なっ

ている。 小規模事業所ほど雇用を維持し ていたと 思われる。

・  採用予定では、 小規模事業所ではその抑制が見ら れ、 大規模事業所では増加傾向にある

と 思われる。

働き方改革関連法対応に関する意識は高い

・  働き方改革関連法に何ら かの対応を行っ ている事業所の割合は 7 割を超えており 、 働き

方改革への意識は比較的高いよう に思われる。

・  就業規則の保有はやや増加し ており 、 働き 方改革に応じ て改定し た割合は 38.1％であっ

た。

コ ロナ禍で人材育成マニュ アルや仕組みの保有割合は伸び悩み

・  人材育成マニュ アルや仕組みの保有割合は37.4％にと どまり 、 前回調査から 2.3％ポイ

ント 上昇し たが、 目標値の 40％には至ら なかっ た。

・  売上状況別に人材マニュ アルや仕組みの有無をみると、 売上状況が厳し い事業所ほど人

材マニュ アルや仕組みの保有割合は伸びている。

・  売上好調な事業所で伸びていない理由と し てはその業種にあると 考えら れ、 それら の業

種は新型コ ロナウイ ルス感染拡大の影響を 受けやすいこ と から 人材育成マニュ アルや仕

組みを作成する余裕がなかっ たのではないかと 推測さ れる。

コ ロナ禍による研修実施割合の減少

・  前回調査と 比較し て、 研修を実施し ている事業所割合は 2.6％ポイ ント 低下し てし まっ

ている。

・  売上好調な事業所の研修実施割合が減少し ており、 新型コ ロナウイ ルス感染拡大の影響

を受けやすい業種の研修実施が伸び悩んだと 考えら れる。

・  研修の成果と し て「 従業員の意識向上」 の回答割合がも っ と も 大き く なっ た。

・  求めら れる資質・ 知識は業種によっ て異なっ ており 、 すべての業種において商品知識の

割合が大き い。 製造業では労務・ ICT 活用・ パソ コ ン、 建設業では労務・ 営業、 流通・

商業では営業・ 接遇、 サービス業では接遇や感染症に関する知識の割合が特徴的である。

・  今後、 研修の実施を伸ばし ていく ためには、 その成果が経営に直結し ていると いう 実感

が伴う よう に研修の内容やその在り 方を検討し 改善し ていく 必要があるかも し れない。
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第 1 節／事業所の今後の見通し

事業所の 2 年後の見通し について「 横ばい（ 現状維持）」、「 やや縮小」、「 大幅に縮小」 が回

答の多く を占めた。 2016 年調査と 似た結果と なっ ており 、 成長の見通し はわずかである 。 今

後の見通し について客観的な状況を 認識する ため、 DI を 計算し た。 図 6-1 で事業所の 5 年先

（ 2016 年調査） あるいは 2 年後の見通し （ 2022 年調査） は、 業種、 正社員規模でも 大き く 異

なる。 その相対の比較を試みるため、 事業所の成長見通し DI（「 大幅に成長」、「 やや成長」 か

ら 「 大幅に縮小」、「 やや縮小」 の回答割合を引いた％） をと っ た。 2016 年と 2022 年の結果を

比較し た。 2016 年の東温市調査では、 5 年後の見通し を聞いていた。 2022 年調査では新型コ

ロナウイ ルス感染症を受けて長期見通し を聞く こ と が困難だと し て 、 2 年後の見通し を調べた。

2 時点で正社員人数のグループが異なる。 2016 年は 1 人以下、 2 人、 3-4 人、 5-9 人、 10-19

人、 20-49 人、 50 人以上と し ており 、 若干異なるため、 3-4 人の結果は反映し なかっ た。 2016

年の 5-9 人、 10-19 人、 20-49 人、 50 人以上の結果は、 2022 年と 比較するために 11-20 人、

21-50 人、 51 人以上の結果の横にし ているが、 集計自体をやり 直し ているわけではないため、

若干人数が異なる比較と なる。 正社員数が少ない事業者を除く と 、 総じ て見通し に若干の明る

さ を持っ ているこ と がわかる。 見通し DI は正社員数、産業によっ て大き く 異なるこ と が分かっ

た。 図では省く が、 商工会加入の有無では DI に大きな違いはなかっ た。

　 本章では、 事業所の 2 年先の見通し 、 事業所･ 店舗･ 設備の拡張･ 増設、 縮

小( 閉鎖･ 廃業含む)、 移転の可能性、 移転の場合の移転先、 事業展開の方向、

新分野への関心状況、 後継者の有無と 事業承継方法などについて取り 上げる。

こ れら はいずれも 政策にと っ て重要と なる。 特に本章では 2 年先の見通し は、

2 0 1 6 年と の比較や様々な特徴がみら れるため、 詳し く 取り 上げる。

｜ 第 6 章 ｜　 　 将来見通し と 課題状況
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図 6 -1 　 属性別 2 年後の成長見通し D I
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図でわかるこ と と し て、2016 年と 比べても 2022 年の方が数値が総じ て良いと いう こ と であ

る。 新型コ ロナウイ ルス感染症の影響で 2021 年の景況感が悪すぎたと いう こ と と 、2022 年 6

月までに見舞われた状況から 考えて、 さ すがにこ れ以上状況が悪く なるこ と はないのではない

かと 事業者が一定程度予想をし ていると 推察でき る。 2016 年調査と DI 値で比較すると 、 違い

が分かり にく いため、 本章では DI 値と 同時に成長の回答内容を見ていく こ と と し た。「 大幅に

成長」、「 やや成長」 の回答割合を見ていく 方が時と し て DI 値より も わかり やすく 、情報を詳し

く 見るこ と ができ るため、 以降では「 大幅に成長」、「 やや成長」 を 足し て「 成長の回答割合」

と し て 2016 年と 比較するこ と にし た。

2 年後の見通し について、 個人企業、 法人企業と いっ た組織形態では大き な違いが無かっ た 。

正社員規模別と 産業別の集計では違いがみら れた。 図 6-2 は正社員規模 4 区分別に 2 年後の見

通し の回答割合をまと めた。

図 6 -2 　 正社員規模別 2 年後の見通し ( 単位： ％ )
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図 6 -3 　 産業別 2 年後の見通し
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現状維持が多く を 占めるが、 2022 年が最も 状況が悪く 、 見通し は明るいと 考える事業者も

平均し て 25％弱いる。 図 6-2 は正社員規模別の 2 年後の見通し で、規模が小さ いほど悲観的見

通し を持っ ている。 3 人以上では 20％以上がやや成長、 大幅に成長と なっ ており 、 明るい見通

し を持っ ている。 図 6-3 は、 やや成長、 大幅に成長と いう 明るい見通し に限定し て業種別に内

訳をまと めた。 急激に進んだ円安の影響がある製造業は比較的楽観的見通し を持っ ている。 円

安も 含めた事業環境を逆にチャ ンスと と ら えている事業者も 多いと みら れる。 全体と し て記入

すると き の 2021 年の状況が最も 悪い一方で、 将来に対し て今ほど悪く ないと 、 ある程度楽観

し ている数値と 推察さ れる。

表 6-1 は 2016 年、2022 年の成長見通し について産業別集計結果を比較し たも のである。 DI

値の変化が大き いと こ ろは背景に色を付けた。 データ の特徴と し ては 2016 年、2022 年いずれ

も 産業別にはよく 似た結果と なっ ていて、 2 年後の見通し で「 大幅に成長」、「 成長」 と いう 回

答が多かっ た業種は、 製造業（「 大幅に成長」、「 成長」 の回答数（ 以下省略） 25/全回答数 71）、

情報通信業（ 3/全回答数 6）、 運輸業 , 郵便業（ 20/全回答数 46）、 小売（ 22/全回答数 111）、

研究 , 専門 ･ 技術サービス業（ 5/全回答数 19）、宿泊 , 飲食業（ 13/全回答数 52）、医療業（ 8/

全回答数 33）、社会保険 ･ 社会福祉 ･ 介護事業（ 11/全回答数 40）、その他サービス業（ 11/全

回答数 34） と 、 幅広い業種に及んでいる。 2011 年調査の際は小売、 宿泊 , 飲食業、 医療業の

数値が悪かっ たが、 今回新型コ ロナウイ ルス感染症の影響でも 景況感が底入れし 、 明るい材料

と なっ ている。
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表 6 -1 　 2 0 2 2 年と 2 0 1 6 年の産業別成長見通し

2022年 2016年
回答数 大幅に成⻑ やや成⻑ 横ばい(現

状維持) やや縮小 大幅に縮小 DI 回答数 大幅に成⻑ やや成⻑ 横ばい(現
状維持) やや縮小 大幅に縮小 DI

全体 682 2.5 19.9 52.9 16.4 8.2 -2.2 927 3.5 20.3 46.6 16.1 13.6 -5.9
農林業 17 0.0 17.6 70.6 5.9 5.9 5.9 9 - 33.3 44.4 22.2 - 11.1
建設業 67 1.5 13.4 62.7 13.4 9.0 -7.5 100 4.0 20.0 42.0 16.0 18.0 -10.0
製造業 71 2.8 32.4 45.1 15.5 4.2 15.5 103 5.8 24.3 45.6 15.5 8.7 5.9
電気･ガス･水道業 3 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0
情報通信業 6 16.7 33.3 33.3 16.7 0.0 33.3 4 25.0 25.0 50.0 - - 50.0
運輸業,郵便業 46 0.0 43.5 45.7 6.5 4.3 32.6 51 5.9 29.4 49.0 13.7 2.0 19.6
卸売業 27 7.4 22.2 51.9 11.1 7.4 11.1 58 3.4 32.8 39.7 19.0 5.2 12.0
小売業 111 1.8 18.0 52.3 19.8 8.1 -8.1 183 2.7 18.6 42.1 15.8 20.8 -15.3
金融,保険 14 0.0 21.4 42.9 14.3 21.4 -14.3 12 16.7 25.0 33.3 16.7 8.3 16.7
不動産業・物品
賃貸業 13 0.0 15.4 61.5 15.4 7.7 -7.7 32 3.1 18.8 53.1 21.9 3.1 -3.1

研究,専門･技術
サービス業 19 5.3 21.1 47.4 26.3 0.0 0.0 22 - 27.3 54.5 13.6 4.5 9.2
宿泊,飲食業 52 1.9 23.1 42.3 15.4 17.3 -7.7 78 2.6 14.1 48.7 16.7 17.9 -17.9
生活関連サービ
ス,娯楽業 57 1.8 5.3 45.6 31.6 15.8 -40.4 85 4.7 16.5 40.0 18.8 20.0 -17.6
教育,学習支援業 30 0.0 16.7 56.7 16.7 10.0 -10.0 36 2.8 13.9 44.4 19.4 19.4 -22.1
医療業 33 3.0 21.2 51.5 18.2 6.1 0.0 37 - 13.5 54.1 21.6 10.8 -18.9
社会保険･社会福
祉･介護事業 40 5.0 22.5 65.0 7.5 0.0 20.0 39 - 25.6 59.0 5.1 10.3 10.2
郵便局,協同組合 14 0.0 0.0 64.3 28.6 7.1 -35.7 11 - - 81.8 18.2 - -18.2
宗教 24 0.0 0.0 66.7 25.0 8.3 -33.3 25 - 4.0 60.0 24.0 12.0 -32.0
その他サービス業 34 8.8 23.5 58.8 2.9 5.9 23.5 42 2.4 23.8 57.1 4.8 11.9 9.5

全体
農林業
建設業

製造業

電気･ガス･水道業
情報通信業
運輸業,郵便業
卸売業
小売業
金融,保険
不動産業・物品
賃貸業
研究,専門･技術
サービス業
宿泊,飲食業
生活関連サービ
ス,娯楽業
教育,学習支援業
医療業
社会保険･社会福
祉･介護事業
郵便局,協同組合
宗教
その他サービス業

※ 2022 年調査と 2016 年調査では産業区分が多少異なっ ている 。 2016 年調査では電気・ ガス・ 水道業の事業所が大変少

ないため、 製造業に入れて集計し た。

表 6 -2 　 経営理念、 中長期経営方針、 経営計画有無別成長の見通し

合計
大幅に
成⻑

やや
成⻑

横ばい(現
状維持)

やや
縮小

大幅に
縮小

成⻑の回
答割合

全体 100.0 2.6 20.0 52.4 16.9 8.1 22.6
はい 100.0 3.3 27.0 52.6 14.2 2.8 30.3
いいえ 100.0 2.3 16.6 52.3 18.2 10.7 18.9

合計
大幅に
成⻑

やや
成⻑

横ばい(現
状維持)

やや
縮小

大幅に
縮小

成⻑の回
答割合

全体 100.0 2.6 19.9 52.6 16.8 8.0 22.5
はい 100.0 3.4 28.9 52.7 11.6 3.4 32.3
いいえ 100.0 1.7 9.2 52.5 23.1 13.6 10.8

合計
大幅に
成⻑

やや
成⻑

横ばい(現
状維持)

やや
縮小

大幅に
縮小

成⻑の回
答割合

全体 100.0 2.6 19.9 52.9 16.6 8.0 22.5
はい 100.0 4.2 28.0 52.7 11.9 3.2 32.2
いいえ 100.0 1.2 12.4 53.0 21.0 12.4 13.6

(2)①経営理念の外部
公開を行っていますか

(2)② 中・⻑期（3〜5
年程度）の経営⽅針は

お持ちですか

(2)④毎年の経営計画は
作っていますか

(1)2年後の見通し
単位：％

単位：％
(1)2年後の見通し

(1)2年後の見通し
単位：％

表 6-2 は経営理念の有無別、 中長期経営方針の有無別、 毎年の経営計画の有無別それぞれの

2 年後の見通し の「 はい」、「 いいえ」 別構成比を計算し たも のである 。 それぞれ一番右の列は

「 大幅に成長」、「 やや成長」 を足し た数値である。 背景に色がついているよう に経営理念の公開、

経営方針、 経営計画と いっ た基準を持っ て経営を行っ ている事業者ほど、 先の見通し が明るい

と いう こ と である。

表 6-3 に現在の強み別に 2022 年調査の 2 年後の見通し 、 2016 年調査の 5 年後の見通し を
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まと めた。 項目別に構成比を計算し 、 右列に「 大幅に成長」、「 やや成長」 を足し た数値を計算

し た。 成長し やすい、 見通し が明るい事業者の強みをラ ンキングで示し たも のである。 例えば

2022 年度であれば、「 技術 ･ 精度 ･ 品質の高さ 」 と いう 項目全体で 100％と なる。 背景の付い

た項目は 2016 年、2022 年いずれも 強みで上位に来ている項目になる。 5 項目は大変地道は努

力が求めら れるため、 感染症拡大期にすぐ 上げよう と 考えても でき ない。 長年地道に努力を積

み重ねた者にこ そ光が当たっ ている状況と 言える 。 こ う し た 5 項目以外の 2022 年調査におけ

る上位項目は時代の変化によっ て、 上昇し ている項目と なる 。 6 年間の変化によっ て経営上の

判断も 大変難し かっ たと 推察さ れる。

表 6 -3 　 現在の強みと 2 年後、 5 年後の見通し ( 単位： ％ )

2022年 2016年

単位：％
大幅に
成⻑

やや成
⻑

成⻑の回
答割合

単位：％
大幅に
成⻑

やや成
⻑

成⻑の回
答割合

技術･精度･品質の高さ 1.8 43.6 45.5 連携･ネットワーク 11.8 45.5 57.3
商品価値向上の取り組み 4.1 33.8 37.8 IT活用 3.9 41.2 45.1
連携･ネットワーク 12.5 25.0 37.5 事業の多角化 17.0 28.0 45.0
事業の多角化 3.4 32.6 36.0 商品価値向上の取り組み 12.0 30.8 42.8
市場開拓･販路開拓 4.3 30.4 34.8 経営戦略･企画力 1.8 36.5 38.3
迅速さ･納期･スピード 4.0 26.7 30.7 知名度･ブランド 5.9 29.2 35.1
安定した資金繰り 0.0 30.0 30.0 市場開拓･販路開拓 6.3 27.7 34.0
資金調達 3.7 25.9 29.6 安定した資金繰り 3.8 30.1 33.9
細やかな対応・サービス 4.8 24.3 29.1 教育･訓練 0 31.3 31.3
業務効率･作業効率 2.6 23.7 26.3 人材 5.8 24.4 30.2
教育･訓練 0.0 24.6 24.6 迅速さ･納期･スピード 3.2 26.6 29.8
後継者の存在 2.7 21.6 24.3 技術･精度･品質の高さ 3.8 22.8 26.6
知名度･ブランド 4.0 20.0 24.0 製品･サービス開発･独自性 1.4 25.2 26.6
経営戦略･企画力 2.8 21.1 24.0 資金調達 4.3 21.7 26.0
人材 1.9 19.2 21.2 業務効率･作業効率 2.3 23.0 25.3
製品･サービス開発･独自性 1.6 19.3 20.9 細やかな対応・サービス 2.6 20.0 22.6
IT活用 1.6 17.7 19.4 後継者の存在 3.0 15.2 18.2
その他 3.2 6.5 9.7 その他 2.3 2.3 4.6

図表では省く が、見通し に関し てこ の連携・ ネッ ト ワーク と いう 意味は解釈が必要と なる。 ど

の程度社会連携をすればいいのか、 何をすればいいのかと いう こ と である 。 7 章でまと めるが、

特に規模が小さ い事業者ほど商工会への加入と いっ た社会連携活動が重要と なる 。 し かし 、 2

年後の見通し について事業者全体で商工会加入の有無で集計し た限り では、 わずかに商工会加

入の方が「 やや成長」 が高く なるも のの、 ほと んど差がなかっ た。

同様に集計結果は省く が、 社会連携活動に取り 組んでいる事業者の方が 2 年後の見通し が明

るい見通し を持っ ていると いう 傾向がある。 調査票 7(2) の社会連携内容でいう と 、「 異業種交

流」、「 人脈 ･ ネッ ト ワーク 形成」、「 経営に役立つ知識の習得」 と いっ た特に軽い社会交流をし

ている事業者の方が見通し が明るいと いう 結果であっ た。

図表 6-3 では IT 活用の項目が低く なっ ているが、事業者の認識と 実際のデータ は異なる。 東

温市ではパソ コ ン・ スマート フ ォ ンなどを用いたイ ンタ ーネッ ト サービスの利用が広がっ てい

る。 調査票 3(4) イ ンタ ーネッ ト サービスと 2022 年調査の 2 年後の見通し 、 2016 年調査の 5

年後の見通し を 調べると 、 表 6-4 と なる。 左列は 2022 年の調査、 右列は 2016 年の調査結果

である。 2016 年の調査項目は 2022 年と 若干異なるが、概ね同じ ため、比較し た。 調査票 3(4)
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は当てはまるも のすべてを回答する項目である。 東温市でも 大半の事業者ではイ ンタ ーネッ ト

サービスが利用さ れており 、 イ ンタ ーネッ ト サービスを活用すればするほど、 見通し が明るい

と いう 結果になっ ているため、 IT 活用はこ れまでより も 一層重要と なっ ている。 その一方で、

強みと 認識さ れにく く なっ ているのはサービスが広がり 、 他の事業者と の差別化し にく く なっ

ている背景があるも のと 推察さ れる。 表 6-4 が意味し ているのはイ ンタ ーネッ ト サービスのど

れかを利用し ている事業者と 多様なサービスを使いこ なし ている事業者では大き な違いがある

と いう こ と である。 2016 年調査結果と 比較すると 、 結果に大き な変更がないため、 イ ンタ ー

ネッ ト サービスの重要性がいさ さ かも 変わり ないこ と がわかる。

表 6 -4 　 利用し ているイ ンタ ーネッ ト サービス別 2 年後の見通し

2022年 2016年

合計
大幅に
成⻑

やや
成⻑

成⻑の回
答割合

大幅に成
⻑

やや成⻑
成⻑の回
答割合

全体 100.0 2.7 20.6 23.3 全体 3.7 20.7 24.4
メールマガジンの発信 100.0 5.3 52.6 57.9 メールマガジン 12.8 48.7 61.5
ホームページ・ブログ・
SNSなどで情報発信

100.0 3.6 29.9 33.6
ネットショップ
の開設

5.7 25.4 31.1

ネットショップ、ネット
注文サイトの開設

100.0 2.8 30.6 33.3
ホームページ・
ブログ開設

15.3 34.3 49.6

SNS 6.5 36.4 42.9
ネット検索で情報収集 100.0 4.2 24.9 29.1 情報収集 2.9 28.2 31.1

いずれも使っていない 100.0 - 8.9 8.9
いずれも使って
いない

1.8 9.2 11.0

その他 100.0 7.7 23.1 30.8 その他 6.5 25.8 32.3

5年先の見通し2年後の見通し
単位：％ 単位：％

表 6-5 では調査票 3(5) キャ ッ シュ レス決済と 2 年後の見通し を調べた。 キャ ッ シュ レス決済

サービスは利用し ないより も 利用し ているケースの方が成長の回答割合が高いが、 利用し てい

る回答数がク レジッ ト カ ード を除く と 全体で 180 件程度と 少ないのと 、導入し ていない事業所

と の差が大き く はないこ と が分かっ た。

表 6 -5 　 キャ ッ シュ レス決済と 2 年後の見通し

単位：％ 合計 大幅に成
⻑

やや成⻑ 横ばい(現
状維持)

やや縮小 大幅に縮
小

成⻑の回
答割合

全体 100.0 2.0 19.0 51.2 18.1 9.5 21.1
クレジットカード 100.0 2.2 24.4 56.3 11.9 5.2 26.7
デビットカード 100.0 8.0 16.0 60.0 16.0 - 24.0
共通電子マネー
(ICOCA、WAONなど)

100.0 6.8 25.0 61.4 4.5 2.3 31.8

バーコード・QRコー
ド決済(PayPay、
LinePayなど)

100.0 3.0 25.7 59.4 9.9 2.0 28.7

いずれも導入していな
い

100.0 1.9 14.3 49.0 22.4 12.4 16.2

その他 100.0 - 17.6 52.9 11.8 17.6 17.6
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表 6-6 は本社 ･ 本店の住所別見通し 割合で、2022 年と 2016 年を成長に関する回答分だけ比

較し た。 2016 年と 同様で、 東温市内の事業所の回答割合が若干低いが松山市を 本拠と する事

業所と の差が縮まっ ている。 東温市近隣市町の成長の回答割合が 8.3％に過ぎず、 低く かっ た。

その他の愛媛県、 県外の成長の回答割合は 2016 年調査と 同様高かっ た。 県外は数が少なく て

も 電子商取引が得意な企業、 大手企業の傘下が多いため、 見通し について積極的な回答が多い

と みら れる。

表 6 -6 　 本社 ･ 本店の住所別成長見通し 割合

2022年 2016年

大幅に成
⻑

やや成⻑ 成⻑の回
答割合

大幅に成
⻑

やや成⻑ 成⻑の回
答割合

全体           2.6         19.9         22.5 全体 3.6 21.0 24.6
回答事業所と同じ           2.0         16.4         18.4 回答事業所と同じ 3.2 17.4 20.6
回答事業所とは別の
東温市内

          5.9         17.6         23.5
回答事業所とは別の
東温市内

- 29.6 29.6

松山市           6.9         21.8         28.7 松山市 4.0 32.7 36.7
東温市の近隣市町 (
砥部町・松前町・伊
予市・久万高原町・
⻄条市 )

-           8.3           8.3

東温市の近隣市町 (
砥部町・松前町・伊
予市・久万高原町・
⻄条市 )

- 25.0 25.0

その他の愛媛県 -         50.0         50.0 その他の愛媛県 14.3 28.6 42.9
県外           1.4         33.3         34.7 県外 5.4 28.0 33.4

2年後の見通し 5年後の見通し
単位：％ 単位：％

第 2 節／今後の事業展開と 事業承継

表 6-7 は正社員階級別に 2 年後の予定を聞いた結果である。いずれの階級も 70％以上が現状

維持であるが、 規模が大き く なるほど拡張の回答割合が高く なる。 逆に新規出店・ 進出は規模

が小さ い事業者で回答が若干示さ れた。 単位は拡張から 合計までは回答数で、DI 値は％と なっ

ている。 DI 値は、 全体に対する割合について拡張＋新規出店・ 進出－縮小・ 集約－閉鎖・ 廃業

を計算し たも のである。数値が大き いほど拡大し ているこ と を示し ている。規模別にみると 、規

模に応じ て大き く なるが、 正社員規模 3 人以上であれば、 規模が小さ い中でも 積極的な回答が

見ら れるため、差が大きく ないこ と がわかる。 2022 年は 2016 年調査より も 2 年後の予定に関

し て極めて悪い数値と なっ た。 適切に比較でき ないため、 集計などは省く 。 経営組織別には集

計結果を示さ ないが、 法人企業の方が個人企業より も 拡張、 新規出店・ 進出と いっ た回答が多

く 、 積極的である。 4 産業別には大差がなかっ た。
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表 6 -7 　 正社員規模別 2 年後の予定 ( 単位： 回答数、 ％ )

拡張 縮小･集
約

閉鎖･廃
業

業種転換 合併･
M&A

現状維持 新規出
店･進出

移転 その他() 合計 DI

単位 ％
全体 53           33           37           5             3             456         18           13           17           635         0.2          
0-1人 5             12           19           3             -               103         5             1             3             151         -13.9       
2人 4             7             13           -               1             106         3             1             4             139         -9.4         
3-5人 8             7             4             2             -               100         6             6             5             138         2.2          
6-10人 11           3             -               -               1             62           3             4             1             85           12.9        
11-20人 13           3             1             -               -               36           -               -               4             57           15.8        
21-50人 6             1             -               -               1             28           1             1             -               38           15.8        
51人- 6             -               -               -               -               21           -               -               -               27           22.2        

回答数

事業活動を維持継続する場合、 今後の事業展開をどのよう に考えているかと いう 質問に対し 、

正社員別にまと めた回答が図 6-4 と なる。 相対的に正社員 3-20 人のと こ ろ で、 新分野への進

出を考える回答が多かっ た。

図 6 -4 　 正社員規模別事業展開の方向

87.1 91.9 90.0 84.3 82.0 79.7 
91.9 89.7 

12.9 8.1 10.0 15.7 18.0 20.3 
8.1 10.3 

 -

 10.0

 20.0

 30.0

 40.0

 50.0

 60.0

 70.0

 80.0

 90.0

 100.0

全体 0-1人 2人 3-5人 6-10人 11-20人 21-50人 51人-

現在の事業に特化し、維持継続する

回
答
割
合
％

新分野への進出を含めて考える

表 6-8 は、経営組織別、産業別、正社員規模別に後継者の有無と 事業承継方法をまと めた。 個

人より 法人の方が事業継承の検討が進んでいる。 正社員規模別には 3 人以上であると 、 事業継

承の検討が進みやすい。 産業別には大き な違いが無かっ た。
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表 6 -8 　 後継者の有無と 事業承継方法

上段:事業者数

下段:％ 合計
後継者はす
でに決定し
ている

事業は継承したい
が、後継者はまだ
決まっていない

第三者への
譲渡やM&A

廃業または
閉鎖

未定・わか
らない

事業継承不
要(上場企業
など)

673              137              113                         13                59                281              70                
100.0           20.4             16.8                        1.9               8.8               41.8             10.4             

212              33                27                           3                   42                104              3                   
100.0           15.6             12.7                        1.4               19.8             49.1             1.4               

446              101              84                           10                16                172              63                
100.0           22.6             18.8                        2.2               3.6               38.6             14.1             

15                3                   2                              -                     1                   5                   4                   
100.0           20.0             13.3                        -                     6.7               33.3             26.7             

646              131              110                         13                56                268              68                
100.0           20.3             17.0                        2.0               8.7               41.5             10.5             

293              34                42                           4                   53                145              15                
100.0           11.6             14.3                        1.4               18.1             49.5             5.1               

226              67                44                           7                   3                   81                24                
100.0           29.6             19.5                        3.1               1.3               35.8             10.6             

97                23                21                           2                   -                     33                18                
100.0           23.7             21.6                        2.1               -                     34.0             18.6             

87                17                23                           1                   1                   34                11                
100.0           19.5             26.4                        1.1               1.1               39.1             12.6             

674              137              113                         13                59                282              70                
100.0           20.3             16.8                        1.9               8.8               41.8             10.4             

93                19                18                           2                   7                   34                13                
100.0           20.4             19.4                        2.2               7.5               36.6             14.0             

67                15                14                           -                     7                   29                2                   
100.0           22.4             20.9                        -                     10.4             43.3             3.0               

207              47                25                           2                   14                86                33                
100.0           22.7             12.1                        1.0               6.8               41.5             15.9             

301              55                56                           9                   31                130              20                
100.0           18.3             18.6                        3.0               10.3             43.2             6.6               

(6)事業の種
類(4区分)

全体

製造業（農
林業含む）

建設業

流通・商業

サービス業

全体

2人以下

3-10人

11-50人

51人-

総正社員数

(4)事業承継⽅法

(11)組織形
態/未回答補
完後

全体

個人企業

法人企業

非営利組織

後継者はすでに決定し ている場合の後継者は表 6-9 の通り で、 親族が多い。 規模が大きく な

るほど非親族の割合が高く なる。 図表を省く が、 個人より も 法人の方は非親族の割り 合いが高

いと いっ た特徴がみら れた。 事業承継において、 正社員規模 3 人以上かどう かが、 分かれ道に

なっ ているため、 事業承継にと っ て規模拡大が重要と なる 。 2016 年調査と 比べると 、 非親族

の割合が高く なっ た。 廃業または閉鎖は個人企業では 19.8％に上る。 一層の対策が必要と なっ

ている。

表 6 -9 　 後継者と 親族・ 非親族

全体 親族 非親族
単位 回答数
全体 121      86.0 14.0
2人以下 33        90.9 9.1
3-10人 62        88.7 11.3
11-50人 22        72.7 27.3
51人- 4          75.0 25.0
2016年 164 90.2 9.8

％



0 7 1

第
6
章

第
7
章

将
来
見
通
し
と
課
題
状
況

市
内
事
業
所
の
企
業
連
携
、

社
会
連
携

第
8
章

施
策
へ
の
希
望
と
事
業
者

の
声

補
章
1

調
査
概
要
、
調
査
方
法
、

調
査
票

補
章
2

集
計
結
果

■調査より 浮かび上がっ てき た課題

2 年後の成長見通し

・  2 年後の成長見通し では、 多く の回答が横ばいや悲観的回答である一方で、 25％程度が

大いに成長、 やや成長と 回答し た。 2021 年の決算を 受けた回答が多いと みら れ、 今以

上に事業環境が悪く なら ないと の判断から 、 2016 年調査より も 明る い材料が示さ れた

も のと みら れる。

・  正社員規模別にみる と 、 規模が大き く なる ほど見通し が成長の割合が高く なっ ている。

産業別には製造業など 2016 年調査より も 成長割合が高く なっ た。

・  経営指針の公表と いっ た基本的な経営事項について 、 成長見通し にも 大きな違いが出て

いる。 強みを 調べると 、 地道な取り 組みを 重視する事業者ほど成長見通し が多く 回答さ

れていた。 イ ンタ ーネッ ト 、 キャ ッ シュ レ ス決済などの利用者も 成長見通し が高く なっ

た。

事業所の拡大・ 縮小

・  事業所・ 店舗の今後では、「 現状維持」 が大半であるが、「 拡張」、「 縮小・ 集約」、「 閉鎖・

廃業」 などのう ち、 拡大基調な回答について調べた。 正社員規模が大き いほど、 積極的

な回答が目立っ た。

・  本社 ･ 本店の住所別見通し 割合を 調べると 、 2016 年と 変わら ず、 県外、 松山市に本拠

がある事業者と 比べて見通し が悲観的であるが、 松山市周辺の競合自治体と 比べると 楽

観的であっ た。

事業展開の今後

・  事業展開の今後については、 87.1％が「 現在の事業に特化し 、 現状を維持する」 意向で

ある が、「 新分野への進出を 考える 」 も 12.9％と 一定数ある。 2016 年調査と 大き く は

変わら なかっ た。

後継者・ 事業承継

・  後継者の有無では、「 後継者はすでに決定し ている 」 が 20.4％で、 う ち 86.0% が親族

である。 非親族の後継者割合が 2016 年より も 上昇し た。

・  廃業または閉鎖は個人企業では 19.8％に上る。 一層の対策が必要と なっ ている。
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第 1 節／孤立する零細事業者に対する商工会の役割

表 7-1 は他企業や異業種と の連携を図るための会やグループに参加し ている程度を調べたも

のである。 正社員規模別の社会連携グループの参加有無の割合を示し ている。 2016 年と 2022

年では正社員規模のグループの組み方が異なるが、 大まかな比較はでき る。 背景のあると こ ろ

は 2016 年と 比べて変化が大き かっ たと こ ろ である 。 特に正社員規模 2 人、 20-49 人グループ

の社会連携の程度が落ちているのがわかる。 3-4 人のグループは社会連携の程度が上がっ た。

表 7 -1 　 組織別、 正社員規模別グループの参加の有無の結果 ( 単位： 回答数、 % )　 　

回答数 参加割合(％) 回答数 参加割合(％)
全体 935 30.7 全体 687 32.2
個人企業 349 20.3 個人企業 216 23.1
法人企業 526 38.6 法人企業 455 36.0
1人以下 315 19.0 1人以下 160 21.3
2人 174 27.0 2人 138 21.0
3-4人 152 32.9 3-5人 142 38.0
5-9人 125 40.8 6-10人 89 38.2
10-19人 76 46.1 11-20人 62 48.4
20-49人 56 51.8 21-50人 40 45.0
50人以上 29 48.3 51人- 30 43.3

2016年 2022年

　 本章では、 企業連携、 社会活動の現状を取り 上げる。 条例及び行動指針で

は、 事業者が地域社会の一員と し て、 市の社会貢献活動、 地域活性化のため

のイ ベント 等に取り 組む経済団体への協力及び加盟に努め、 振興施策及び振

興事業に、 積極的に協力するよう に努めるこ と が期待さ れている。 そし て、 そ

のこ と が事業活動の拡大、 受発注の協力関係の構築、 経営の革新・ 技術力の

強化・ 創業等にも つながるため、 連携強化が図れる施策に取り 組むこ と が目

指さ れている。 新型コ ロナは事業者に大変苛酷な影響を与えているため、 社

会連携に対する日ごろ の積極姿勢と 消極姿勢の度合いがいつも より も 深刻な

差と なっ て表れた。

｜ 第 7 章 ｜　 市内事業所の企業連携、 社会連携
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他企業や異業種と の連携を図るための会やグループに参加し ていない場合、 今後参加を検討

する事業者については表 7-2 の通り と なっ た。 2016 年調査の際、「 他企業や異業種と の連携を

図るための会やグループに参加し ていない」 と する回答を選び、「 今後参加を検討」 と する回答

は 13.0% だっ た。 2022 年は正社員規模別にまと めると 全体で 9.3％と 低く なっ た。 回答の内

訳を見ると 、 特に正社員規模 5 人未満のと こ ろ で社会連携への姿勢が弱いこ と が分かっ た。

表 7 -2 　 正社員規模別「 今後参加を検討」 割合 ( 単位： 回答数、 % )

回答数 「今後参加を検
討」の回答数

全体 389    36                        9.3 

1人以下 109    8                          7.3 

2人 98      7 7.1 

3-5人 71      5 7.0 

6-10人 46      7 15.2 

11-20人 30      5 16.7 

21-50人 19      - - 

51人- 16      4 25.0 

「今後参加を検討」
の回答割合 (％)

社会連携において制度面の影響から 個人か法人かと いう 組織形態で、 連携の程度や内容が

元々異なる。 こ こ で強調し ておき たいのは法人企業は定期的に会計士・ 税理士と 会っ ている一

方で、個人企業は自ら 積極的に参加し なければ、社会と のつながり を広げるこ と ができ ない。 図

7-1 は東温市で加入が多い団体を商工会、 法人会、 商工会議所の 3 つに絞っ て正社員規模別に

加入状況を調べたも のである。 2 人以下の事業者の場合、 元々社会活動が弱いため、 商工会の

役割が大変重要と なっ ている。 正社員規模別に集計値を見ていく 場合、 こ の報告書では 7 区分

と し ているが、 内容から 粗い区分でも 同じ 特徴が示さ れる場合は、 読者の理解のし やすさ から

なるべく 4 区分を用いている。 そのため、 表 7-3 では 7 区分だが、 図 7-1 では 4 区分と なる。

図 7 -1 　 正社員規模別参加グループ ( 単位： 回答数 )
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経営組織が法人で、 参加グループを本社の拠点別に検討すると 、 大まかな傾向と し て松山や

市外を本拠にし ている事業所の場合、 幅広い参加グループに分散し て所属し ている。 東温市を

本拠にし ている場合、 多く は商工会に所属し ている。

詳細をすべて表示できないため、 表での掲載を省く が、 商工会に加入し ている事業者のう ち、

正社員 2 人以下の事業者は約 7 割強で未加入と なっ ている 。 3-10 人の事業者は 6 割強未加入

であるが、 法人が多いため、 問題が生じ ていても 税理士、 会計士や従業者と のつながり で何と

か対処できるこ と 多いが、 事業規模が小さ い場合に社会と のつながり が薄いと 孤立し て事業に

行き詰っ た場合に問題と なり かねない。 新型コ ロナで問題と なるのはつながり が元々希薄な事

業者を 一層孤立さ せた懸念である。 運輸業 , 郵便業、 卸売業、 小売業、 生活関連サービス , 娯

楽業、 教育 , 学習支援業で加入の割合が低い。 非営利団体の多い、 社会福祉分野も 加入割合が

低い。 も し 中小零細企業向け新型コ ロナ対策で、 課題があると するなら ば、 2 人以下の事業者

をでき るだけ孤立さ せず、 き めの細かい政策支援につなげる工夫である。 図 7-1 は一つの典型

例であるが、 人数の少ない零細事業者が自粛生活の中で、 孤立するこ と を強いら れていると い

う 姿が浮かび上がる。 そう し た状況の中で、 商工会の役割が一層重要と なっ た可能性がある。

図 7 -2 　 商工会加入の有無別 ( 単位： % )

 

図 7-2 は商工会加入、 未加入別に経営上の問題点の相談相手を示し たも のである。 未加入の

場合、 法人などで従業者や専門家に普段多く 接し て解決し ているこ と がわかる。 し かし 、 正社

員 2 人以下で個人事業の場合、 そも そも 従業者や専門家に相談し て解決するこ と が難し い。 そ

の場合、 商工会だけでなく 、 幅広く 周囲に相談し て対処するこ と が望まし い。 いく つかの図が

示し ているこ と を総合すると 、 商工会未加入の零細事業者で、 孤立化が進んだ事業者がいたと

推察さ れる。
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第 2 節／企業連携に積極的な零細事業者

では、 連携のための会やグループへ参加し ている場合、 主にどのよう な活動がなさ れている

のであろ う か。 図 7-3 は正社員規模別に社会連携の活動内容の上位をこ の設問の回答数 205 で

割っ て回答率をまと めたも のである。 特に規模が小さ いと こ ろで情報交換、 経営に役立つ知識

の習得と いっ た積極的な回答が多く なっ ている。 正社員規模が大き く なるほど、 回答が少なく

なっ ている。

図 7 -3 　 正社員規模別の社会連携の活動内容 ( 単位： ％ )
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図 7 -4 　 正社員規模別産学連携 ( 単位： ％ )

全体 全体 2人以下 3-10人 11-50人
2016年 2022年 2022年 2022年 2022年

行ったことも、
関心もない

74.6 57.6 72.8 37.8 14.1

行ったことはない
が、関心はある

17.8 30.7 21.6 28.6 11.7

過去に行った
ことがある

4.2 8.0 4.9 6.0 5.3

現在行っている 3.3 3.7 0.7 3.2 2.5

3.3 3.7 0.7 3.2 2.5 4.2 8.0 4.9 
6.0 

5.3 17.8 

30.7 

21.6 

28.6 

11.7 

74.6 
57.6 

72.8 

37.8 
14.1 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

現在行っている 過去に行った
ことがある

行ったことはない
が、関心はある

行ったことも
関心もない



0 7 6

図 7-4 は産学連携について正社員規模別にまと めたも のである。 人数が少ないと こ ろ では依

然と し て産学連携を 行う ケースが少ないが、 2016 年の結果と 比べて総じ て連携経験が増えて

き ているこ と が分かっ た。

図 7 -5 　 正社員規模別のイ ンタ ーンシッ プの状況に関する回答割合 ( 単位： % )
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受け入れている 今後、受け入れても良い
受け入れ態勢が整わない 受け入れ予定がない
対応したいができない

イ ンタ ーンシッ プの受け入れの状況では、 正社員規模別に大き いほど受け入れに積極的な数

値と なっ ているも のの、 規模が小さ い事業者も 否定的な反応は 1/4 ほどに留まり 、 少なかっ た。

おそら く 多く の零細事業者は、 イ ンタ ーンの実施が難し いと 考えているも のの、 新型コ ロナの

問題が生じ る前までの人手不足や後継者問題があり 、 機会があれば方策を考えたいと する揺れ

る反応が示さ れたも のと みら れる。

第 3 節／立地のメ リ ッ ト 認識

図 7-6 は事業者が東温市に立地するメ リ ッ ト をまと めたも のである。 人材や競合が少ないと

いっ た回答に否定的な意見が多いも のの、 つながり ・ 助け合い、 自然環境、 交通・ 輸送の便に

魅力を感じ ているこ と がわかる。 回答が多い項目と 少ない項目がある。 つながり・ 助け合い、自

然環境、 交通・ 輸送の便の回答は事業者が東温市を純粋に好きで、 他のも のに変えら れない魅

力を感じ ているこ と をう まく 言いあら わす選択肢がないため、 代わり に選ばれていると いっ た

状況と 推察さ れる。
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図 7 -6 　 立地のメ リ ッ ト ( 単位： % )
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図 7-7 は 2016 年と 2022 年調査の比較である。 コ ロナ禍の影響を受け、「 企業の再デザイ ン」

の必要性が強調さ れるよう になっ た。 その中には、 対話のあり 方や事業所の立地の問題なども

ふく まれる。 立地条件については、 2016 年の調査は第 3 位までの選択、 2022 年調査は一つひ

と つはい、 いいえの選択であり 、 2022 年について 2016 年より も 回答数が増えるため、 厳密に

は単純比較はできない。 2016 年調査では回答を 3 つに絞っ たため、4 位以下の回答を拾う こ と

はでき なかっ た。 図をみると 2022 年には東温市に立地するメ リ ッ ト 感が大きく 深化し たよう

に思われる。「 自然環境」「 交通の便」「 古く から のつながり 」 が強く 意識さ れ、 市内の便利さ 、

松山市の近さ にも 改めて見直さ れている。

図 7 -7 　 東温市での事業所の立地条件数
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第 4 節／環境経営・ 健康経営

環境経営の取り 組みに関する 回答は 671 件で あっ た。 環境経営に取り 組む個人企業が

13.6％、 法人企業 23.1％と 、 法人の方がやや高い。 産業別には製造業が 29.7％と 熱心な一方

で、サービス業は 15.7％で意欲が低かっ た。 図 7-8 に示すよう にそれぞれの回答を 100％と し

た図で内訳を比較すると 、 正社員規模別の結果に大き な差がみら れた。 正社員数 50 名以上の

企業では約 85％が取り 組む、 取り 組む予定と し た一方で、 規模が小さ い 2 人以下では 85.5％

が予定はないが取り 組みたい、 未定・ わから ないと し た。 図では省いているが、 業況が良いほ

ど環境経営に積極的な傾向は大まかにあると みら れる。業況がやや良いと する事業者の場合、環

境経営に取り 組む、取り 組む予定は約 34% である一方、業況が悪い場合は約 18％に留まる。 ま

た小学校 5 地域区分で見ると 、 北吉井、 南吉井の 2 地域は環境経営にやや消極的で、 残り の 3

地域が積極的な傾向がある。

図 7 -8 　 意識が浸透する環境経営 ( 単位： % )
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取り組む 取り組む予定がある 予定はないが取り組みたい 未定・わからない

健康経営は、 企業組織で大きな差はなく 、 法人の方が個人より も 若干関心があると いう 回答

が出ていた。 産業別には流通・ 商業に積極的回答が多く 、 サービス業は関心が低く なっ ている

も のの、 全体的に大き な違いがなかっ た。 図 7-9 は正社員規模別健康経営の状況である。
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図 7 -9 　 正社員規模別健康経営の意識 ( 単位： % )
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51 人以上では関心があると こ ろ が 86.7％で、 ほぼ健康経営が浸透し ている一方、 2 人以下

では 41.2％と なっ ている。正社員 3 人以上の事業者で関心があると こ ろ が半数以上と なっ てい

るので、 既に概ね健康経営が浸透し ている。 正社員数が少ない事業者だけは関心がないと いう

結果が多く なっ ているが、自分や家族従業者の場合は当然配慮し ているケースが多いはずで、特

別に意識はし ていないと いう 意思表示の可能性は考えら れる 。 環境経営と 異なっ て、 5 地域別

には健康経営の意識に大き な違いは見ら れなかっ た。
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■調査より 浮かび上がっ てき た課題

孤立する零細事業者に対する商工会の役割

・  事業者の正社員人数 2 人以下と 3 人以上で、 大き な差が示さ れている。 また特に 2 人

以下で、 個人企業と いっ た零細事業者の場合、 商工会につながっ ている事業者と 社会的

つながり が無く て孤立し ている事業者と で差が見ら れた。 感染症と いっ た状況下では、

特に人数の少ない零細事業者で社会的なつながり が弱いと こ ろ は事業も さ る こ と なが

ら 、 孤立感を 深めて心情と し て大変苦し い状況に置かれたと 推察さ れる。 商工会の役割

が一層重要と なっ ている。

正社員数が少ないほど企業連携に消極的

・  社会連携に参加し ていない事業者で、 今後参加を検討すると し ている事業者は、 正社員

規模が大き く なるほど積極的で、 規模が小さ い事業者の消極姿勢が課題と なる。

産学連携・ イ ンタ ーンシッ プ受け入れ

・  イ ンタ ーンシッ プの受け入れに対し て、正社員規模が小さ いほど消極姿勢が示さ れるが、

総じ て積極的な回答が多かっ た。

立地のメ リ ッ ト 認識

・  立地のメ リ ッ ト と し て、 多く の回答が集まり 、 東温市の立地に対する多様なメ リ ッ ト を

事業者が実感し ているこ と が分かっ た。

環境経営・ 健康経営

・  環境経営は製造業を 中心におおむね正社員規模 51 人以上の事業者に浸透し ている 。 健

康経営は、 ほと んどの事業者が積極的な姿勢を示し ていて正社員 3 人以上の事業者に大

体浸透し ている。
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第 1 節／東温市への施策の希望 

コ ロナ禍の影響を受け、 施策希望の第１ 位は「 雇用に対する支援」 であっ た。 184 と 群を抜

いている。 続いて第２ 群と し て「 地域内での消費促進」 122、「 運転資金に対する支援」 114、

「 事業所建設、 設備導入に関する支援」 114 が選ばれている。

第３ 群は、「 従業員の福利厚生」 81、「 新規事業創出に対する支援」 74，「 地域資源を生かし

た産業づく り 」 73、「 販路開拓に対する支援」 71、「 観光振興」 70、「 公共事業の維持・ 拡大」

64 である。 当該事業所の経営に対する直接的な支援のみなら ず、市内の経済環境、経済基盤を

強化する要望がそれに劣ら ず出さ れているこ と が特徴的である。

図 8 -1 　 東温市への施策の希望
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　 本章では、「 東温市への施策の希望」 と 記述欄に書かれていた事業主の声を

見ておきたい。 東温市内の事業主がどのよう なこ と を考え、 どのよう な施策

を希望し ているのかに注目するこ と にする。

｜ 第 8 章 ｜　 施策への希望と 事業者の声
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図 8-2 は、 東温市に希望する施策を企業形態別に見たも のである。 回答は個人企業 221， 法

人企業 448 であり 、 こ こ では回答の寄せら れた割合で見てみた。 個人企業は、 正社員規模の少

ない小売業、 飲食業が多いため、「 運転資金に対する支援」、「 地域内での消費促進」 がト ッ プ

ツーと なっ ている。 一方、 法人企業は、 正社員の雇用割合が高く 、 群を抜いているのが「 雇用

に対する支援」 である。 感染症拡大の影響がまだ大き く 残っ ているこ と がう かがえる。

図 8 -2 　 個人、 法人企業における東温市への施策の希望
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図 8-3 では、東温市への施策の希望について、正社員規模別に回答実数で見た。 その方が、リ

アリ ティ が高まるためである。 こ の比較により 、 規模による希望の違いがはっ き り 分かる。

図 8 -3 　 正社員規模別にみた東温市への施策の希望
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本社・ 本店が東温市内にある場合と 東温市外では、 施策の希望も 異なっ てく る可能性がある。

図 8-4 は、 こ の本社・ 本店の位置を捉えたも のである。 単一事業所が含まれるため、 東温市と

答えた事業所が最も 多く なるが、「 雇用に対する支援」、「 地域内での消費促進」 などは共通し て

希望さ れている。

図 8 -4 　 本社・ 本店の所在地別に見た東温市への施策の希望
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第 2 節／業種別にみた施策の希望 

図 8 -5 　 4 業種別に見た東温市への施策の希望
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次に、 東温市への施策の希望を 業種別にみてみたい。 図 8-5 は、 製造、 建設、 流通・ 商業、

サービス業の大く く り でと ら えたも のであるが、「 雇用に対する支援」 など共通し て高いも のも

あるが、 その他全体と し て、 業種の特徴がよく 表れている。 そこ で、 図 8-6、 図 8-7、 図 8-8 で

さ ら に詳し く 比べてみた。

図 8 -6 　 建設、 製造業における東温市への施策の希望
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図 8 -7 　 運輸、 卸、 小売業における東温市への施策の希望

4

21

12

9 10

7
5

3 2

11

8

30

11

17

14

2

36

12
11

13

0

5

10

15

20

25

30

35

40

新
事
業
創
出
に

対
す
る
支
援

雇
用
に
対

す
る
支
援

事
業
所
建
設
︑
設
備

導
入
に
対
す
る
支
援

運
転
資
金
に

対
す
る
支
援

販
路
開
拓
に

対
す
る
支
援

公
共
事
業
の

維
持
・
拡
大

地
域
内
で
の

消
費
促
進

観
光
振
興

地
域
資
源
を
生
か

し
た
産
業
づ
く
り

従
業
員
の

福
利
厚
生

回
答
事
業
所
数

運輸業 卸売業 小売業



0 8 5

第
6
章

第
7
章

将
来
見
通
し
と
課
題
状
況

市
内
事
業
所
の
企
業
連
携
、

社
会
連
携

第
8
章

施
策
へ
の
希
望
と
事
業
者

の
声

補
章
1

調
査
概
要
、
調
査
方
法
、

調
査
票

補
章
2

集
計
結
果

図 8 -8 　 対個人サービス業における東温市への施策の希望
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第 3 節／連携、 健康経営、  環境経営と 施策の希望 

企業間の連携や他業種と の交流のため、 一定の連携グループに参加し て、 情報交換や事業協

力がなさ れる こ と がある。 そう し た連携グループに参加し ている か否かで施策への希望が異

なっ てく る。 こ の設問への回答は、「 参加し ていない」 289、「 参加し ている」 177 に分かれて

おり 、 図 8-9 では希望の違いを回答割合で比較し た。

図 8 -9 　 連携のためのグループへの参加の有無別に見た東温市への施策の希望
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今回の調査では、「 環境経営への関心」、「 健康経営への関心」 を聞いてみた。 環境経営と は、

環境に配慮するこ と により 、 持続可能な社会と 企業の質や社会的価値の向上を目指す経営をさ

し 、 健康経営と は、 従業員の健康保持・ 増進への取組みを、 従業員の活力向上、 組織の活性化

に役立てる経営手法をさ すと 定義し ての回答である。 こ の関心の有無別に東温市への施策の希

望を捉えたも のが図 8-10、 図 8-11 である。

図 8 -1 0 　 健康経営への関心の有無別に見た東温市への施策の希望
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図 8 -1 1 　 環境経営への取り 組みの有無別にみた東温市への施策の希望
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第 4 節／施策の希望と 事業者の声 

東温市への施策の希望については、 事業者の生の声を聞く こ と も 大事である。 今回の調査票

では、 施策の希望について記述欄を設けた。 以下その主なと こ ろ を取り 上げたい。

東温市に希望する施策

《 立地や地域資源を生かす取り 組みを》

・ 東温市は、 山に囲まれており 、 私共の事業では大いに活用出来る事がある。 廃棄や有効活

用さ れていない農作物やジビエ（ 猪、 鹿など） を産業と し て小さ なお店ではなく 、 大き な

仕組みと し て何か資源を活用出来ればう れし く 思います。

・ 地域の活性化を大切にし ていき 、 やはり 東温市と し ても っ と 力を持っ ても ら いたい。 それ

が歯車と なり 多業種でのびていく と 思います。

・ 私は以前商工会員でし たが法人にし たので退会し まし た。 商工会や市から の情報がほし い。

会員は退会し たが東温市民であり 税金も 納めている。 キャ ラ ク タ ーいのと ん、 早く ２ 代目

を造っ てほし い。 みき ゃ んの様なかわいいキャ ラ ク タ ーを。

・ サク ラ セレク ト など取組をし ていただいているが地域でのコ ラ ボや地域資源をう まく 活用

し た事業を行っ て欲し い。 又、補助に対し ても 金額や割合を上げていただければ助かり ます。

・ 松山市より 移り 住んで８ 年経ちますが、 東温市は本当に環境がすばら し く 、 ３ 万人ほどの

人口のせいか、 行政サービスなども 大変スピード 感も あり 、 親切です。 と にかく 働きやす

い、 住みやすいです。 サイ ク リ ングコ ースなども 、 も っ と も っ と 充実さ せたい。 東温市の

魅力をアピールし ていただき たいと 思います。

・ 空き 家、 過去の市営住宅で使っ ていない物件の再利用を事業用と し て積極的に出し ても ら

いたい。 使えるのに使っ ていない土地・ 建物が多すぎる。 も っ と 有効活用する方法を考え

ても ら いたい。

《 地域の力を発揮する基礎力を》

・ 優秀な人材ほど、 県外に出ていく 傾向が見ら れます。 県外の大手企業への就職を望むため

かと 思われます。 定期的に小・ 中・ 高校生を対象と し た「 起業者セミ ナー」 等を学校内で

開催すれば、 彼ら の中から 地元東温市で起業を考える子供たちが輩出でき るかも・ ・ ・ 　 優

秀な人材は、 自ら 何かを起こ し たいと 考えるも のですから ・ ・ ・

・ 当行は地域に根差し た金融機関と し て、「 潤いと 活力ある地域の明日を創る」「 最適のサー

ビスで信頼に応える」、「 感謝の心でベスト をつく す」 の企業理念の実現に向けて日々取り

組んでおり ます。 今後も お客様や地域社会の課題解決やニーズにお応えでき るよう 、 行政

と も 連携し ながら 地域に貢献し たいと 願っ ており ますが、 新型コ ロナの影響をはじ め、 地

場産業を取り 巻く 環境は大き く 変化し てき ており 、 いままで以上に緊密に連携を取っ てい

ただけたら 、 と 思います。

・ 設備投資や運転の資金支援はあり がたい。 医療業なので、 市民の健康が経済発展につなが



0 8 8

り 、市の医療費用抑制にも なり 、いく つになっ ても 高齢でも 元気で経済を生み出す為に、健

康の大切さ 発信、 予防の大切さ を発信し て欲し い。

《 活気を取り 戻す施策が求めら れる》

・ コ ロナの影響を受け、 飲食店のほと んどは大幅に来客が減少し ています。 飲食（ 外食） の

一部費用を負担するよう なチケッ ト や電子マネーの発行で少し でも 活気が戻ると 嬉し いで

す。 また、 一大イ ベント であっ た産業まつり や観月祭の復活を願っ ています。

・ 市内の行われるイ ベント を市主導で開催応援し ていただき、 地区の活性化を推進し ていた

だき たい。

・ 愛媛県の観光地が中心松山だけでなく 、 東温市まで足を運んでいただけるよう 観光事業の

推進を希望致し ます。

・ 観月祭！！一日４ 万人、東温市へ来てく れていた大きなイベント 。 子供たちの楽し む姿等、事

業者の活気ある姿、 やめるのは理解し がたい。 観月祭を継続する支援をお願いいたし ます！

・ 移住者を含め、松山市周辺からも人の流れを作り 、利用者が増えるイベント 等があると 楽し い。

・ 地元商品をも っ と 販売し 、 地元・ 地元企業に貢献でき る取組みを強化し たい。

・ 東温市は大型店が拡大し 、 小売業は集客力がなく なり 事業を継続し ていく のが大変です。

・ Ｎ Ｐ Ｏ 法人についても っ と 積極的にＰ Ｒ し て欲し い。

《 補助金が必要な局面も ある》

・ 設備の大規模修繕、 拡張に対する補助を希望し ます。

・ 長年営業を続けている為、 機材の老朽化が進み色々な物が傷んでき ている。 設備機材の買

い換えの補助金が有れば助かり ます

・ 無理なのは理解し ている前提で・ ・ ・ 　 現在資金調達するために、 他社代表等に相談し て

いるが、 最初は少額を借り て、 返済し ていく 事で信用を作り 、 大き な額を借り ると 聞き ま

すが、新規事業は、その瞬間の時勢等があるので、欲し い時に欲し い額が調達でき ない。 な

ので新規事業や、 新規開発に対し 、 まと まっ た額の融資が欲し い。 新規を止め、 既存の事

業を行なえば経営が安定し ている前提で・ ・ ・ 。 人材に関し ても 同じ で、 断るほど仕事は

あるが、 人材にかかる初期費用が借り れない。

・ 今後新規事業にチャ レンジし た際にはどう し ても リ スク が伴う ので助成金などの金銭的支

援だけではなく 地元の東温市の総合的なバッ ク アッ プがあれば新し い雇用が生まれやすく

なっ ていく と 思います。

・ リ フ ォ ーム・ 省エネルギー商品購入に対する補助金など。

・ 公共事業は年々減っ てき ている。 災害時に対応する業者を残す為にも 、 常時、 安定し た公

共事業を行っ て欲し い。

・ 近隣に店がないため、 集客し づら い。 駐車場を設けても 、 信号がなく 今までに２ 回事故が

起き てし まっ た。 雇用を考えたが、 即戦力になる人材に恵まれず、 なかなかう まく いかな

い。 コ ロナ収束までの支援を願います。



0 8 9

第 1 節／調査概要、 調査方法

調査の概要

2011 年、2016 年と 「 東温市中小企業等現状把握調査」 が行われてき た。 今回調査名を「 東

温市中小零細企業現状把握調査」 と 変更し た。 2013 年に「 中小零細企業振興基本条例」 が制

定さ れ、「 東温市中小零細企業振興円卓会議」 での中小零細企業に対する施策は着々と 進めら れ

てきた。 2016 年調査に基づき、 2016 年調査に基づく 報告書が 2017 年度に作成さ れた。 また

ク ロス集計表を中心と し た詳細なデータ で構成さ れた 「 資料編」 が 2018 年度に東温市で作成

さ れた。 調査を受けて 2019 年度に東温市は「 東温市中小零細企業振興行動指針」 を作成し 、市

内事業者の状況を定期的にチェ ッ ク し ていく 体制を構築し た。

2020 年に新型コ ロナウイ ルス感染症が全国に広がり 、 国内が大変混乱し た。 当初の計画で

は 2020 年に調査票を作成し 、2021 年度に調査を実施する計画であっ た。 と こ ろ が、感染症に

よる影響は短期で収束せず、 2021 年に掛けて緊急事態宣言が何度も 政府から 出さ れる状況に

至り 、 一層の混乱に見舞われるこ と と なっ た。 感染者の増大と 緊急事態宣言・ 自粛への呼びか

けが繰り 返さ れ、 宿泊旅行業、 飲食サービス業、 卸小売業、 サービス業全般が甚大な影響を受

け、 政府による特別定額給付金、 補助金が多数提供さ れて、 影響の大き かっ た事業者は何と か

補助に頼っ て生き延びるケースが多く 見ら れた。 医療サービスが盛んな東温市でも こ う し た状

況は変わら ず、 多く の中小零細企業にと っ て苦し い時期を 耐え忍ぶ期間が続いた。 2021 年 2

月頃の段階で調査票が作成さ れ、 実施準備は部分的に進めら れたが、 中小零細企業向けの調査

の翌年以降への延期が決まっ た。 2021 年 10 月 -2022 年 3 月にかけて、2022 年 4 月以降に調

査が実施さ れても 良いよう 、 調査準備が再び試みら れた。 2020 年度の調査票は円卓会議から

の意見集約も いただき 、 新型コ ロナウイ ルス感染症対策を考慮し た内容に修正さ れた。 こ の間

　 2 0 22 年度「 東温市中小零細企業現状把握調査」 は 2 0 2 2 年 6 月から 7 月

にかけて実施さ れた。 準備と し て 2 0 20 年度に調査票を見直し 、 2 0 21 年 3

月に東温市中小企業円卓会議に意見を頂いた。 新型コ ロナウイ ルス感染症の

流行によっ て、 2 0 2 1 年度調査が延期さ れ、 2 02 2 年 1 -3 月に新型コ ロナウ

イ ルス感染症向けの調査と し て調査票を再度設計し 直し た。 最終的に 5 月に

調査票が確定し 、 名簿と し て事業所母集団データ ベースの利用申請を行っ て

調査環境を整えた。

｜ 補章 1  ｜　 調査概要、 調査方法、 調査票
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担当部局も 産業創出課は地域活力創出課へと 組織改編さ れた。

2022 年 2-3 月にかけて中小零細企業に対する 、 定期的な調査と 共に事業者の新型コ ロナウ

イ ルス感染症対策に対する調査も 兼ねて、 調査を実施する方向と なっ た。 調査は「 東温市中小

零細企業現状把握調査」 と 名称を変えて、 実施するこ と と なっ た。

調査票の作成

調査票は 2 段階で作成さ れた。 第 1 段階と し て 2020 年度には、 社会情報教育研究センタ ー

政府統計部会で担当し 、 調査票を作成し た。 メ ンバーと し ては櫻本健経済学部准教授、 菊地進

名誉教授、 いずれも 東温市中小零細円卓会議スーパーアド バイ ザー、 小野寺剛・ 九州国際大学

現代ビジネス学部地域経済学科教授、 鈴木雄大・ 北海学園大学経済学部経済学科准教授、 倉田

知秋・ 環太平洋大学経済経営学部現代経営学科講師、 藤井英明・ 経済研究所研究員、 則竹悟宇・

立教大学大学院経済学研究科博士課程後期課程、 藤野裕・ 富山短期大学准教授、 小山田基香・

立教大学社会情報教育研究センタ ー教育研究コ ーディ ネータ ー、 前川志津・ 立教大学社会情報

教育研究センタ ー教育研究コ ーディ ネータ ーと なる。 2021 年 3 月の東温市中小零細企業振興

円卓会議にて完成し た調査票が報告さ れ、 意見集約がなさ れた。 新型コ ロナウイ ルス感染症の

影響で、 調査が延期さ れた。

第 2 段階と し て、 新型コ ロナウイ ルス感染症対策をカ バーするよう に調査票を改めて見直し 、

2022 年 3 月頃に完成し た。

調査名簿の作成

調査の名簿は 2016 年調査では、 報告書に示さ れたよう に経済センサスの名簿をタ ウンペー

ジで補完し て実施し ていた。2022 年調査では 2021 年から 運用が開始さ れた事業所母集団デー

タ ベースを 利用し た。 統計法 27 条に基づき、 愛媛県東温市は総務省統計局から データ ベース

利用に必要な情報提供を 受け、 2022 年 1-3 月段階で統計局と やり 取り し 、 データ ベースへの

アク セス可能な手続き を し た。 2022 年 4 月に入札にて株式会社東京商工リ サーチ (TSR) が調

査を担当するこ と と なっ た。 事業所母集団データ ベースは自治体が許可さ れて国の統計情報に

アク セスし 、 利用すると いう 制度と なっ ているため、 東温市を通じ て申請が行われ、 統計局か

ら 令和二年次フ レームに基づく 情報が 5 月に提供さ れた。 本来は申請に伴う 提供情報を整理す

べきなのだが、 国の情報は統計法と 運用規則の規制によっ て、 公表でき ないため、 こ こ で詳し

く 記述するこ と はでき ない。 同データ ベースが調査名簿と し て今回利用さ れた。 2018 年経済

センサスは、 それまでと 異なり 、 法人番号が活用さ れたこ と で、 事業所が大き く 増加し た。 こ

の 2018 年の調査情報が商業・ 法人登記、 労働保険情報などで更新さ れたのが今回利用さ れた

事業所母集団データ ベースである。 図 1-1 は同データ ベースのイ メ ージ図である。 一般に行政

記録を用いると 、 事業所企業のカ バー率が上がるが、 行政記録の利用に時間がかかるため、 状

況が変わっ ているこ と も 多く なるデメ リ ッ ト も 知ら れる 。 2016 年調査より も 調査対象はこ の

よう にし て増加し た。
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図 1 -1 　 事業所母集団データ ベース

出所： 総務省統計局ホームページ、 12 月 17 日アク セス

名簿を元に 2022 年 6 月 1 日から 調査はすべて調査員調査で行われた。 2022 年 7 月に新型

コ ロナウイ ルス感染症第 7 波と 重なり 、 暑さ も あっ て調査実務はこ れまでより 苦戦し た。 結局

回収率を上げるため、 8 月 12 日まで督促が行われた。 回収が間に合わなかっ た調査票は 9 月

以降 10 月中旬まで追加調査票を集めた。

と こ ろ が、実際に調査する中で東温市の事業者 191 件が調査名簿でカ バーさ れていないこ と

が分かっ た。 事業所母集団データ ベースは調査名簿と し てこ れまでにない、 精度を持つも ので

ある こ と は確かだが、 零細事業者の捕捉が弱いこ と や行政データ の反映にも 時間がかかる と

いっ た問題も 指摘さ れているこ と から 、 今後さ ら なる検討が必要と なっ ている。

第 2 節／データ の修正

調査では 1439 件中、 759 件回収し た。 概要をまと めると 、 表 1-1 のと おり である。 調査に

あたっ て統計調査の事業所の定義に対し て、 実際には別々に登録さ れた事業所の一つが無人で

他の事業所と 兼ねて従業者が確認できると いっ たケースで以下の 8 件を修正し た。 調査名簿に

はあるが、 調査し なかっ た 2 件と 合わせて調査対象が 10 件減るこ と と なっ た。 そのため、 調

査対象は結果的に 1429 件である。 回答率は 759/1429 ＝ 53.1％と なる。 2016 年調査より も

名簿が増加し た一方で、 新たな名簿の企業事業所は実態と し て、 廃業、 閉鎖、 移転後に把握で

き ていない事業所企業が残っ たままになっ ていた可能性が考えら れる。 一方で東温市にと っ て

商工会を中心に 191 件の対象が母集団名簿でカ バーでき なかっ たため、回収率の低下にも つな

がっ たと 推察さ れる。

経済センサスと し ては複数事業でも 、 1 事業者で複数業態を展開するなどし て、 実質 1 事業

者と 判断でき る場合は 1 にカ ウント し 直し ている。 調査実施後に名簿漏れがあると の指摘があ

り 、 調べた結果、 商工会名簿の 191 事業者が調査にいないこ と が分かっ た。 ただし 、 調べると

東温市と 松山市を行き 来し て、 事業を営んでいるケースが多数みら れる。 事業所母集団データ



0 9 2

ベースで東温市以外の名簿を取り 寄せていないためわから ないが、 191 件の一部は実際に事業

所母集団名簿から 漏れているほか、 松山などに仕分けさ れている事業者も 多く 存在すると みら

れる。 また事業所母集団データ ベースの重要な情報ソ ースの一つは 2018 年経済センサスであ

る。 データ ベースへの申請が 2022 年になっ たこ と を 考えると 、 4 年間で国が苦手と する零細

事業者の登録情報が変化し た可能性も ある。

表 1 -1 　 調査名簿と 回収状況の概要

東温市調査 備考

a 国の名簿　 全数 1 4 3 9

b  調査対象 1 4 3 7 調査名簿から 調査実施の段

階で 2 事業者が減る。

c 実際の調査対象 1 4 2 9

d  回収済み 7 5 9

e 調査対象におら ず、 商工会

で活動し ている事業者

1 9 1

f 名簿漏れ＝ d /a+ d 1 1 .7 1 ％

調査後、 2022 年 8 月～ 11 月 17 日にかけて以下の 4 つのポイ ント でデータ ク リ ーニング、

欠測値補完を行っ た。

1 . 個票データ の修正

調査後、 事業所母集団データ ベースと 比較し て、 個票データ を修正し た。 1. 同一事業者が複

数の事業を 展開し ていると みら れるこ と から 、 番号を 統一し た (4 事業者を 2 事業者に整理 )。

2. 事業所コ ード が不一致で、 一つに統一し た (7 事業者 )。 3. 入力ミ スを 訂正し た (1 事業者 )。

こ れら を反映すると 、 調査対象は 8 減少し た。

2 . 産業分類の修正

産業分類は記入の誤り が多かっ たため、 4 つの事例に分けて修正し た。 調査票情報 (6) 事業

の種類と (7) 事業内容が合わない場合、 (7) の情報で (6) を上書き し た。 両方と も 未記入の場合、

欠測値を補完し た。 最終的に全体の約 1/4 のデータ を修正し た。

調査票 1(6) と (7) が整合的ではない場合、(7) の情報を元に日本標準産業分類で上書き 修正し

た。 事業内容をチェ ッ ク し た上で、 事業所母集団データ ベースなどで補完し て修正し た。

３ ． 経営組織、 資本金の修正

個人企業、 法人企業について未回答のデータ 70 件について事業所母集団データ ベースで補

完し た。 資本金について 6 件を事業所母集団データ ベースから 補完し た。

４ ． その他補完・ 修正

東温市商工会が公開し ている名簿に基づいて、 商工会の加入の有無をデータ に加えた。 副業

と 電子商取引と いっ た 2015 年経済セン サスのデータ について事業所母集団 DB 共通事業所

コ ード を用いて、 東温市調査の結果に紐づけて、 産業別正社員規模別に集計し た。
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第 3 節／調査票

調査項目は以下の通り である。

１ . 貴事業所の概要について

貴事業所名、 貴事業所の所在地、 本所 ･ 支所の別、 貴事業所の代表者（ 責任者）、 調査回答者、

事業の種類（ 売上高の最も 大き い事業）、事業内容（ 具体的に）、従業者数、本社 ･ 本店の代表者（ 企業・

法人代表者）、 本社 ･ 本店の住所、 組織形態 ･ 設立年、 2021 年の売上高、 資本金（ 法人企業のみ）

２ ． 経営状況について

売上高・ 利益の増減（ ３ 年前比）、 業況（ 事業の状況）、 消費税の課税事業者か免税事業者か、「 適

格請求書」 対応状況、 得意先・ 販売先および仕入先・ 外注先、 資金繰り の状況（ 感染症拡大前と 現

在）、 人手の過不足感（ 感染症拡大前と 現在）、 経営上の問題点

３ ． 経営計画・ 事業所の強み・ イ ンタ ーネッ ト 活用等について

感染症への対策、 経営指針 ･ 経営計画（ 経営理念の外部公開の有無、 中長期の経営方針の有無、

感染症による計画変更の有無、 毎年の経営計画の有無、 経営に関する勉強会への参加希望の有無）、

現在の強み・ 今後伸ばし たい点、 活用し ているイ ンタ ーネッ ト サービス、 導入し ているキャ ッ シュ

レ ス決済（ 対個人サービス業）、 市内に立地するメ リ ッ ト

４ ． 雇用・ 採用・ 教育について

従業員数の増減（ ３ 年前比）、 採用予定人数（ ３ 年前比）、 働き 方改革関連法への対応状況、 人材

育成について、 研修（ 社内研修を含む） 実施の有無、 人材育成と し て重視する知識・ 経験、 研修実

施の成果

５ ． 支援施策の利活用状況等について

条例制定についての認知、 中小企業支援施策の活用状況、 施策を知っ た方法、 感染症対策支援事

業の活用状況、 感染症対策支援事業を 知っ た方法、 事業資金の借入先、 経営上の問題に関する相談

対象

６ ． 今後の見通し と 方向性について

２ 年先の見通し 、 事業所の拡張 ･ 増設や縮小（ 閉鎖 ･ 廃業含む）、 移転の検討の有無、 今後の事

業展開の方向、 後継者の有無と 事業承継方法

７ ． 企業連携・ 社会活動について

他企業や異業種と の連携を 図る会・ グループへの参加の有無、 活動内容・ 関心のある活動、 産・ 学・

官連携事業の有無、 職場体験・ イ ンタ ーンシッ プ受け入れ状況、 環境経営への取り 組み、 健康経営

への関心

８ ． 市への施策の要望（ 自由記述）



0 9 4

 

１ 
 

 

 

必ず別紙にて、本調査の趣旨をご理解の上、ご記入ください。 
 
【ご回答にあたって】 

(1)この調査票は、令令和和４４年年６６月月１１日日を基準としてご記入ください。 

(2)この調査票は、黒黒ままたたはは青青ののボボーールルペペンンを用いてご記入ください。 

(3)選択肢のついている設問については、該当する番号に○を付してください。 

(4)この調査票は、調査員が順次、回収に伺います。 

(5)この調査票は、令令和和４４年年７７月月 2299 日日((金金))ままででに回収させていただきます。 

 

※調査員をはじめ調査関係者は、調査票の記入内容を他に漏らすことは固く禁じられております。本調

査で収集しましたデータは、事業趣旨に沿った分析･活用のためにのみ使用し、他の目的には一切使用

いたしません。    

 

１１．．貴貴事事業業所所のの概概要要ににつついいてて  

 

(1)貴事業所名 

 

(2)貴事業所の
所在地 等 

〒 

 

Tel                   Fax 

e-mail 

ホームページ URL 

(3)本所･支所
の別 

1.本所･本店(設立年は次頁でご記入ください)   

2.支所･支店(開設年  西暦               年) 

(4)貴事業所の 
代表者 
(責任者) 

ﾌﾘｶﾞﾅ 
 
役職           氏 名 

(5)調査回答者 
1.事業所代表者    2.同代表者以外(氏名                                      ) 

連絡先［ 1.事業所と同じ     2.事業所以外（TEL                                      )］ 

(6)事業の種類 
（売上高の最も大

きい事業を１

つ） 

1.農林業  2.建設業  3.製造業 4.電気･ガス･水道業 5.情報通信業   

6.運輸業,郵便業  7.卸売業  8.小売業  9.金融,保険  10.不動産業・物品賃貸業  

11.研究,専門･技術サービス業  12.宿泊,飲食業  13.生活関連サービス,娯楽業  

14.教育･学習支援業  15.医療業 16.社会保険･社会福祉･介護事業  

17.郵便局,協同組合 18.宗教 19.その他サービス業 20.その他 

(7)事業内容 
(具体的にご記入

ください) 

<主たる事業> 

 

 

<その他事業> 

 

 

(8)貴事業所の 
従業者数 

（事業主も含めて

ご記入くださ

い） 

 合計 男性 女性 

正社員(役員・家族含む) 人 人 人 

臨時･パート･アルバイト 人 人 人 

東温市中小零細企業現状把握調査 調査票 
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２ 
 

(9)本社･本店
の代表者 

(企業・法人代表者) 

1. 事業所代表者と同じ  

2. 事業所代表者以外（氏名                                   ） 

(10)本社･本店
の住所 

1. 回答事業所と同じ      2. 回答事業所とは別の東温市内      3. 松山市 

4. 東温市の近隣市町 ( 砥部町・松前町・伊予市・久万高原町・西条市 ) 

5. その他の愛媛県内      6. 県外(都道府県名                                 ) 

(11)組織形態･
設立年 等 

1. 個人企業……( 創業 西暦              年 )    

2. 法人企業……( 設立 西暦              年 ) 

3. 非営利組織…( 認可 西暦              年 ) 

＊非営利組織の場合は、以下の回答で売上高を収入、利益を収支差としてご回答ください。 

(12)2021 年 
の売上高 

1. 300 万円未満    2. 300 万円～500 万円未満    3. 500 万円～1 千万円未満  

4. 1 千万円～5 千万円未満    5. 5 千万円～1 億円未満    6. 1 億円～3 億円未満    

7. 3 億円以上 

(13)資本金 
（法人企業のみ） 

1. 100 万円未満      2. 100 万円～300 万円未満      3. 300 万円～500 万円未満 

4. 500 万円～1 千万円未満   5. 1 千万円～5 千万円未満   6. 5 千万円～1 億円未満 

7. 1 億円以上 

 

 

２２．．経経営営状状況況ににつついいてて  

 

(1) 貴事業所の現在の年間売上高および利益は、３年前の同じ時期（新新型型ココロロナナウウイイルルスス感感染染症症拡拡大大前前

年年のの 22001199 年年）と比較してどのようでしょうか。それぞれ該当する番号１１つつに○を付けてください。 

*３年以内に新設した事業所は「6.新設」をお選びください。移転した事業所は移転前と比較してください。 

売 上 高 1．大幅に増加   2．やや増加   3．横ばい   4．やや減少   5．大幅に減少   6．新設 

利 益 1．大幅に増加   2．やや増加   3．横ばい   4．やや減少   5．大幅に減少   6．新設 

 

 

(2) 貴事業所の現在の業況(事業の状況)について、該当する番号１１つつに○を付けてください。 

1. 良い    2. やや良い    3. 普通    4. やや悪い    5. 悪い 

 

 

(3) 現在貴事業者は、消費税の課税事業者ですか、それとも免税事業者ですか。該当する番号１１つつに○

を付けてください。 

1. 課税事業者である          2. 免税事業者である 

 

 

(4) 2023 年より導入される「適格請求書」（売手が買手に対して、正確な適用税率や消費税額等を明記

した請求書）は国税庁への「適格請求書発行事業者」としての登録番号がないと発行できませんが，

貴事業所の対応はどのようでしょうか。該当する番号１１つつに○を付けてください。 

1. 登録申請し登録番号を取得した      2. 登録申請し登録番号を取得する予定である 

3. 取得する予定はない                4. わからない・未定 

5. その他（                                                                                       ） 

＊事業者が消費税の申告の際に仕入れを控除する場合、2023 年から 2029 年まで段階的に売手が税務署に登録した

「適格請求書（インボイス）」を用いる制度に移行します。2029 年 10 月 1 日からは買手が求めれば「適格請求

書（インボイス）」を発行することを求められます。  
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３ 
 

(5) 貴事業所の得意先・販売先および仕入先・外注先について、取引金額が最も大きい地域を１１つつ選び、

該当する番号に○を付けてください。  

 地 域 得意先･販売先 仕入先･外注先 

愛媛県内 

東温市 1 1 

松山市 2 2 

砥部町・松前町・伊予市・久万高原町・西条市 3 3 

上記以外の県内市町 4 4 

 県  外  5 5 

 海  外  6 6 

 

 

(6) 貴事業所の新型コロナウイルス感染症拡大前と現在の資金繰りについて、それぞれ該当する番号１１

つつに○を付けてください。 

拡大前 1. 順調   2. やや順調   3. どちらともいえない   4. やや窮屈   5. 窮屈 

現在 1. 順調   2. やや順調   3. どちらともいえない   4. やや窮屈   5. 窮屈 

 

 

(7) 貴事業所の新型コロナウイルス感染症拡大前と現在の人手の過不足感について、それぞれ該当する

番号１１つつに○を付けてください。 

拡大前 1. 過剰   2. やや過剰   3. 適正   4. やや不足   5. 不足 

現在 1. 過剰   2. やや過剰   3. 適正   4. やや不足   5. 不足 

 

 

(8) 貴事業所における現在の経営上の問題点がありましたら、該当する番号すすべべててにに〇を付けてくださ

い。   

売上

関連 

1. 販売単価の下落      2. 販売量の減少      3. 原材料・仕入単価の上昇      4. 人件費の増加 

5. 人件費以外の費用の増加（具体的に；                                                   ） 

人材

関連 

6. 従業員の不足      7. 熟練技術者，専門知識を持つ人材の確保難      8. 社員教育の不足 

9. 製品・サービス力の低下 

運営

関連 

10. 業務効率の悪さ      11. 設備の老朽化      12. 設備投資の不足     13. 事業資金の借入難 

14. ICT（情報通信技術）への対応の遅れ 

環境

関連 

15. 同業他社との競争激化      16. 需要の停滞・減少，市場規模の縮小      17. 税負担の増加 

18. 新型コロナウイルスへの対応の遅れ・不足      19. その他（                             ） 

(その他特特にに経営上の問題点で困っていることがございましたらご記入ください) 
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３３．．経経営営計計画画・・事事業業所所のの強強みみ・・イインンタターーネネッットト活活用用等等ににつついいてて  

 

(1) 新型コロナウイルス感染症拡大に直面し、貴事業所では業務面でどのような対策を講じたでしょう

か。該当する番号すすべべててに〇を付けてください。 

1. 消毒液の設置，定期的な消毒      2. アクリル板やビニールクロスの設置      3. 定期的な換気 

4. 営業活動のオンライン化      5. 社内会合のオンライン化       6. テレワークの推進 

7. 出退勤時間の見直し      8. 社内でのソーシャルディスタンスの確保      9. 社員の健康管理への配慮 

10. その他（                                           ）  

 

 

(2) 経営指針･経営計画についてお伺いします。それぞれ該当する番号１１つつに○を付けてください。 

＊支店・支所の場合、営業方針・営業計画等と置き換えてご回答ください。   

① 経営理念の外部公開を行っていますか 1. はい    2. いいえ 

② 中・長期（3～5 年程度）の経営方針はお持ちですか 1. はい    2. いいえ 

③ 上記計画を、新型コロナウイルス感染症の影響で変更・修

正しましたか    
1. はい    2. いいえ 

④ 毎年の経営計画は作っていますか 1. はい    2. いいえ 

⑤ 経営に関する勉強会があれば参加したいですか 1. はい    2. いいえ 

 

 

(3) 貴事業所の「現在の強み」、「今後の伸ばしたいところ」を、以下の項目一覧からそれぞれ３３つつままでで

選び、番号に○を付けてください。（複数選択可）。 

「貴事業所の現在の強み」（3 つまで） 

1. 経営戦略･企画力    2. 市場開拓･販路開拓    3. 技術･精度･品質の高さ    4. 細やかな対応・サービス 

5. 製品･サービス開発･独自性    6. 商品価値向上の取り組み    7. 迅速さ･納期･スピード 

8. 業務効率･作業効率      9. IT 活用      10. 知名度･ブランド      11. 事業の多角化 

12. 連携･ネットワーク      13. 資金調達      14. 安定した資金繰り    15. 人材 

16. 教育･訓練      17. 後継者の存在 

18. その他（                                                                                      ） 

 

「今後伸ばしたいところ」（3 つまで） 

1. 経営戦略･企画力    2. 市場開拓･販路開拓    3. 技術･精度･品質の高さ    4. 細やかな対応・サービス 

5. 製品･サービス開発･独自性    6. 商品価値向上の取り組み    7. 迅速さ･納期･スピード 

8. 業務効率･作業効率      9. IT 活用      10. 知名度･ブランド      11. 事業の多角化 

12. 連携･ネットワーク      13. 資金調達      14. 安定した資金繰り    15. 人材 

16. 教育･訓練      17. 後継者の存在 

18. その他（                                                                                      ） 
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(4) パソコン・スマートフォンなどを用いたインターネットサービスで、現在活用しているものがあり

ましたら、該当する番号に○を付けてください。（複数回答可） 

1. ネット検索で情報収集     2. ホームページ・ブログ・SNS などで情報発信    3. メールマガジンの発信 

4. ネットショップ、ネット注文サイトの開設    5. いずれも使っていない 

6. その他（                                                                                      ） 

 

 

(5) 対個人サービス業の方にお尋ねします。導入しているキャッシュレス決済がありましたら、該当す

る番号に○を付けてください。（複数回答可） 

1. クレジットカード      2. デビットカード      3. 共通電子マネー（ICOCA、WAON など） 

4. バーコード・QR コード決済（PayPay、LinePay など）    5. いずれも導入していない 

6. その他（                                                                                      ） 

 

 

(6) 現在貴事業所が東温市に立地するメリットについてどのように考えておられるでしょうか。それぞ

れ該当する番号に○を付けてください。 

1. 古くからのつながりがあり、助け合いや情報が得られる 1. はい    2. いいえ 

2. 取引先が市内にあり、交通費や時間が節約できる 1. はい    2. いいえ 

3. 優れた人材を集め易い 1. はい    2. いいえ 

4. 地代･家賃や水道料金などが安い 1. はい    2. いいえ 

5. 豊かな自然環境がある 1. はい    2. いいえ 

6. 交通と輸送の便が良い 1. はい    2. いいえ 

7. 行政や教育機関、各種団体･組合の支援が充実している 1. はい    2. いいえ 

8. 商工会の支援が充実している 1. はい    2. いいえ 

9. 教育･医療･福祉などの公共施設が立地し、その利用者が顧客となり得る 1. はい    2. いいえ 

10. 市内に競合する同業他社が少ない 1. はい    2. いいえ 

11. 松山市のベッドタウンであり、ビジネスチャンスが広がっている 1. はい    2. いいえ 

12. その他（                         ）  1. はい    2. いいえ 

 

 

４４．．雇雇用用・・採採用用・・教教育育ににつついいてて  

 

(1)３年前（新型コロナウイルス感染症拡大前年の 2019 年）と比較した貴事業所の従業員数の増減につ

いて、該当する番号１１つつに○を付けてください。 

    *３年以内に新設した事業所は直近の状況と比較してお選びください。 

従業員全体の増減 1. 大幅に増加   2. やや増加   3. 横ばい   4. やや減少   5. 大幅に減少 

形 

態 
正社員 1. 大幅に増加   2. やや増加   3. 横ばい   4. やや減少   5. 大幅に減少 

臨時・パート・アルバイト 1. 大幅に増加   2. やや増加   3. 横ばい   4. やや減少   5. 大幅に減少 

地

域 
東温市内 1. 大幅に増加   2. やや増加   3. 横ばい   4. やや減少   5. 大幅に減少 

東温市外 1. 大幅に増加   2. やや増加   3. 横ばい   4. やや減少   5. 大幅に減少 
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(2) 現在、新たな求人を予定･検討している場合、採用予定人数は 3 年前と比較してどのようでしょう

か。該当する番号 11 つつに〇を付けてください。 

    *３年以内に新設した事業所は直近の状況と比較してお選びください。 

採用の増減 1. 大幅に増加   2. やや増加   3. 横ばい   4. やや減少   5. 大幅に減少 

 正社員 1. 大幅に増加   2. やや増加   3. 横ばい   4. やや減少   5. 大幅に減少 

臨時・パート・アルバイト 1. 大幅に増加   2. やや増加   3. 横ばい   4. やや減少   5. 大幅に減少 

 

 

(3) 2019 年から 2021 年にかけて働き方改革関連法が順次施行されてきました。貴事業所の対応状況は

いかがでしょうか。該当する番号 11 つつに〇を付けてください。 

1. ほぼ対応できている        2. 対応できていないところが残っている        3. 今後、検討する 

4. 内容が理解できていない    5. 一人事業所であり対応の必要はない  

6. その他（                                                                                        ） 

 

 

(4) 人材育成について、それぞれ該当する番号１１つつに○をつけてください。 

① 社内に人材育成のマニュアルや仕組みはありますか 1. はい     2. いいえ     3. 準備中 

② 新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ①を改定しま

したか 
1. はい     2. いいえ 

③ 就業規則はありますか 1. はい     2. いいえ     3. 準備中 

④ 働き方改革関連法を踏まえ就業規則を改定しましたか 1. はい     2. いいえ     3. 準備中 

⑤ 人材育成・雇用環境に関する勉強会があれば参加しますか 1. はい     2. いいえ 

 

 

(5) 従業員を対象とした研修(社内研修を含む)を実施していますか。 該当する番号１１つつに○を付けて

ください。 

1. している（内容：                                                                                ） 

2. 今後は行う予定がある        3. 今後も行う予定はない 

 

 

(6) 研修等による人材育成として重視する知識・経験について該当する番号に 22 つつまで〇を付けてくだ

さい。 

1. 経理      2. 労務      3. 営業         4. ＩＣＴ活用･パソコン   5. 企画･マーケティング 

6. 語学      7. 接遇      8. 法律・制度   9. 商品知識       10．感染症に関する知識 

11. その他資格を含む能力（                                                                        ） 

 

 

(7) 研修の実施によってどのような成果に結びついているとお考えですか。該当する番号に 22 つつまで〇

をつけてください。 

1．従業員の意識向上  2．業務の効率化  3．顧客サービスの充実 

4．市場開拓   5．新事業の展開  6．大きな成果は感じられない 

7．その他（                               ） 
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５５．．支支援援施施策策のの利利活活用用状状況況等等ににつついいてて  

 

(1) 2013 年 3 月に東温市中小零細企業振興基本条例が制定されました。東温市においてこの条例が制定

されたことをご存知でしょうか。該当する番号に○を付けてください。 

1．条文を読んでおり知っている      2．条文は読んでいないが制定されたことは知っている 

3．知らない 

 

 

(2) 東温市の中小零細企業支援施策を活用されたことがありますか。それぞれ該当する番号１１つつに○を

付けてください。 

①まるごと応援補助金

(注) 

1.利用した      2.利用中        3.利用の必要ない 

4.知っているが利用経験ない      5.知らない 

②中小企業振興資金融資・利子補給 

(市内金融機関からの融資制度) 

1.利用した   2.知っているが利用していない  

3.知らない 

③中小企業金融制度資金利子補給 

（政府系金融機関からの融資を受けた資金に係る利子補給） 

1.利用した    2.知っているが利用していない  

3.知らない 

④雇用対策支援 1.利用した    2.知っているが利用していない    3.知らない 

⑤SAKURA select創出事業 1.利用した    2.知っているが利用経験がない    3.知らない 

（注）2021 年度に新事業・新サービス展開事業費補助金、東温市中小零細企業販路拡大事業補助金が統合されたため、

以前の補助金も含めての活用をお答えください。 

 

 

(3) 東温市の中小零細企業支援施策をどのような方法で知りましたか。該当する番号すすべべててに〇を付け

てください。 

1.広報誌     2.会報誌     3.新聞     4.広告     5.HP     6.SNS     7.支援機関    8.友人・知人等 

9．その他（                               ） 

 

 

(4) 国や県の新型コロナウイルス感染症対策支援事業を活用されたことがありますか。それぞれ該当す

る番号１１つつに○を付けてください。    

 

①(国)持続化給付金 1.受けた   2.受けていない   3.知らない  

②(国)一時支援金・月次支援金 1.受けた   2.受けていない   3.知らない  

③(国)事業復活支援金 1.受けた   2.受けていない   3.知らない  

④(県)えひめ版応援金 1.受けた   2.受けていない   3.知らない  

⑤(国・県)新型コロナウイルス感染症対策金融支

援事業(資金融資、利子補給など) 
1.利用した  2.利用していない  3.知らない  

上記以外で新型コロナウイルス感染症の影響に対

する行政の中小企業支援制度を活用された場合、

お書きください。 
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(5) 国や県の新型コロナウイルス感染症対策支援事業をどのような方法で知りましたか？該当する番

号すすべべててに〇を付けてください。 

1.広報誌     2.会報誌     3.新聞     4.広告     5.HP     6.SNS     7.支援機関    8.友人・知人等 

9．その他（                               ） 

 

 

(6) 事業資金の借入先について、該当する番号に○を付けてください。（複数選択可） 

1. 地方銀行     2. 信用金庫･信用組合     3. 政府系金融機関 (日本政策金融公庫等)     4. 商工会     

5. 市・県    6. 商工ローン･クレジット    7. 親族等     8. その他（                   ） 

 

 

(7) 経営上の問題に関する相談は、普段どなたにしておられますか。該当する番号に○を付けてくださ

い。（複数選択可） 

1．役員･従業員     2．家族･親族     3．他社の経営者      4．税理士･会計士      5. 弁護士･司法書士 

6．フィナンシャルプランナー・コンサルタント     7．取引先金融機関      8．商工会などの商工団体 

9．国・県・市      10．誰にも相談しない      11．その他(                                             ) 

 

 

６６．．今今後後のの見見通通ししとと方方向向性性ににつついいてて  

 

(1) 貴事業所の２年先の見通しはいかがでしょうか。該当する番号１１つつに○を付けてください。 

1. 大幅に成長     2. やや成長     3. 横ばい(現状維持)     4. やや縮小     5. 大幅に縮小 

 

 

(2) 今後２年ほど先の予定として、事業所･店舗･設備の拡張･増設や縮小(閉鎖･廃業含む)、移転を検討

されていますか。該当する番号１１つつに○をつけてください。 

1. 拡張    2. 縮小･集約    3. 閉鎖･廃業    4. 業種転換    5. 合併･M&A    6. 現状維持 

7. 新規出店･進出    8. 移転     

9. その他 (                                                                             ) 

 

 

(3) 事業活動を維持継続する場合、今後の事業展開をどのように考えていますか。該当する番号１１つつに

○を付けてください。 

1. 現在の事業に特化し、維持継続する        2. 新分野への進出を含めて考える 

 

 

(4) 後継者の有無と事業承継方法について、該当する番号１１つつに○を付けてください。 

1. 後継者はすでに決定している  ―→  （  親族  ・  非親族  ）…○を付けてください。 

2. 事業は承継したいが、後継者はまだ決まっていない     3. 第三者への譲渡や M&A 

4. 廃業または閉鎖 ―→ 理由をお聞かせください(                                              ) 

5. 未定･わからない      6. 事業承継不要 (上場企業など)  
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７７．．企企業業連連携携、、社社会会活活動動ににつついいてて  

 

(1) 他企業や異業種との連携を図るための会やグループに参加していますか。該当する番号１１つつに○を

付け、参加している場合は、そのグループ名を該当する番号に○を付けてください。(複数回答可) 

1. 参加していない ―→［  1.今後参加を検討    2.参加予定なし  ］…○を付けてください。 

2. 参加している 

 

1. 商工会     2. 商工連盟     3. 法人会     4. 経済同友会     5. 中小企業団体中央会 

6. 中小企業家同友会      7. 倫理法人会      8. 商工会議所     9. 青年会議所(JC) 

10. ライオンズクラブ     11. ロータリークラブ     12．その他（                                 ） 

 

 

(2) 前問(1)で、「2.参加している」を選ばれた場合、主にどのような活動をしていますか。また、参加

していない場合もどのような活動であれば関心がありますか。該当する番号に○を付けてください。

(複数回答可) 

 1. 情報交換      2. 経営に役立つ知識の習得      3. 異業種交流      4. 人脈･ネットワーク形成 

5. 販路開拓･取引先開拓      6. 経営資源共有      7. 人材育成       8. 共同申請 （補助金･商標等） 

9. 技術開発      10. 共同求人      11.共同受注      12. 共同研究 

13. その他 （                                                                                     ） 

 

 

(3) これまでに産･学連携や産･学･官連携にて事業を行ったことがありますか。該当する番号１１つつに○

を付けてください。 

1. 現在行っている                    2. 過去に行ったことがある 

3. 行ったことはないが、関心はある    4. 行ったことも、関心もない 

 

 

(4) 職場体験やインターンシップなどについて、該当する番号１１つつに○を付けてください。 

1. 受け入れている        2. 今後、受け入れても良い    3. 受け入れ態勢が整わない 

4. 受け入れ予定がない    5. 対応したいができない 

 

 

(5) 環境経営、健康経営に関してお伺いします。それぞれ該当する番号１１つつに○を付けてください。 

 

① 国連 SDGs に配慮するなど環境

経営に取り組んでいますか。 

1. 取り組む                    2. 取り組む予定がある 

3. 予定はないが取り組みたい    4. 未定・わからない 

② 健康経営に関心がありますか。 
1. 大いに関心がある  2. 多少関心がある   

3. よくわからない   4. 関心がない 

   注）環境経営；環境に配慮することにより、持続可能な社会と企業の質や社会的価値の向上を目指す経営 

健康経営；従業員の健康保持・増進への取組みを、従業員の活力向上、組織の活性化に役立てる経営手法 
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８８．．市市へへのの施施策策のの要要望望  

 

(1) 東温市に対して今後希望する施策について、該当する番号に○を付けてください。（複数選択可） 

1．新事業創出に対する支援   2．雇用に対する支援    3．事業所建設、設備導入に対する支援 

4．運転資金に対する支援    5．技術に対する支援   6．経営ノウハウに対する支援   7．販路開拓に対する支援 

8．公共事業の維持･拡大     9．地域内での消費促進    10．観光振興    11．地域資源を生かした産業づくり 

12．従業員の福利厚生       13．その他（                                                              ） 

(希望内容を具体的に) 

 

 

 

 

おお忙忙ししいい中中、、ごご協協力力あありりががととううごござざいいままししたた。。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

【【本本調調査査にに関関すするるおお問問いい合合わわせせ先先】】  

調査委託先 ： 株式会社東京商工リサーチ 松山支店 

調査実施担当： 瀧本、上甲 

〒790-0001 松山市一番町 3-2-11 松山第一生命ビルディング 

 tel. 089-945-2121(直通) fax. 089-945-2126 

【【調調査査主主管管･･調調査査趣趣旨旨にに関関すするるおお問問いい合合わわせせ先先】】  

東温市  産業建設部  地域活力創出課  企業振興係 

〒791-0292 東温市見奈良 530-1  tel.089-964-4414(直通) 
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集計結果の概要

調査の概要

　 2 0 22 年度「 東温市東温市中小零細企業現状把握調査」 は 2 0 2 2 年 6 月か

ら 7 月にかけて実施さ れた。 準備と し て 2 0 2 0 年度に調査票を見直し 、 20 2 1

年 3 月に東温市中小企業円卓会議に意見を頂いた。 新型コ ロナウイ ルスの流

行によっ て、 2 0 2 1 年度調査が延期さ れ、 20 2 2 年 1-3 月に新型コ ロナ向け

の調査と し て調査票を 再度設計し 直し た。 最終的に 5 月に調査票が確定し 、

名簿と し て事業所母集団データ ベースの利用申請を行っ て調査環境を整えた。

｜ 補章 2  ｜　 　 集計結果

表 1 地域区分別回答数（ 5 地域）（ SA）..... 106
表 2 （ 3） 本所 ･ 支所の別（ SA） ................ 106
表 3 （ 5） 調査回答者（ SA） ....................... 106
表 4 （ 6） 事業の種類（ 4 区分）（ SA） ........ 106
表 5 総正社員数（ SA） ............................... 107
表 6 男性正社員数（ SA）............................ 107
表 7 女性正社員数（ SA）............................ 107
表 8 総従業者数（ SA） ............................... 107
表 9 （ 10） 本社住所（ SA） ......................... 108
表 10 （ 11） 組織形態（ SA） ...................... 108
表 11 （ 12） 2021 年の売上高（ SA） ......... 108
表 12 （ 13） 資本金等（ SA） ...................... 108
表 13 （ 1） 売上高・ 収入（ SA）.................. 109
表 14 （ 1） 利益・ 収支差（ SA）.................. 109
表 15  （ 2） 現在の業況（ SA） ..................... 109
表 16  （ 3） 消費税課税事業所か否か（ SA） ... 109
表 17  （ 4） イ ンボイ ス制度対応（ SA） ....... 110
表 18  （ 5） 得意先・ 販売先（ SA） .............. 110
表 19  （ 5） 仕入先・ 外注先（ SA） .............. 110
表 20  （ 6） 資金繰り ・ 新型コ ロナウイ ルス感染

症拡大前（ SA） .................................... 110
表 21  （ 6） 資金繰り ・ 新型コ ロナウイ ルス感染

症拡大後（ SA） .....................................111
表 22  （ 7） 人手の過不足・ 新型コ ロナウイ ルス

感染症拡大前（ SA） .............................111
表 23  （ 7） 人手の過不足・ 新型コ ロナウイ ルス

感染症拡大後（ SA） .............................111
表 24  （ 8） 経営上の問題点（ M A） ..............111
表 25  （ 1） 新型コ ロナへの対策（ M A） ...... 112
表 26  （ 3） 現在の強み（ M A） .................... 112
表 27  （ 3） 今後強化し たい点（ M A） ......... 113
表 28  （ 4） イ ンタ ーネッ ト サービス（ M A）  

 ............................................................ 113
表 29  （ 5） キャ ッ シュ レ ス決済（ M A） ...... 114
表 30  （ 6） 事業所が東温市に立地するメ リ ッ ト

が①つながり ・ 助け合い（ SA） .......... 114
表 31  （ 6） 事業所が東温市に立地するメ リ ッ ト

が②取引先が市内（ SA） ..................... 114
表 32  （ 6） 事業所が東温市に立地するメ リ ッ ト

が③人材（ SA） .................................... 114
表 33  （ 6） 事業所が東温市に立地するメ リ ッ ト

が④地代・ 家賃安い（ SA） .................. 114
表 34  （ 6） 事業所が東温市に立地するメ リ ッ ト

が⑤自然環境（ SA） ............................ 114
表 35  （ 6） 事業所が東温市に立地するメ リ ッ ト

が⑥交通・ 輸送の便（ SA） .................. 115
表 36  （ 6） 事業所が東温市に立地するメ リ ッ ト

が⑦行政等の支援（ SA） ..................... 115
表 37  （ 6） 事業所が東温市に立地するメ リ ッ ト
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が⑧商工会の支援（ SA） ..................... 115
表 38 （ 6） 事業所が東温市に立地するメ リ ッ ト

が⑨公共施設の立地（ SA） .................. 115
表 39 （ 6） 事業所が東温市に立地するメ リ ッ ト

が⑩競合が少ない（ SA） ..................... 115
表 40 （ 6） 事業所が東温市に立地するメ リ ッ ト

が⑪松山市のベッ ド タ ウン（ SA） ....... 115
表 41 （ 6） 事業所が東温市に立地するメ リ ッ ト

が⑫その他（ SA） ................................ 116
表 42 （ 1） 従業者増減（ 全体）（ SA）......... 116
表 43 （ 1） 従業者増減（ 正社員）（ SA） ..... 116
表 44 （ 1） 従業者増減（ 臨時）（ SA） ........ 116
表 45 （ 1） 従業者増減（ 市内）（ SA）......... 116
表 46 （ 1） 従業者増減（ 市外）（ SA）......... 117
表 47 （ 2） 採用予定人数（ 全体）（ SA） ..... 117
表 48 （ 2） 採用予定人数（ 正社員）（ SA） ..... 117
表 49 （ 2） 採用予定人数（ 臨時）（ SA） ..... 117
表 50 （ 3） 働き 方改革への対応状況（ SA） 118
表 51 （ 4） 人材育成①マニュ アル（ SA） ... 118
表 52  （ 4） 人材育成②マニュ アル改定（ SA）  

 ............................................................ 118
表 53 （ 4） 人材育成③就業規則（ SA） ....... 118
表 54 （ 4） 人材育成④就業規程改定（ SA） ... 118
表 55（ 4） 人材育成⑤勉強会（ SA） .......... 119
表 56（ 5） 研修（ SA） ............................... 119
表 57  （ 6） 知識・ 経験（ M A） .................... 119
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表 60（ 2） 市支援施策・「 まるごと 応援補助金」

の利用（ SA） .......................................120
表 61  （ 2） 市支援施策・ 中小企業振興資金融資・

利子補給の利用（ SA） ......................... 120
表 62  （ 2） 市支援施策・ 中小企業金融制度資金

利子補給の利用（ SA） ......................... 120
表 63  （ 2） 市支援施策・ 雇用対策支援の利用

（ SA） ....................................................120
表 64 （ 2） 市支援施策・ SAKURA select 創出

事業の利用（ SA） ................................ 121
表 65  （ 3） 市施策を 何で知っ たか（ M A） .. 121
表 66  （ 4） 国県施策・ ①持続化給付（ SA）  

 ............................................................121
表 67  （ 4） 国県施策・ ②一時支援金・ 月次支援

金（ SA） ..............................................121
表 68（ 4） 国県施策・ ③事業復活支援金（ SA） 

 ............................................................121
表 69（ 4） 国県施策・ ④えひめ版応援金（ SA） 

 ............................................................122

表 70（ 4） 国県施策・ ⑤金融支援（ SA）... 122
表 71（ ５ ） 国県施策を 何で 知っ たか（ M A）  

 ............................................................122
表 72（ ６ ） 事業資金の借入先（ M A） ....... 122
表 73 （ ７ ） 経営上の問題点の相談（ M A） ... 123
表 74 （ 1） 2 年後の見通し （ SA） .............. 123
表 75（ 2） 2 年後の予定（ SA） ................. 123
表 76 （ 3） 事業展開の方向（ SA） .............. 124
表 77 （ 4） 事業継承方法（ SA）.................. 124
表 78（ 4） 事業継承方法・ 後継者（ SA）... 124
表 79（ 1） グループの参加の有無（ SA）... 124
表 80（ 1） グループへの参加予定の有無（ SA） 

 ............................................................124
表 81（ 1） 参加グループ（ M A） ................ 125
表 82 （ 2） 活動内容（ M A） ........................ 125
表 83 （ 3） 連携の有無（ SA） ..................... 125
表 84（ 4） イ ンタ ーンシッ プの受け入れ（ SA） 

 ............................................................126
表 85（ 5） 環境経営（ SA） ........................ 126
表 86（ 5） 健康経営（ SA） ........................ 126
表 87（ 1） 希望する施策（ M A） ................ 126
表 88 事業所の開設時期（ 事）・ 国（ SA） ....... 127
表 89 法人全体の売上高（ 事）・ 国 / 企 _ 売上

（ 収入） 金額（ SA） .............................. 127
表 90 法人全体の売上高（ 事）・ 国 / セ _ 企 _ 売

上（ 収入） 金額（ SA） ......................... 127
表 91 法 人 全 体 の 常 用 雇 用 者 数（ 事 ）・ 国

（ SA） ....................................................128
表 92 存続状況（ SA） ................................ 128
表 93 商工会加入有無（ SA） ...................... 128



1 0 6

《 表中の略号等の説明》

表の題名の（ ） 付き数字…質問票における質問番号（ 例 : （ 3） 本所 ･ 支所の別　 であれば、質

問番号は 3）

 •  SA…複数回答不可

 •  M A…複数回答可

1 ． 貴事業所の概要について

表 1 地域区分別回答数（ 5 地域）（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 北吉井 151 19.9 19.9
2 南吉井  297 39.1 39.1
3 拝志・上林 57 7.5 7.5
4 川上 191 25.2 25.2
5 東⾕・⻄⾕ 63 8.3 8.3

不明 0 0.0
合計 759 100 759

表 2  （ 3 ） 本所 ･ 支所の別（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 本所（本店） 245 32.3 52.1
2 支所（支店） 225 29.6 47.9

不明 289 38.1
合計 759 100 470

表 3  （ 5 ） 調査回答者（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 事業所代表者 452 59.6 66.3
2 事業所代表者以外 230 30.3 33.7

不明 77 10.1
合計 759 100 682

表 4  （ 6 ） 事業の種類（ 4 区分）（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 製造業（農林業含む） 98 12.9 12.9
2 建設業 74 9.7 9.7
3 流通・商業 236 31.1 31.1
4 サービス業 341 44.9 44.9
5 その他・不明 10 1.3 1.3

不明 0 0.0
合計 759 100 759
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表 5  総正社員数（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 0-1 人 185 24.4 25.7
2 2 人 153 20.2 21.3
3 3-5 人 153 20.2 21.3
4 6-10 人 94 12.4 13.1
5 11-20 人 64 8.4 8.9
6 21-50 人 41 5.4 5.7
7 51 人 - 30 4.0 4.2

不明 39 5.1
合計 759 100 720

表 6  男性正社員数（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 0-1 人 318 41.9 46.6
2 2 人 94 12.4 13.8
3 3-5 人 116 15.3 17.0
4 6-10 人 59 7.8 8.6
5 11-20 人 43 5.7 6.3
6 21-50 人 34 4.5 5.0
7 51 人 - 19 2.5 2.8

不明 76 10.0
合計 759 100 683

表 7  女性正社員数（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 0-1 人 438 57.7 64.2
2 2 人 87 11.5 12.8
3 3-5 人 77 10.1 11.3
4 6-10 人 38 5.0 5.6
5 11-20 人 21 2.8 3.1
6 21-50 人 14 1.8 2.1
7 51 人 - 7 0.9 1.0

不明 77 10.1
合計 759 100 682

表 8  総従業者数（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 0-1 人 139 18.3 18.9
2 2 人 113 14.9 15.3
3 3-5 人 131 17.3 17.8
4 6-10 人 138 18.2 18.7
5 11-20 人 106 14.0 14.4
6 21-50 人 61 8.0 8.3
7 51 人 - 49 6.5 6.6
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不明 22 2.9
合計 759 100 737

表 9  （ 1 0 ） 本社住所（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 回答事業所と同じ 474 62.5 68.0
2 回答事業所とは別の東温市内 17 2.2 2.4
3 松山市 94 12.4 13.5

4
東温市の近隣市町（砥部町・
松前町・伊予市・久万高原町・
⻄条市）

13 1.7 1.9

5 その他の愛媛県 22 2.9 3.2
6 県外 77 10.1 11.0

不明 62 8.2
合計 759 100 697

表 1 0 （ 1 1 ） 組織形態（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 個人企業 243 32.0 32.1
2 法人企業 496 65.3 65.5
3 非営利組織 18 2.4 2.4

不明 2 0.3
合計 759 100 757

表 1 1  （ 1 2 ） 2 0 2 1 年の売上高（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 300 万円未満 119 15.7 17.8
2 300 万円〜 500 万円未満 32 4.2 4.8
3 500 万円〜 1 千万円未満 69 9.1 10.3
4 1 千万円〜 5 千万円未満 152 20.0 22.7
5 5 千万円〜 1 億円未満 46 6.1 6.9
6 1 億円〜 3 億円未満 71 9.4 10.6
7 3 億円以上 181 23.8 27.0

不明 89 11.7
合計 759 100 670

表 1 2  （ 1 3 ） 資本金等（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 100 万円未満 31 6.3 7.5
2 100 万円〜 300 万円未満 45 9.1 10.9
3 300 万円〜 500 万円未満 70 14.1 16.9
4 500 万円〜 1 千万円未満 52 10.5 12.6
5 1 千万円〜 5 千万円未満 119 24.0 28.8
6 5 千万円〜 1 億円未満 36 7.3 8.7
7 1 億円以上 60 12.1 14.5
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不明 83 16.7
合計 496 100 413

2 ． 経営状況について

表 1 3  （ 1 ） 売上高・ 収入（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 大幅に増加 13 1.7 1.8
2 やや増加 96 12.6 13.4
3 横ばい 178 23.5 24.9
4 やや減少 226 29.8 31.6
5 大幅に減少 193 25.4 27.0
6 新設 9 1.2 1.3

不明 44 5.8
合計 759 100 715

表 1 4  （ 1 ） 利益・ 収支差（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 大幅に増加 8 1.1 1.2
2 やや増加 76 10.0 11.3
3 横ばい 170 22.4 25.4
4 やや減少 202 26.6 30.1
5 大幅に減少 205 27.0 30.6
6 新設 9 1.2 1.3

不明 89 11.7
合計 759 100 670

表 1 5  （ 2 ） 現在の業況（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 良い 16 2.1 2.2
2 やや良い 48 6.3 6.7
3 普通 279 36.8 38.7
4 やや悪い 237 31.2 32.9
5 悪い 141 18.6 19.6

不明 38 5.0
合計 759 100 721

表 1 6  （ 3 ） 消費税課税事業所か否か（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 課税事業者である 504 66.4 73.0
2 免税事業者である 186 24.5 27.0

不明 69 9.1
合計 759 100 690
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表 1 7  （ 4 ） イ ンボイ ス制度対応（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 登録申請し登録番号を取得した 97 12.8 13.9

2 登録申請し登録番号を取得す
る予定である 175 23.1 25.1

3 取得する予定はない 112 14.8 16.1
4 わからない・未定 294 38.7 42.2
5 その他 19 2.5 2.7

不明 62 8.2
合計 759 100 697

表 1 8  （ 5 ） 得意先・ 販売先（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 東温市 317 41.8 48.4
2 松山市 230 30.3 35.1
3 近隣市町 12 1.6 1.8
4 上記以外の県内 22 2.9 3.4
5 県外 73 9.6 11.1
6 国外 1 0.1 0.2

不明 104 13.7
合計 759 100 655

表 1 9  （ 5 ） 仕入先・ 外注先（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 東温市 70 9.2 11.8
2 松山市 327 43.1 55.1
3 近隣市町 18 2.4 3.0
4 上記以外の県内 14 1.8 2.4
5 県外 162 21.3 27.3
6 国外 3 0.4 0.5

不明 165 21.7
合計 759 100 594

表 2 0  （ 6 ） 資金繰り ・ 新型コ ロナウイ ルス感染症拡大前（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 順調 103 13.6 14.8
2 やや順調 126 16.6 18.1
3 どちらともいえない 336 44.3 48.2
4 やや窮屈 105 13.8 15.1
5 窮屈 27 3.6 3.9

不明 62 8.2
合計 759 100 697
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表 2 1  （ 6 ） 資金繰り ・ 新型コ ロナウイ ルス感染症拡大後（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 順調 74 9.7 10.8
2 やや順調 69 9.1 10.0
3 どちらともいえない 289 38.1 42.0
4 やや窮屈 144 19.0 20.9
5 窮屈 112 14.8 16.3

不明 71 9.4
合計 759 100 688

表 2 2  （ 7 ） 人手の過不足・ 新型コ ロナウイ ルス感染症拡大前（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 過剰 1 0.1 0.1
2 やや過剰 11 1.4 1.6
3 適正 444 58.5 64.1
4 やや不足 199 26.2 28.7
5 不足 38 5.0 5.5

不明 66 8.7
合計 759 100 693

表 2 3  （ 7 ） 人手の過不足・ 新型コ ロナウイ ルス感染症拡大後（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 過剰 4 0.5 0.6
2 やや過剰 29 3.8 4.2
3 適正 393 51.8 56.9
4 やや不足 190 25.0 27.5
5 不足 75 9.9 10.9

不明 68 9.0
合計 759 100 691

表 2 4  （ 8 ） 経営上の問題点（ M A）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 販売単価の下落 62 8.2 9.8
2 販売量の減少 244 32.1 38.7
3 原材料・仕入単価の上昇 364 48.0 57.7
4 人件費の増加 140 18.4 22.2

5 人件費以外の費用の増加（具
体的に；） 75 9.9 11.9

6 従業員の不足 199 26.2 31.5

7 熟練技術者，専門知識を持つ
人材の確保難 150 19.8 23.8

8 社員教育の不足 70 9.2 11.1
9 製品・サービス力の低下 30 4.0 4.8
10 業務効率の悪さ 115 15.2 18.2
11 設備の老朽化 228 30.0 36.1
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12 設備投資の不足 57 7.5 9.0
13 事業資金の借入難 43 5.7 6.8

14 ICT（情報通信技術）への対応
の遅れ 65 8.6 10.3

15 同業他社との競争激化 160 21.1 25.4

16 需要の停滞・減少，市場規模
の縮小 261 34.4 41.4

17 税負担の増加 84 11.1 13.3

18 新型コロナウイルスへの対応
の遅れ・不足 38 5.0 6.0

19 その他 9 1.2 1.4
不明 128 16.9
合計 759 100 631

3 ． 経営計画・ 事業所の強み・ イ ンタ ーネッ ト 活用等について

表 2 5  （ 1 ） 新型コ ロナへの対策（ M A）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 消毒液の設置，定期的な消毒 609 80.2 88.3

2 アクリル板やビニールクロス
の設置 290 38.2 42.0

3 定期的な換気 514 67.7 74.5
4 営業活動のオンライン化 68 9.0 9.9
5 社内会合のオンライン化 123 16.2 17.8
6 テレワークの推進 59 7.8 8.6
7 出退勤時間の見直し 53 7.0 7.7

8 社内でのソーシャルディスタ
ンスの確保 200 26.4 29.0

9 社員の健康管理への配慮 343 45.2 49.7
10 その他 34 4.5 4.9

不明 69 9.1
合計 759 100 690

表 2 6  （ 3 ） 現在の強み（ M A）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 経営戦略 ･ 企画力 48 6.3 7.7
2 市場開拓 ･ 販路開拓 57 7.5 9.2
3 技術 ･ 精度 ･ 品質の高さ 197 26.0 31.7
4 細やかな対応・サービス 325 42.8 52.3
5 製品 ･ サービス開発 ･ 独自性 76 10.0 12.2
6 商品価値向上の取り組み 76 10.0 12.2
7 迅速さ ･ 納期 ･ スピード 114 15.0 18.4
8 業務効率 ･ 作業効率 65 8.6 10.5
9 IT 活用 25 3.3 4.0
10 知名度 ･ ブランド 90 11.9 14.5
11 事業の多角化 25 3.3 4.0
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12 連携 ･ ネットワーク 55 7.2 8.9
13 資金調達 10 1.3 1.6
14 安定した資金繰り 54 7.1 8.7
15 人材 67 8.8 10.8
16 教育 ･ 訓練 39 5.1 6.3
17 後継者の存在 33 4.3 5.3
18 その他 14 1.8 2.3

不明 138 18.2
合計 759 100 621

表 2 7  （ 3 ） 今後強化し たい点（ M A）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 経営戦略 ･ 企画力 91 12.0 14.4
2 市場開拓 ･ 販路開拓 154 20.3 24.3
3 技術 ･ 精度 ･ 品質の高さ 123 16.2 19.4
4 細やかな対応・サービス 140 18.4 22.1
5 製品 ･ サービス開発 ･ 独自性 48 6.3 7.6
6 商品価値向上の取り組み 65 8.6 10.3
7 迅速さ ･ 納期 ･ スピード 43 5.7 6.8
8 業務効率 ･ 作業効率 129 17.0 20.3
9 IT 活用 66 8.7 10.4

10 知名度 ･ ブランド 62 8.2 9.8
11 事業の多角化 37 4.9 5.8
12 連携 ･ ネットワーク 52 6.9 8.2
13 資金調達 24 3.2 3.8
14 安定した資金繰り 67 8.8 10.6
15 人材 162 21.3 25.6
16 教育 ･ 訓練 95 12.5 15.0
17 後継者の存在 77 10.1 12.1
18 その他 21 2.8 3.3

不明 125 16.5
合計 759 100 634

表 2 8  （ 4 ） イ ンタ ーネッ ト サービス（ M A）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 ネット検索で情報収集 323 42.6 48.8

2 ホームページ・ブログ・SNS
などで情報発信 288 37.9 43.5

3 メールマガジンの発信 19 2.5 2.9

4 ネットショップ、ネット注文
サイトの開設 74 9.7 11.2

5 いずれも使っていない 176 23.2 26.6
6 その他 13 1.7 2.0

不明 97 12.8
合計 759 100 662
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表 2 9  （ 5 ） キャ ッ シュ レス決済（ M A）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 クレジットカード 139 18.3 30.1
2 デビットカード 26 3.4 5.6

3 共通電子マネー（ICOCA、
WAON など） 45 5.9 9.7

4 バーコード・QR コード決済
（PayPay、LinePay など） 105 13.8 22.7

5 いずれも導入していない 274 36.1 59.3
6 その他 17 2.2 3.7

不明 297 39.1
合計 759 100 462

表 3 0  （ 6 ） 事業所が東温市に立地するメ リ ッ ト が①つながり ・ 助け合い（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 はい 446 58.8 73.1
2 いいえ 164 21.6 26.9

不明 149 19.6
合計 759 100 610

表 3 1  （ 6 ） 事業所が東温市に立地するメ リ ッ ト が②取引先が市内（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 はい 299 39.4 52.5
2 いいえ 270 35.6 47.5

不明 190 25.0
合計 759 100 569

表 3 2  （ 6 ） 事業所が東温市に立地するメ リ ッ ト が③人材（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 はい 105 13.8 19.5
2 いいえ 433 57.0 80.5

不明 221 29.1
合計 759 100 538

表 3 3  （ 6 ） 事業所が東温市に立地するメ リ ッ ト が④地代・ 家賃安い（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 はい 320 42.2 57.8
2 いいえ 234 30.8 42.2

不明 205 27.0
合計 759 100 554

表 3 4  （ 6 ） 事業所が東温市に立地するメ リ ッ ト が⑤自然環境（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 はい 505 66.5 84.7
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2 いいえ 91 12.0 15.3
不明 163 21.5
合計 759 100 596

表 3 5  （ 6 ） 事業所が東温市に立地するメ リ ッ ト が⑥交通・ 輸送の便（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 はい 391 51.5 67.4
2 いいえ 189 24.9 32.6

不明 179 23.6
合計 759 100 580

表 3 6  （ 6 ） 事業所が東温市に立地するメ リ ッ ト が⑦行政等の支援（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 はい 240 31.6 45.0
2 いいえ 293 38.6 55.0

不明 226 29.8
合計 759 100 533

表 3 7  （ 6 ） 事業所が東温市に立地するメ リ ッ ト が⑧商工会の支援（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 はい 238 31.4 44.5
2 いいえ 297 39.1 55.5

不明 224 29.5
合計 759 100 535

表 3 8  （ 6 ） 事業所が東温市に立地するメ リ ッ ト が⑨公共施設の立地（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 はい 287 37.8 52.3
2 いいえ 262 34.5 47.7

不明 210 27.7
合計 759 100 549

表 3 9  （ 6 ） 事業所が東温市に立地するメ リ ッ ト が⑩競合が少ない（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 はい 202 26.6 36.7
2 いいえ 348 45.8 63.3

不明 209 27.5
合計 759 100 550

表 4 0  （ 6 ） 事業所が東温市に立地するメ リ ッ ト が⑪松山市のベッ ド タ ウン（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 はい 260 34.3 47.7
2 いいえ 285 37.5 52.3

不明 214 28.2
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合計 759 100 545

表 4 1  （ 6 ） 事業所が東温市に立地するメ リ ッ ト が⑫その他（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 はい 12 1.6 17.1
2 いいえ 58 7.6 82.9

不明 689 90.8
合計 759 100 70

4 ． 雇用・ 採用・ 教育について

表 4 2  （ 1 ） 従業者増減（ 全体）（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 大幅に増加 6 0.8 1.0
2 やや増加 69 9.1 11.1
3 横ばい 414 54.5 66.5
4 やや減少 116 15.3 18.6
5 大幅に減少 18 2.4 2.9

不明 136 17.9
合計 759 100 623

表 4 3  （ 1 ） 従業者増減（ 正社員）（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 大幅に増加 6 0.8 1.0
2 やや増加 70 9.2 11.8
3 横ばい 400 52.7 67.5
4 やや減少 99 13.0 16.7
5 大幅に減少 18 2.4 3.0

不明 166 21.9
合計 759 100 593

表 4 4  （ 1 ） 従業者増減（ 臨時）（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 大幅に増加 4 0.5 0.8
2 やや増加 52 6.9 9.8
3 横ばい 366 48.2 69.3
4 やや減少 88 11.6 16.7
5 大幅に減少 18 2.4 3.4

不明 231 30.4
合計 759 100 528

表 4 5  （ 1 ） 従業者増減（ 市内）（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 大幅に増加 2 0.3 0.4
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2 やや増加 47 6.2 8.3
3 横ばい 422 55.6 74.3
4 やや減少 82 10.8 14.4
5 大幅に減少 15 2.0 2.6

不明 191 25.2
合計 759 100 568

表 4 6  （ 1 ） 従業者増減（ 市外）（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 大幅に増加 4 0.5 0.7
2 やや増加 57 7.5 10.5
3 横ばい 387 51.0 71.5
4 やや減少 84 11.1 15.5
5 大幅に減少 9 1.2 1.7

不明 218 28.7
合計 759 100 541

表 4 7  （ 2 ） 採用予定人数（ 全体）（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 大幅に増加 10 1.3 2.0
2 やや増加 86 11.3 17.2
3 横ばい 351 46.2 70.1
4 やや減少 32 4.2 6.4
5 大幅に減少 22 2.9 4.4

不明 258 34.0
合計 759 100 501

表 4 8  （ 2 ） 採用予定人数（ 正社員）（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 大幅に増加 12 1.6 2.5
2 やや増加 69 9.1 14.4
3 横ばい 346 45.6 72.1
4 やや減少 30 4.0 6.3
5 大幅に減少 23 3.0 4.8

不明 279 36.8
合計 759 100 480

表 4 9  （ 2 ） 採用予定人数（ 臨時）（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 大幅に増加 8 1.1 1.7
2 やや増加 57 7.5 12.4
3 横ばい 333 43.9 72.2
4 やや減少 42 5.5 9.1
5 大幅に減少 21 2.8 4.6
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不明 298 39.3
合計 759 100 461

表 5 0  （ 3 ） 働き 方改革への対応状況（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 ほぼ対応できている 229 30.2 35.4

2 対応できていないところが
残っている 144 19.0 22.3

3 今後、検討する 93 12.3 14.4
4 内容が理解できていない 28 3.7 4.3

5 一人事業所であり対応の必要
はない 152 20.0 23.5

6 その他 0 0.0 0.0
不明 113 14.9
合計 759 100 646

表 5 1  （ 4 ） 人材育成①マニュ アル（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 はい 241 31.8 37.4
2 いいえ 353 46.5 54.8
3 準備中 50 6.6 7.8

不明 115 15.2
合計 759 100 644

表 5 2  （ 4 ） 人材育成②マニュ アル改定（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 はい 132 17.4 22.0
2 いいえ 469 61.8 78.0

不明 158 20.8
合計 759 100 601

表 5 3  （ 4 ） 人材育成③就業規則（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 はい 443 58.4 69.0
2 いいえ 188 24.8 29.3
3 準備中 11 1.4 1.7

不明 117 15.4
合計 759 100 642

表 5 4  （ 4 ） 人材育成④就業規程改定（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 はい 239 31.5 38.1
2 いいえ 326 43.0 52.0
3 準備中 62 8.2 9.9

不明 132 17.4
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合計 759 100 627

表 5 5 （ 4 ） 人材育成⑤勉強会（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 はい 193 25.4 31.0
2 いいえ 429 56.5 69.0

不明 137 18.1
合計 759 100 622

表 5 6 （ 5 ） 研修（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 している（内容：） 264 34.8 41.3
2 今後は行う予定がある 103 13.6 16.1
3 今後も行う予定はない 273 36.0 42.7

不明 119 15.7
合計 759 100 640

表 5 7  （ 6 ） 知識・ 経験（ M A）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 経理 29 3.8 5.7
2 労務 96 12.6 18.8
3 営業 114 15.0 22.4
4 ＩＣＴ活用 ･ パソコン 74 9.7 14.5
5 企画 ･ マーケティング 46 6.1 9.0
6 語学 11 1.4 2.2
7 接遇 141 18.6 27.6
8 法律・制度 57 7.5 11.2
9 商品知識 172 22.7 33.7

10 感染症に関する知識 62 8.2 12.2
11 その他資格を含む能力（） 51 6.7 10.0

不明 249 32.8
合計 759 100 510

表 5 8  （ 7 ） 研修による成果（ M A）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 従業員の意識向上 330 43.5 66.9
2 業務の効率化 159 20.9 32.3
3 顧客サービスの充実 183 24.1 37.1
4 市場開拓 24 3.2 4.9
5 新事業の展開 20 2.6 4.1
6 大きな成果は感じられない 35 4.6 7.1
7 その他 16 2.1 3.2

不明 266 35.0
合計 759 100 493
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5 ． 支援施策の利活用状況等について

表 5 9  （ 1 ） 条例の認識（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 条文を読んでおり知っている 46 6.1 6.6

2 条文は読んでいないが制定さ
れたことは知っている 137 18.1 19.7

3 知らない 512 67.5 73.7
不明 64 8.4
合計 759 100 695

表 6 0 （ 2 ） 市支援施策・「 まるごと 応援補助金」 の利用（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 利用した 57 7.5 8.5
2 利用中 5 0.7 0.7
3 利用の必要ない 75 9.9 11.2
4 知っているが利用経験ない 123 16.2 18.4
5 知らない 407 53.6 61.0

不明 92 12.1
合計 759 100 667

表 6 1  （ 2 ） 市支援施策・ 中小企業振興資金融資・ 利子補給の利用（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 利用した 125 16.5 18.7
2 知っているが利用していない 165 21.7 24.7
3 知らない 378 49.8 56.6

不明 91 12.0
合計 759 100 668

表 6 2  （ 2 ） 市支援施策・ 中小企業金融制度資金利子補給の利用（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 利用した 107 14.1 16.2
2 知っているが利用していない 170 22.4 25.7
3 知らない 384 50.6 58.1

不明 98 12.9
合計 759 100 661

表 6 3  （ 2 ） 市支援施策・ 雇用対策支援の利用（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 利用した 17 2.2 2.6
2 知っているが利用していない 171 22.5 26.0
3 知らない 470 61.9 71.4

不明 101 13.3
合計 759 100 658
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表 6 4  （ 2 ） 市支援施策・ SAKURA select 創出事業の利用（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 利用した 12 1.6 1.8
2 知っているが利用経験ない 130 17.1 19.9
3 知らない 512 67.5 78.3

不明 105 13.8
合計 759 100 654

表 6 5  （ 3 ） 市施策を何で知っ たか（ M A）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 広報誌 152 20.0 36.6
2 会報誌 62 8.2 14.9
3 新聞 7 0.9 1.7
4 広告 21 2.8 5.1
5 HP 28 3.7 6.7
6 SNS 3 0.4 0.7
7 支援機関 101 13.3 24.3
8 友人・知人等 26 3.4 6.3
9 その他 112 14.8 27.0

不明 344 45.3
合計 759 100 415

表 6 6  （ 4 ） 国県施策・ ①持続化給付（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 受けた 254 33.5 37.9
2 受けていない 366 48.2 54.6
3 知らない 50 6.6 7.5

不明 89 11.7
合計 759 100 670

表 6 7  （ 4 ） 国県施策・ ②一時支援金・ 月次支援金（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 受けた 95 12.5 14.9
2 受けていない 466 61.4 72.9
3 知らない 78 10.3 12.2

不明 120 15.8
合計 759 100 639

表 6 8 （ 4 ） 国県施策・ ③事業復活支援金（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 受けた 139 18.3 21.4
2 受けていない 433 57.0 66.7
3 知らない 77 10.1 11.9

不明 110 14.5
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合計 759 100 649

表 6 9 （ 4 ） 国県施策・ ④えひめ版応援金（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 受けた 106 14.0 16.6
2 受けていない 441 58.1 69.1
3 知らない 91 12.0 14.3

不明 121 15.9
合計 759 100 638

表 7 0 （ 4 ） 国県施策・ ⑤金融支援（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 受けた 162 21.3 25.0
2 受けていない 394 51.9 60.9
3 知らない 91 12.0 14.1

不明 112 14.8
合計 759 100 647

表 7 1 （ ５ ） 国県施策を何で知っ たか（ M A）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 広報誌 150 19.8 24.8
2 会報誌 65 8.6 10.8
3 新聞 131 17.3 21.7
4 広告 50 6.6 8.3
5 HP 108 14.2 17.9
6 SNS 46 6.1 7.6
7 支援機関 165 21.7 27.3
8 友人・知人等 84 11.1 13.9
9 その他 90 11.9 14.9

不明 155 20.4
合計 759 100 604

表 7 2 （ ６ ） 事業資金の借入先（ M A）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 地⽅銀行 321 42.3 62.2
2 信用金庫 ･ 信用組合 105 13.8 20.3

3 政府系金融機関（日本政策金
融公庫等） 179 23.6 34.7

4 商工会 13 1.7 2.5
5 市・県 5 0.7 1.0
6 商工ローン ･ クレジット 5 0.7 1.0
7 親族等 17 2.2 3.3
8 その他 91 12.0 17.6

不明 243 32.0
合計 759 100 516
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表 7 3  （ ７ ） 経営上の問題点の相談（ M A）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 役員 ･ 従業員 223 29.4 34.7
2 家族 ･ 親族 123 16.2 19.1
3 他社の経営者 79 10.4 12.3
4 税理士 ･ 会計士 321 42.3 49.9
5 弁護士 ･ 司法書士 33 4.3 5.1

6 フィナンシャルプランナー・
コンサルタント 14 1.8 2.2

7 取引先金融機関 87 11.5 13.5
8 商工会などの商工団体 74 9.7 11.5
9 国・県・市 15 2.0 2.3
10 誰にも相談しない 67 8.8 10.4
11 その他 24 3.2 3.7

不明 116 15.3
合計 759 100 643

6 ． 今後の見通し と 方向性について

表 7 4  （ 1 ） 2 年後の見通し （ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 大幅に成⻑ 17 2.2 2.5
2 やや成⻑ 136 17.9 19.9
3 横ばい（現状維持） 362 47.7 52.9
4 やや縮小 112 14.8 16.4
5 大幅に縮小 57 7.5 8.3

不明 75 9.9
合計 759 100 684

表 7 5 （ 2 ） 2 年後の予定（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 拡張 54 7.1 8.2
2 縮小 ･ 集約 36 4.7 5.4
3 閉鎖 ･ 廃業 38 5.0 5.7
4 業種転換 5 0.7 0.8
5 合併 ･M&A 3 0.4 0.5
6 現状維持 477 62.8 72.2
7 新規出店 ･ 進出 18 2.4 2.7
8 移転 13 1.7 2.0
9 その他 17 2.2 2.6

不明 98 12.9
合計 759 100 661
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表 7 6  （ 3 ） 事業展開の方向（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 現在の事業に特化し、維持継
続する 563 74.2 87.0

2 新分野への進出を含めて考え
る 84 11.1 13.0

不明 112 14.8
合計 759 100 647

表 7 7  （ 4 ） 事業継承方法（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 後継者はすでに決定している 137 18.1 20.3

2 事業は継承したいが、後継者
はまだ決まっていない 113 14.9 16.8

3 第三者への譲渡や M&A 13 1.7 1.9
4 廃業または閉鎖 59 7.8 8.8
5 未定・わからない 282 37.2 41.8
6 事業継承不要（上場企業など） 70 9.2 10.4

不明 85 11.2
合計 759 100 674

表 7 8 （ 4 ） 事業継承方法・ 後継者（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 親族 109 79.6 85.8
2 非親族 18 13.1 14.2

不明 10 7.3
合計 137 100 127

7 ． 企業連携、 社会活動について

表 7 9 （ 1 ） グループの参加の有無（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 参加していない 467 61.5 67.9
2 参加している 221 29.1 32.1

不明 71 9.4
合計 759 100 688

表 8 0 （ 1 ） グループへの参加予定の有無（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 今後参加を検討 36 7.7 9.0
2 参加予定なし 365 78.2 91.0

不明 66 14.1
合計 467 100 401
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表 8 1 （ 1 ） 参加グループ（ M A）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 商工会 131 59.3 60.6
2 商工連盟 14 6.3 6.5
3 法人会 87 39.4 40.3
4 経済同友会 20 9.0 9.3
5 中小企業団体中央会 10 4.5 4.6
6 中小企業家同友会 12 5.4 5.6
7 倫理法人会 21 9.5 9.7
8 商工会議所 35 15.8 16.2
9 ⻘年会議所（JC） 11 5.0 5.1
10 ライオンズクラブ 12 5.4 5.6
11 ロータリークラブ 13 5.9 6.0
12 その他 38 17.2 17.6

不明 5 2.3
合計 221 100 216

表 8 2  （ 2 ） 活動内容（ M A）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 情報交換 155 70.1 75.6
2 経営に役立つ知識の習得 95 43.0 46.3
3 異業種交流 91 41.2 44.4
4 人脈 ･ ネットワーク形成 78 35.3 38.0
5 販路開拓 ･ 取引先開拓 28 12.7 13.7
6 経営資源共有 2 0.9 1.0
7 人材育成 23 10.4 11.2
8 共同申請（補助金 ･ 商標等） 22 10.0 10.7
9 技術開発 7 3.2 3.4
10 共同求人 2 0.9 1.0
11 共同受注 3 1.4 1.5
12 共同研究 4 1.8 2.0
13 その他 8 3.6 3.9

不明 16 7.2
合計 221 100 205

表 8 3  （ 3 ） 連携の有無（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 現在行っている 24 3.2 3.7
2 過去に行ったことがある 54 7.1 8.3

3 行ったことはないが、関心は
ある 193 25.4 29.8

4 行ったことも、関心もない 376 49.5 58.1
不明 112 14.8
合計 759 100 647
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表 8 4 （ 4 ） イ ンタ ーンシッ プの受け入れ（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 受け入れている 124 16.3 18.7
2 今後、受け入れても良い 57 7.5 8.6
3 受け入れ態勢が整わない 108 14.2 16.3
4 受け入れ予定がない 304 40.1 45.8
5 対応したいができない 71 9.4 10.7

不明 95 12.5
合計 759 100 664

表 8 5 （ 5 ） 環境経営（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 取り組む 134 17.7 19.9
2 取り組む予定がある 51 6.7 7.6
3 予定はないが取り組みたい 154 20.3 22.9
4 未定・わからない 334 44.0 49.6

不明 86 11.3
合計 759 100 673

表 8 6 （ 5 ） 健康経営（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 大いに関心がある 144 19.0 21.3
2 多少関心がある 242 31.9 35.9
3 よくわからない 204 26.9 30.2
4 関心がない 85 11.2 12.6

不明 84 11.1
合計 759 100 675

8 ． 市への施策の要望

表 8 7 （ 1 ） 希望する施策（ M A）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 新事業創出に対する支援 74 9.7 15.6
2 雇用に対する支援 184 24.2 38.8

3 事業所建設、設備導入に対する 
支援 114 15.0 24.1

4 運転資金に対する支援 114 15.0 24.1
5 技術に対する支援 33 4.3 7.0
6 経営ノウハウに対する支援 33 4.3 7.0
7 販路開拓に対する支援 71 9.4 15.0
8 公共事業の維持 ･ 拡大 64 8.4 13.5
9 地域内での消費促進 122 16.1 25.7
10 観光振興 70 9.2 14.8
11 地域資源を生かした産業づくり 73 9.6 15.4
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12 従業員の福利厚生 81 10.7 17.1
13 その他 30 4.0 6.3

不明 285 37.5
合計 759 100 474

●その他

表 8 8 事業所の開設時期（ 事）・ 国（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 1984 年以前 140 18.4 20.1
2 1985 〜 1994 年 128 16.9 18.4
3 1995 〜 2004 年 191 25.2 27.4
4 2005 〜 2010 年以降 102 13.4 14.7
5 2011 〜 2015 年 79 10.4 11.4
6 2016 年以降 56 7.4 8.0

不明 63 8.3
合計 759 100 696

表 8 9 法人全体の売上高（ 事）・ 国 / 企 _ 売上（ 収入） 金額（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 300 万円未満 95 12.5 14.3
2 300 万円〜 500 万円未満 42 5.5 6.3
3 500 万円〜 1 千万円未満 60 7.9 9.0
4 1 千万円〜 5 千万円未満 126 16.6 19.0
5 5 千万円〜 1 億円未満 55 7.2 8.3
6 1 億円〜 3 億円未満 73 9.6 11.0
7 3 億円以上 212 27.9 32.0

不明 96 12.6
合計 759 100 663

表 9 0 法人全体の売上高（ 事）・ 国 / セ _ 企 _ 売上（ 収入） 金額（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 300 万円未満 81 10.7 14.0
2 300 万円〜 500 万円未満 40 5.3 6.9
3 500 万円〜 1 千万円未満 53 7.0 9.2
4 1 千万円〜 5 千万円未満 105 13.8 18.1
5 5 千万円〜 1 億円未満 53 7.0 9.2
6 1 億円〜 3 億円未満 66 8.7 11.4
7 3 億円以上 181 23.8 31.3

不明 180 23.7
合計 759 100 579
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表 9 1 法人全体の常用雇用者数（ 事）・ 国（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 0 人 149 19.6 21.8
2 1 人 87 11.5 12.7
3 2 人 57 7.5 8.3
4 3 〜 4 人 47 6.2 6.9
5 5 〜 9 人 71 9.4 10.4
6 10 〜 19 人 56 7.4 8.2
7 20 〜 49 人 51 6.7 7.5
8 50 人以上 165 21.7 24.2

不明 76 10.0
合計 759 100 683

表 9 2  存続状況（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 存続（市内移設を含む） 741 97.6 98.1
2 新設（市外からの移設を含む） 9 1.2 1.2
3 閉鎖（廃業・市外移設） 5 0.7 0.7

不明 4 0.5
合計 759 100 755

表 9 3 商工会加入有無（ SA）

№ カテゴリ 件数 割合
（%）

割合
（%, 不明除）

1 未加入 515 67.9 67.9
2 加入 244 32.1 32.1

不明 0 0.0
合計 759 100 759
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中小零細企業振興の第 2  期から 第 3 期へ

2011 年に実施し た「 市内企業現状把握調査」 から  5 年後の 2016 年、市内事業所の現状、問

題点、 課題等を改めて把握し 、 中小零細企業振興施策のさ ら なる充実を図るための調査が実施

さ れた。「 2016 年東温市中小零細企業現状把握調査」 である。

こ の 2016 年調査の結果を踏まえ、「 東温市中小零細企業振興『 行動指針』」 が定めら れ、 東

温市中小零細企業振興の基本方針の一層の具体化が図ら れてきた。 条例制定後の第 2 期である。

こ の第 2 期での成果を確認し 、 第 3 期への展望を見出そう と するのが今回の調査分析に与えら

れた課題であっ た。

新型コ ロナウイ ルス感染症拡大第 7 波の中で実施さ れた 2 0 2 2 年調査

世界的に広がっ た新型コ ロナウイ ルス感染症拡大の波は東温市をも 襲い、 2021 年に実施す

る予定であっ た調査は延期を余儀なく さ れた。 調査は１ 年遅れて 2022 年に実施さ れたが、 実

査に向かう と き に第 7 波に見舞われてし まっ た。 こ れまでと 同じ く 調査員による調査であっ た

が、 回答数はこ れまでより 大きく 落ち込むこ と と なっ た。

し かし 、 どう いう ケースで回答数が減っ たのかを見ると 、 徐々に様相がわかっ てき た。 また、

国や県そし て市の支援策の利用状況を見ると 、 かつてなく 高い利用率であっ たが、 施策を利用

し たから すぐ に業績が回復すると いう も のではない。 こ こ から の取り 組みが大変重要である。

東温市に立地するメ リ ッ ト をかみし め第３ 期に向かう こ と を期待

東温市の中小零細企業振興の目的は、 市内事業所が東温市に立地し ているのがよい、 従業員

も 東温市で働く こ と ができ て嬉し い、 そのよう に思っ ても ら えるよう な事業環境を作っ ていく

こ と にある。 コ ロナ禍で立地環境については多く の事業主が様々に思いをはせたよう に思われ

る。 豊かな自然環境がある、 交通と 輸送の便が良い、 取引先を含め古く から のつながり がある、

行政や商工会等の支援が充実し ている、 こ のよう なこ と を改めて感じ ているこ と が伝わっ てく

る調査結果であっ た。

2022 年に入り 世界経済の不安定化が進み、 コ ロナ禍による落ち込みから の回復にはし ばら

く 時間がかかるこ と が予想さ れる。 そし て、 そう であるがゆえに、 自社の良さ を改めて見つめ、

強みを 伸ばし ていく こ と が必要である。 また、 様々な支援機関はこ の 10 年間の取り 組みの経

験を踏まえ、 市内事業所の成長を応援し ていく 、 そう し た東温市中小零細企業振興の第 3 期の

取り 組みがさ ら に重要になっ ている。 そう し た取り 組みを進めていく う えで、 こ の報告書に込

めら れている分析結果は必ず役に立つこ と と 思われる。
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